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本報告書 は、 日本 自転車振興会から競輪収益の一部である機械工業振興

資金 の補助 を受 けて平成2年 度補助事業 の一環 として作成 した ものである。







は じめに

ソ連 ゴルバチ ョフ大統領のペ レス トロイカ、 グラスノスチに端 を発 した 自由化 の

波 は、ベル リンの壁崩壊 に象徴 され ますように、 ソ連 ・東欧 に一大地殻変動 を もた

らしました。 この背景には情報が大 きな役割 を果た した と言われてい ます。世界経

済 の発展、特 に発展途上国にとって情報 のインフラス トラクチ ャの整備 は、経済発

展の要 と言えるで しょう。

財 団法人 データベース振興セ ンターは、情報 の国際共同利用、協調 ・協力体制の

あるべ き姿 を探 るために、平成2年 度 に国際協力委員会 を設置 しました。初年度の

本 委員会 はソ連、東欧、 アジア、 中南米な どの発展途上国 を対象にフ ァンダメ ンタ

ルズ(経 済の基礎的条件)、 通信お よび情報基盤 を調査、分析 して参 りました。

本報告書は、「総論(提 言)」、「経済発展 と情報のイ ンフラス トラクチ ャ」、「情報

機 器の整備状況」、 「調査事例」の4章 から構成 されてい ます。第2章 では経済発展

と情報化の発展段階の間 には密接 な関係があることを回帰分析 によって実証 しまし

た。 また、第3章 はコンピュータ設置台数およびコンピュータの生産 ・輸 出入状況

な どを統計的に整理。第4章 は経済基盤 と情報サー ビスの動向をまとめています。

これ らの結果 を踏 まえて、総論では次の6項 目を提言 してお ります。① 情報提供力

強化のための情報資源化機構 の必要性、②情報の高度利用のための利用 ツールの提

供、③先進国 との国際協力のための調査、④発展途上国 に歓迎 され る国際協力、⑤

国際協力のための専門家養成、⑥ 国際協力のための普及活動です。本報告書が広 く

関係各位 の参考 になれば幸 いです。

最後 に、本報告書 を とりまとめるに当た り、 ご協力 をいただ きました委員の方々

をは じめ、関係各機関の皆様方に心 より感謝の意 を表 します。

平成3年3月

財団法人データベース振興センター

理事長 圓城寺 次郎
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総 論(提 言)

1.情 報の国際的協調の背景

日米欧 など先進国は計算機や通信な ど情報関連技術 の急速 な進展 によって、情報蓄積や利用 を

著 しく発展 させてきた。一方、発展途上国においてはインフラス トラクチ ャーや技術環境の不均

衡、専門家の不足、経済 的制度的問題 もあ り、 さらには科学技術の開発 に影響 し、先進国 との科

学技術水準の格差が一層拡大す るとの危機感が持たれてい る。

情報資源 は複製 ・再利用 が容易 であ り、特 に科学技術 に関す る情報は各国共通で ある。 このた

め、天然資源の ように利用 することが消費することであるような場合 とは異な り、本来共用 に適

した ものである。 しか し、 そのためには、情報の表現、蓄積 ・流通、利用 の各面 において、共通

化、標準化が必要であ る。先進国はその点に留意 して、国際協調の観点か ら一層の努力が要求 さ

れている。

また情報資源は蓄積量 も新規生産量 も膨大で、 しか も専門性が高 いので、 どの国や機関 にとっ

て も構築が容易ではない。一方、流通や利用が地球規模 になっていることもあ り、国際的に分担

して共同作業で構築 を進 めるのが効率的である。 データ入力、流通、処理、全 ての面で、理論的

技術的問題 とともに、共用化、統合化 に関する問題 も国際的 に協調 して解決 されな ければな らな

いo

2.総
弘
口囲

本調査 は、上 に述べた情報の国際化 に際 し、その現状 と課題 を明 らかに し、今後、情報の国際

共同利用、作業分担、協調協力体制のあるべ き姿を探 るために、 これ まで充分な情報の得 られて

いない、東側諸 国、及 び南側諸国に重点 を置 いて行 った もので ある。

東欧圏および発展途上 国に とって も、 それぞれの地域別の技術、環境、制度等 の事情が異 なる

ので、具体的 には次の ような地域 を取 り上げ、 ファンダメンタルズ(経 済 の基礎的条件)と 情報

のイ ンフラス トラクチ ャの現状 を調査、分析 した。

対 象 地域:ソ 連 、東 欧(チ ェ コス ロバ キ ア、 ポ ー ラ ン ド、ハ ンガ リー、 ブ ル ガ リア、 ル ー マ ニ

ア)、 ア ジア(台 湾 、 中 国、 韓 国、香 港 、 マ レー シア、 シ ンガ ポー ル、 フ ィ リッ ピン、

タイ、 イ ン ドネ シア、 イ ン ドな ど)、 中南 米(メ キシ コ、 コロ ン ビア、ベ ネゼ ラ、 エ ク

ア ドル、 ペ ル ー、 チ リー、 ボ リビア、パ ラガ イ、 アル ゼ ンチ ン、 ブ ラ ジル)

調 査 結果 の 詳細 は本 文 を参 照 して いただ くと して、経 済発 展 と情 報 化 の発 展段 階 に は密 接 な 関

係 が あ る こ とが実 証 され るな ど興 味 深 い結 果 も得 られ て い る。
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ソ連、東欧 などにおける政治体制の変化 に伴 う統制経済か ら市場経済への移行、EC諸 国の統

合 など全体 として流動性の顕著な増大の方向が ある。 この ことは当然経済の みな らず、人間の交

流や情報 の流通 を促進することになる。

(1)国 際協 力のための情報提供力強化

データベース白書な どで も指摘 されているように、我国の情報資源の構築 は現時点 では技術力、

経済力 に比 して必 ずしも進 んでいる とはいえない。研究開発 のみならず意志決定 も含 めて、各分

野の専 門家の思考活動に必要な複雑、かつ高度な大量情報 を資源化す る事が急務 である。 そのた

めには、 中立的な機構 で情報 の網羅的収集、管理、知的所有権処理、流通、標準化、共 同利用 サ

ー ビスを行 う機関が必要であ る。情 報の提供 を行 うには、既 に多 くの ものが使用 されている現実

と、一方、研究開発用 を始め として高度 な実務的思考活動 を直接支援す るために必要 な情報が、

全世界的に著 し く不足 してい ることを踏 まえて検討 しなければな らない。 と くに大容量の光 フ ァ

イル系の記憶装置、ニューメデ ィア通信技術、各種計算機 の急速 な進歩 に対応 した情報資源 の構

築法を確立すべ きときである。

(2)国 際協力のための情報利用ツール提供

科学技術の分野に限 らず問題解決や意志決定な ど高度 な思考活動 を支援 するには、 これまでの

データベースの管理 ・検索、膨大な集積のある数値計算、エ キスパ ー トシステム における演繹推

論 とともに、それ らを超 えて帰納推論、学習、類推 まで を含 めた新 しいソフ トウェアが要求 され

ている。

特 にスーパーコンピュータ、ニューロコンピュー タ、 ファジーコンピュータ、超並列マシ ンと

利用者 向 きイ ンタフェース=グ ラフ ィックス、 マルチ メディア用 のいわゆ る先端 技術 で ある製

品=光 ファイル、光磁気、CD-ROM等 の周辺装置を備 えた研究開発の支援がで きるようなレ

ベルの専門別の高度な ソフ トウェアが必要 である。 また、それらをネ ッ トワークを経 由 して、 ま

た はパ ッケージ型 メデ ィアを通 して広 く提供す る必要がある。

(3)国 際協 力としての専門家養成

各地域特有 の地理、気象、産業、行事 、人物 などの情報 システムを構築する とともに、全世界

共通である基盤情報の有効な活用 について長期的計画 を立て、それに基づいて継続的に専 門家の

養成 をすることが急務である。

(4)特 定地域モデル による国際協力上の課題 の明確化 と対策

各地域や領域による特殊性 に対 して適切 な対応 をす るには、特定国、地域 の要求 に沿 って具体

的支援 の課題 を明確 にしなけれ ばな らない。 とくに特定分野、対象の情報 資源確立 に対 して、イ

ンフラス トラクチ ャー としての通信 の意義 と影響な どを充分考慮 し、 さらに特定機材、情報資源、
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利用方式 の提供、普及促進 、研修生の受入体制、技術指導者派遣体制 など、 それぞれの地域に適

した方策について検討す る。

(5)巨 大化 ・寡 占化が進 む先進国 との国際協力

発展途上国は技術環境、通信 を含 むイ ンフラス トラクチ ャーの充実 している先進国へ量的質的

に追 いつ くだ けでな く、協調 しつつ も技術的に先導的立場を とることが、バーゲニ ングパ ワー を

確保 することで あ り、摩擦の主体的かつ根本的解決 にもつなが ることになる。先進 国の情報整備

が始 まったのは20年 以上 も前の ことである。 その ころの情報に関する技術的水準 は現在 より格段

に低 か った。特 に現在 の光 フ ァイル、CD-ROM,WORM、 光磁気デ ィスクを始めニ ューメ

デ ィア系の情報媒体 は、文字 ・数字中心の従来型データベースに比べ高水準 の機能 を持 ったデー

タベー スの構築を可能 にしている。図、表、画像 はもとより、音や動画 などにわた るマルチメデ

ィア情報 に対応で きる情報資源の構築 には、 これまでの情報蓄積能力やその方式 に拘束 され る必

要が少 な くな り、今後 の本格的情報資源構築 に新技術 の導入を図 る観点か ら大 きな利点 と言 える。

また この ことは多 くの専門領域で生産 され、そ して必要 とされ る情報は膨大であることを考慮

すれば、各先進国が核 となってそれぞれの特徴 を活か しつつ相補的分業や科学技術 を先 導できる

標準化案作成 にお ける協調体制 を検討すべ きときである。

この ような面か ら見 る と、発展途上国 との協力 とは別に、先進国 との協力の方策 について調査

と具体 的方策の検討 をす る必要があろう。

(6)そ の他

情報の資源化や流通 に診て、著作権や標準化が一層大 きな問題 となっていることは既 に述べた

が、 これ は技術的課題 のみならず、法体系の整備や業務的、ないし社会的な新 しい慣習 の確立 に

も大 き く影響 され る。

ネ ッ トワークの活用 が情報利用面で重要であることはよ く理解 されているが、専門家間の交流

のみでな く、一般利用者 間の交流 と研修が必要である。

3.提 言 まとめ

(1)情 報提供 力強化のための情報資源化機構

国力 に相応 しい情報 を発信、提供 で きる情報資源の整備 は国際的義務 で もあ。 そもそ も情報資

源の整備 は、科学技術水準の維持発展力の強化で もあることは改めて述べるまで もない。 そのた

め情報 の収集、評価、入力、付加価値加工、管理、流通、利用、お よび知的所有権処理、標準化

立案な どを、均衡の とれた形で進 めるための機構が必要である。

(2)情 報の高度利用のための利 用ツールの提供

要求 される高度情報 を大量に整備 するとともに、 それらを最大 限に活用で きるマルチメデ ィア
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型情報 の流通 と、従来型 の情報処理(デ ータベース、人工頭脳 など)の みな らず、 それ らを超 え

た学習、類推 な ど新 しい機能 を有す る問題解決可能 な次世代型利用ツールの開発 と提供 も重要で

ある。

(3)先 進国 との国際協 力のための調査

情報 の膨大 さ、専門性、多重利用性 を考 えると、先進国 も情報の流通、利用のためにそれ ぞれ

が得意 とする分野 を中心 に協調 して分業す る事 が肝要である。 この点 に関 して今 回は主たる調査

対象 となっていないので別 に調査検討が必要である。

(4)発 展途上国に歓迎 される国際協 力

地域毎 に非常 に状況の異 なる開発途上国 に対 して、一律的、一方的 に情報資源や機 材 を提供 す

るだけでな く、将来 は対等の立場 にな りうるような協力の視点が必要である。現時点で も一方的

でな く開発途上国に も各種の専門家が いるのであるか ら、で きるだけ互恵性 を指 向す ることが望

ましい。

(5)国 際協 力のための専門家養成

長期的には教育制度に も関係す るが、 当面は専門家 の養成 と一般利用者訓練 に重点 をお く必要

がある。 この場合 にも技術的観点か らだ けでな く、利用水準、 インフラス トラクチャの整備、標

準化、機材 も含 めた長期的視野 も必要で ある。

(6)国 際協力のための普及活動

生産活動、社会的生活に深 く係わ っている情報 は、量 とともに、質的な変換 も必要である。 そ

のためには画一的広域的な もののみでな く分野別高度利用 システムの提供、普及や地域別情報活

動支援のため情報資源、利用のための情報機材、人工衛星利用の通信網の整備 な ど先行投資的な

方向 とともに小規模で も直接利用者の訓練 も並行 して行い、効果 が目に見 える形で進 め られ るべ

きである。
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第II章 経済発展 と情報の

インフラス トラクチャ

1.マ ク ロ 的 分 析

2.金 融 市 場 と発 展 途 上 国

3.発 展途 上国 との協調 関係
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1.マ ク ロ 的 分 析

1-1グ ローバ リゼ ーシ ョン と情報発展段 階論

経済発展論の代表的 な ものの一つがW.W.ロ ス トウの5段 階論。学業 の通知簿の ように、発展

段階の低 い ものか ら高 い ものへ、「1」か ら 「5」 までに分ける。伝統 的社会、離陸のための先行

条件期、離陸、成熟期、高度大衆消費 時代の順で発展段階が上が ってい く。

この経済成長の発展段階 に対応 して、情報について も 「情報発 展段 階論」 といった ものが考 え

られ るのではないか、 とい うのが ここでの仮説である。

1990年7月 の国際協力委員会第1回 会合以来、 ソ連 ・東欧、 アジア、 中 ・南米の順で国別の経

済発展 と情報 インフラの関係 を分析 して きた。国によっては情報イ ンフラの十分な情報がない国

もかな りあった。 国ごとの データを横断的にとらえて分析するクロスセクシ ョン分析が可能 な指

標 として 「1人 当た りGNP」 、「人 口100人 当た り電話加入数」、「メイ ンフレーム ・コンピュータ

設置台数」、「ソフ トウェア企業数」 に着 目することにした。分析上、人 口1人 当た りに換算 した

方が よい場合が出て くるので、「人 口」のデータも分析 に加 えた。 また、各国のフ ァンダメンタル

ズ(経 済の基礎的条件)を 表す指標 として、1人 当た りGNPよ り広い概念である 「カン トリー リ

スク ・インデ ックス」 に も着 目してみた。

仮 に情報発展段階論 と対立する考 え方が ある とすれば、「情報 のグローバ リゼーション仮説」で

あろ う。金融マーケッ トの急成長 とともに、経済活動は国境 を超 えた(ボ ーダー レス)次 元 に入

って きている といわれる。 これにつれ経済取引の基 になる情報 もまた国境の ワクを超 えた もの に

なってきている、 との考 え方である。 とすれば、情報化 は各 国の経済発展 とはある程度独立 に進

んでいることにな り、各国の ファンダメ ンタルズに対応 させ ようとす る分析は不成功 に終 わって

しまうこ とになる。果 た してそ うだ ろうか一 。

1-2フ ァンダメンタルズ と電話加入数

情報化の基礎になっているのは通信である。 日本経済の情報化 を振 り返 ってみて も、戦後の電

話機 の普及が 出発点になってい る。 その上で コンピュータ リゼー シ ョンが起 こり、今 日の ソフ ト

もし くはデータベースの時代 を迎 えてい る。電話→ハー ド→ ソフ トとい うのが情報化の流れで あ

る。

まず 「人口100人 当た り電話加入数」 を 「1人 当た りGNP」 と 「カ ン トリー リスク ・インデ ッ

クス」 とで説明する最小二乗推定 を試みてみた。

カ ン トリー リスク ・イ ンデ ックスの データは日本公社債研究所が91年3月4日 の 『カン トリー

リス ク情報』 で発表 した91年1月 時点の数字 を採用 している。同 インデ ックスは① 内乱 ・暴動 ・

革命 の危険 ② 政権 の安定性 ③ 政策 の継続性 ④産業の成熟度 ⑤経済活動 のゆがみ ⑥財政政策
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の有効性 ⑦金融政策 の有効性 ⑧成長 のポテンシャル ⑨戦争の危機 ⑩ 国際的信頼度 ⑪ 国際収

支構造 ⑫対外支払い能力 ⑬ 外資政策 ⑭為替政策 一一の14の 要素 ご とに10段 階で評価、これ を総

合 した ものだ。

対象国は表1「 経済発 展 と情報イ ンフラの関係」 にある28カ 国。 ソ連 ・東欧、アジア、 中 ・南

米 と国際協力委員会で検討 を加 えた順 に並べてある。

推定結果は この後 に出て くる もの と合 わせ表2「 推定結果のサマ リー」にまとめてある。表2

の注 に説明があるように、関数 のタイプの 「A」は単純 な線型、「B」は自然対数線型で計 ってい

る。

結果 をみると、 自然対数でみた 「人 口100人 当た りの電話加入数」 と 「1人 当た りGNP」 の関

係式で0.75と いうかな り高 い決定係数が得 られてい る。電話加入数でみた情報化については、情

報発展段階論がある程度当てはまっている といえそうだ。

1-3コ ンピュー タ とフ ァンダ メンタルズ

次 に 「メインフレー ム設 置台数」 を 「1人 当た りGNP」 、「カ ン トリー リスク ・イ ンデ ック

ス」、「人口100人 当た り電話加入数」 で説明する方程式 を推定 してみ る。

対象国はブルガ リア、エクア ドル以外 の26カ 国だ。各国の コンピュータ台数 をその まま1人 当

た りGNPな どで説明 しようとす ると、まった く説明力のない式 になってしまう(③、④ 、⑤ 式参

照)。 だが、「人口1万 人当た りのメイ ンフレーム設置台数」に直 して推定す ると有意 な式が い く

つか浮かび上がって くる。単純線 型のカン トリー リスク ・イ ンデ ックスで0.20、 対数線型 の1人

当た りGNPで0.44、 対数線型の人 口100人 当た り電話加入数で0.64と い った決定係数 にな ってい

る。 ファンダメンタルズで直接回帰するよ り電話加入数 で回帰す る方が説明力が高い。電話が情

報化の基礎になっているこ とが読み とれる。

電話、ハー ドに続 く第3段 階の情報化 の進展具合 を 「ソフ トウェア企業数」 ととらえ、データ

の とれ る香港、アルゼ ンチ ンな ど13カ 国で分析 してみた。

メインフレーム ・コンピュータの場合 と同 じで、 その ままの形 ではフ ァンダメンタルズ との関

係 は出てこない(⑨ 式)。 ただ 「メインフレーム設置台数」との間では、単純線型で0.17、 対数線

型で0.54と かな り高い決定係数が得 られ る。 ソフ ト化の基礎 にハー ド面での コンピュータ リゼー

シ ョンの進展が重要な役割 を担 っている ことがわか る。

「人 口1万 人 当た りの ソフ トウェア企業数」でフ ァンダメンタル ズな どとの関係 をみる と、対

数線型 の1人 当た りGNPで0.93と 極 めて高い決定係数が表れている。単純線型のカ ン トリー リ

スク・インデ ックスで も0.34と まず まずの説明力が得 られている。人 口100人 当た りの電話加 入数

では単純線型、対数線型 ともに0.9近 い高い決定係数になる。

以上は1っ の独立変数 による単純回帰で情報化の説明要因を探 った ものだ。推定結果 を並べて

み ると、経済発展 と情報化 の各段階 との間には密接な関係のある ことがわか った。 これ までの分

析 をつなぎ合わせ ると次 のよ うな仮説 に到達する。
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「情 報 化 の第3段 階 で あ る ソ フ ト化 時代 は、 経済 の基 礎、 通信 、ハ ー ドの コ ン ピュー タ リゼー

シ ョンの"土 台"が あ って は じめて進 展 す る」

具体 的 に は ① カ ン トリー リス ク ・イ ンデ ック ス も し くは1人 当 た りGNP② 人 口100人 当た り

電 話 加 入数 ③ 人 口1万 人 当 た りメ イ ン フ レー ム設置 台数一 の3つ の要因 か ら「人 口1万 人 当た

りの ソフ トウ ェア企 業数 」を説 明 す る方 程式 をは じい た。 フ ァンダ メ ンタル ズ を1人 当 た りGNP

で計 った場合 は0.97(⑯ 式)、 カ ン トリー リス ク・イ ンデ ックス の場合 も0.97(⑰ 式)と 、高 い

説 明 力が 得 られ て い る。

表1経 済発展と情報インフラの関係

指標 カン トリー リスク 1人 当 た り 人口100人 当 た り メ イ ン フ レ ー ム ソ フ ト ウ ェ ア 人 口

国名 イ ン デ ッ ク ス GNP 電 話 加 入 数 設 置 台 数 企 業 数 (万 人)

ブ ル ガ リ ア 2.9 6,460(85) 19.0
一 一 897(87)

チ ェ コ ス ロ バ キ ア 5.3 10,130(88) 13.0 2,384(84) 一 1,564(89)

東 ド イ ツ 7.4 12,500(88) 10.2 1,300(82) 一 1,667(88)

ハ ン ガ リ ー 5.0 2,460(88) 7.7 3,679(86) 一 1,058(89)

ポ ー ラ ン ド 3.4 7,280(88) 7.4 2,648(83) 一 3,785(89)

ル ー マ ニ ア 3.0 6,570(88) 11.9 300(82) 一 2,305(88)

ソ 連 4.6 8,850(88) 10.0 10,000() 一 28,368(88)

ユー ゴ ス ラ ビア 3.4 2,680(88) 11.7 1,350(80) 一 2,369(89)

中 国 6.1 340(88) 0.7 7,479(86) 一 108,857(87)

香 港 8.4 8,230(87) 36.0 2,535(86) 186(86) 568(88)

イ ン ド 5.0 340(88) 0.5 2,971(85) 148(87) 79,700(88)

イ ン ドネ シア 6.6 440(88) 0.4 963(84) 62(86) 17,018(87)

韓 国 7.9 3,550(88) 20.9 2,009(87) 463(87) 4,197(88)

マ レ ー シ ア 8.0 1,940(88) 6.8 550(87) 30() 1.697(88)

フ ィ リ ピ ン 3.9 630(88) 0.9 948(86) 50(89) 5,872(88)

シ ンガポーノレ 9.9 7,970(87) 34.0 2,253(87) 115(87) 265(88)

台 湾 9.1 4,320(87) 26.2 6,367(88) 一 1,988(88)

タ イ 8.3 1,000(88) 1.7 1,110(86) 30(87) 5,454(88)

アルゼンチン 3.3 2,520(88) 9.6 9,795(85) 200(85) 3,193(89)

ブ ラ ジ ル 5.0 2,160(88) 5.7 7,077(87) 600(86) 14,740(89)

チ リ 5.7 1,510(88) 4.6 318(87) 25() 1,300(89)

コ ロ ン ビ ア 5.0 1,240(88) 6.6 1,382(87) 一 3,024(88)

エ ク ア ド ル 3.3 1,110(88) 4.4 一 一 1,049(89)

メ キ シ コ 5.0 1,770(88) 5.0 6,350(87) 100(88) 8,427(89)

パ ナ マ 3.3 2,130(88) 8.6 156() 一 237(89)

ペ ル ー 2.3 1,300(88) 2.3 1,250() 一 2,179(89)

ウ ル グ ア イ 3.7 2,510(88) 10.6 200() 一 308(89)

ベ ネ ズ エ ラ 4.3 3,250(88) 7.7 1,081(84) 107() 1,925(89)

(注)()内 の 数字 は、各 数値 の採 用年 次 を示 す。例:88は1988年 を 示す。

カ ン トリー リス ク ・イ ンデ ックス は 日本 公社債研究所発表 の1991年1月 時 点の値。
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表2推 定結果のサマ リー

関数の

タイプ

コンスタ

ン ト項

1人 当たり

GNP

カン トリーリスク

イ ン デ ック ス

人口100人 当た り

電話加入数

メイ ンフ レー ム

設置台数

同・人口1万人

当 た り

決定係数
ダーピンワトソン比

1.人 口100人 当たり

電話加入数

A 4.03 0.00163

(3.68)

0,317

1.97

B 一6
.14 1.02

(9.06)

0,750

2.06

2.同
A 一1

.34 2.16

(2.86)

0,210

2.41

3.メ イ ンフレー ム

設置台 数

A 2741 0.0530

(0.30)

一 〇
.038

2.24

B 6.90 0.0688

(0.30)

一 〇
。038

2.32

4.同
B 6.40 0,633

(1.05)

0,004

2.46

5.同
B 7.39 0.0226

(0.12)

一 〇.041

2.31

6.人 口1万 人 当た

りの メ イ ン フ レ

ーム設置台数

A 0,469 0.000208

(1.96)

0,102

1.83

B 一7
.49 0,883

(4.50)

0,435

1.65

7.同
A 一1

.14 0,434

(2.68)

0,198

2.17

B 一1
.64 0,627

(0.90)

一 〇
.008

2.10

8.同
A 一 〇.318 0,156

(6.09)

0,591

2.05

B 一2
.20 0,890

(6.70)

0,637

1.61

9.ソ フ トウェア

企 業数

A 132 0.0112

(0.56)

一 〇
.061

2.31

B 1.81 0,375

(1.32)

0,058

2.45

10.同
A 77.8 0.0291

(1.86)

0,170

2.53

B 一1 .02 0,750

(3.89)

0,540

2.22

11.人 口1万 人 当た り

の ソフ トウェア企

業 数

A 一 〇.0534 0.0000508

(11.6)

0,917

1.29

B 一15
.9 1.63

(12.8)

0,931

2.28
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関数の

タイプ

コ ンス タ

ン ト項

1人当たり

GNP

カ ン トリー リスク

イ ンデ ックス

人口100人 当た り

電話加入数

メ イ ンフ レー ム

設置台数

同・人口1万人

当 た り

決定係数
ダーピンワトソン比

12.人 口1万 人 当た り

の ソフ トウ ェア企

業数

A 一 〇.174 0.0415

(2.66)

0,336

2.38

B 一6
.35 1.52

(1.09)

0,015

2.52

13.同
A 一 〇

.0251 0.0107

(10.3)

0,897

1.68

B 一5
.29 1.07

(9.97)

0,891

2.34

14.同
A 一 〇.0468 0.0000371

(1.73)

0.00297

(0.654)

0,913

1.42

15.同
A 一 〇.0424 0.00335

(0.410)

0.OlO3

(7.46)

0,889

1.66

16.同
A 一 〇.0252 0.0000112

(0.77)

0.00423

(1.51)

0.0241

(4.20)

0,967

2.02

17.同
A 一 〇.0445 0.00510

(1.20)

0.00561

(4.91)

0.0265

(529)

0,970

2.12

B 一4
.69 0.0727

(0.14)

0,753

(2.92)

0,325

(1.43)

0,892

2.40

(注)関 数 のタイ プの うち 「A」 は単純 な線 型(y・f(x))、 「B」は自然対 数線型(logy・logf(x))。 「1人 当た り

GNP」 は ドル表示、 「カ ン トリー リスク ・イ ンデ ックス」 は10段 階 評価。 「決 定係数 」 は自由度修正 済み。

各変数 の()内 はt値
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2.金 融市場 と発展途上国

金融市場の発展 と、情報発信のためのインフラス トラクチ ャ、データベースの整備 とは表裏一

体の関係にあ る。 これ までの経験則か ら、金融市場がある段階 まで発展 して くる と情報発信 のた

めのインフラス トラクチ ャが必要 とな り、逆 にイ ンフラス トラクチ ャが整備 されてい くことに よ

り、金融市場は より一層繁 栄する と言 える。

こうした観点か ら、本項 では、アジア各国を中心 とした発展途上国の状況 を、金融市場の発 展、

特 に証券取引所の整備、 システム化 とい う側面か ら国別に とらえ、その全体像 を概 観する ことと

する。

発 展途上国の金融市場 は、大 きく三 つのパター ンに分類 される。既にかな り整備 された市場 を

持 ち、一層の自由化、商 品の多様化で先進国市場の一角に入 ろうとしているグループ。香港 とシ

ンガポールが該当する。

次に、昔か らの ロー カル ・マーケ ッ トを世界 を相手 にした市場 に変貌 させ ようと市場開放、市

場整備、取引所取引シス テム化政策を推 し進めているグルー プ。韓国、台湾 を トップに、 マレー

シア、タイ、 フィ リピン、 イン ドネ シア、 インドが続 く。

更に、初 めて取引所 を開設 し、 あるいは長い間閉鎖 していた取引所 を再開 し、金融市場 を育 て

ようとしている中国、 そして ソ連、東欧などのグループが ある。

いずれのグループ も程度 の差 こそあれ、世界 を対象に金融市場 を整備 し、育成 してい くことに

より、資金調達の場 を確保 す るとともに、関連産業 を育成 してい こうとしている。

また、第1、 第2グ ルー プの各国では取引所取引の システム化、取引所情報の リアルタイム ・

データ化 を既 に完成 してい るところが多 く、遅れている国で も早急 に完成 し、先行国 に追 い付 く

よう準備 を進めている。第3グ ループは経験が なかった り、乏 しかった りするだけに、先進国の

取引所 のや り方 をあ らゆ る面で模倣 しようとしている。早晩、取引のシステム化 ない し取引情 報

の リアル タイム ・データ化 に向か うもの と考え られる。

回線系の問題 は別項 に譲 るが、少 な くとも発展途上国の情報源のイ ンフラス トラクチ ュアの整

備 は、 こうした ことか ら急速 に進展 して きていると言 えよう。

2-1香 港

香港証券取引所 は、90年 末現在で299銘 柄の株式 と、債券、投資 ファン ドな どを上場 している。

86年 に既存の4取 引所 を統合 する とともに、取引のコンピュータ化 を実施 し、情報出力のツール

を確立 した。

最近 では、中国の企業 やベ ンチャー企業の上場のための受皿 として、上場基準の比較的緩やか

な第2部 市場の開設 を検 討 している。 また、 コンピュータによる株式取引の集中決裁制度 の導入

に も取 り組 んでいる。
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金融 ・商品先物 は、香港先物取引所(HKFE)に 、香港の株価指数であ るハ ンセ ン指数や香港

ドル金利(HIBOR)3カ 月物、 それ に金、大豆、砂糖 の5種 類の先物が上場 されている。更 に、

HKFEで はハ ンセ ン指数のオプション取引の上場 を検討中で、先物だ けでな く、オプシ ョン取引

も守備範囲に入れ ようとしてい る。

2-2シ ンガポ ール

シンガポール証券取引所(SES)は 、株式市場育成のため、 これ まで様々な試 みを行 なって来

た。86年 には店頭株市場(SESDAQ)を 創設 し、89年 には取 引所取 引の コンピュー タによる自動

化(シ ステム名CLOB)を 実施 した。

90年 か ら、マレーシア政府の勧告 によ りクアラル ンプール証券取引所上場 のマレー シア株が シ

ンガポール証券取引所 に重複上場 する ことは禁止 された。この結果、89年末 に333銘 柄 あったSES

上場株式 は、90年1月 末 には153銘 柄 に激減 した ものの、国営企業 の民営化 な どによる新規上場

で、同年9月 末 には165銘 柄 まで回復 した。

このマレー シア株の上場廃止 に伴 う同株流通市場 の国外流出を防止 するために、90年 に外 国株

式店頭市場(CLOBイ ンターナシ ョナル)が 創設 された。

この外国株式店頭市場では、90年9月 末現在で、マレー シア株136銘 柄、香港株6銘 柄、フィリ

ピン株1銘 柄が売買 されてお り、多国籍企業のアジア本社株 を含 めたアジア ・オセアニア株 の取

引セ ンターの構築 を目指 している。更 に、90年 には振替決済 システム を導入す るな ど、株式市場

の整備 は急速 に進展 している。

一方、金融 ・商品先物市場で も、 シンガポール国際金融先物取引所(SIMEX)が 活発 に動 いて

いる。同取引所 は84年 に開設され、米国の シカゴ・マーカンタイル取引所(CME)と 提携 し、上

場商品の一部 を相互決済できるように した り、英国の国際石油取引所(IPE)と 提携関係 を結 ぶな

ど国際化 を進めてきた。

この間、SIMEXの 上場商品は次々 と増 え、ユーロ ドル金利、日経平均、ユー ロ円金利、 ドル・

円通貨、金、 ドバイ原油など先物だけで10品 目になった。更 に、 オプションとしてユーロ円金利、

ドル ・マルク通貨な ど4品 目を上場 し、先物、オプションを合計 する と14品 目を上場 した。

2-3韓 国

韓 国の証券市場 は、92年 の対外開放 に向 けて準備 を進 めている。 これ まで禁止 していた外国投

資家の韓国証券投資 を段階的 に認 めてい こうとしている。

株式市場では87年 に株式店頭市場 を創設 し、登録企業数 は89年 末現在で47社 を数 える。88年 に

は韓国証券取引所の民営化 とともに、取引の コンピュータ化 を開始 し、最近では上場銘柄 の約半

分が システム売買 に移行 している。上場企業数 は国営企業の民営化等で増加 し、89年 末で626社

と、 アジアで は東京市場の次に上場銘柄 の多い取引所 となっている。

特筆 すべ き点は、証券情報サー ビスがかな り発達 している事 だ。韓国証券取引所系の韓国証券

一12一



電算(KOSCOM)が 約一万台の端末 を証券会社、企業等 に設置 してお り、韓国経済 日報(KETEL)

も個人投 資家 中心 に約三千のユーザー を持 っているとい う。

金融 ・商品 の先物取引所は まだないが、証券取引所で先物取引の導入 を検討 しているようだ。

銅、金、農産物な どを上場する商品先物取 引所を92年 以降 に設立す るとい う構想 もある。

2-4台 湾

韓 国以上 に、急速 に金融市場 の自由化 を進 めている。85年 には上場株式の取引の コンピュータ

化 を開始 し、90年 には全銘柄が システム売買 となった。上場企業数 は89年 末で181。 証券取引所の

時価総額、売買高では日本 を除 くアジアでは トップの地位 を占めている。

89年 に実質的に開設 された店頭株市場 には、90年 末で4社 が登録 されている。外国投資家の直

接投資 を受 け入れる対外開放 を91年 か ら原則 的に実施 し始 めている。短期金融市場で も、89年 に

ドル ・コール市場、90年 にはマルク ・コール市場、円 コール市場 を創設 するな ど、証券市場以外

の分野で も金融市場の整備が急速 に進展 している。

2-5マ レー シ ア

クアラル ンプール証券取引所(KLSE)は 、88年 に第2部 市場 を創設 し、89年 には取引所取引 を

コンピュータ化 した。振替決済 システム も91年 中に導入する方針。KLSE上 場企業数は、シ ンガ

ポール証券取引所 との重複上場 を90年 に禁止 したことでシンガポール株 が上場廃止 となったため、

89年 末の305社 から90年 初 には256社 に減 った ものの、新規上場 ラ ッシュによ り90年末 には284社 ま

で回復 した。

先物取 引では、天然 ゴムな どを上場 しているクアラルンプール商品取 引所(KLCE)が 、金融先

物の上場 を計画 している一方、91年 中にKLCEと は別に金融先物 ・オプション取引所 を開設 する

動 きもあ る。

また、 ラブアン島をタ ックス ・ヘイブン(租 税回避地)と し、オフシ ョア市場 を90年 に開設、

自由金利市場 を育成 しよ うとしている。隣国 シンガポールの金融市場 に追 い付 こうと必死 に努力

している ところである。

2-6タ イ

タイ証券取引所(SET)の 上場企業数は90年10月 で204社 。売買高の急増 に対応 し、現在手作業

で行 なわれている取引 を、91年 中にシステム化する計画である。

87年 には、上場基準 を緩和 したオー ソライズ ド証券の取引 を開始す るとともに、非居住者のた

めの株式売買市場 を開設 した。88年 には株式預託機関を設立 し、振替決済制度の段 階的導入 を図

ってい る。
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2-7フ ィ リ ピ ン

マニ ラ市内にマニ ラとマカチの二 つの取引所があ り、同一銘柄 を別々 に売買 しているた め、両

取引所統合計画が進んでい る。取引の コンピュータ化 について も検討 中である。マニラ証券取 引

所の上場企業数は89年 末で144社 。国営企業の民営化政策 を推進 して いる。

2-8イ ン ドネ シア

87年 には外国人 の証券取引所 での株式売買 を認 めた。89年 には、株式店頭市場 を創設 し、同年

末で6社 が登録 された。 ジャカル タ証券取引所(BEJ)の 他 に、89年 にスラバや証券取引所が初 の

民間取引所 として開設 された。

上場 ブームでBEJの 上場企業数 は88年 末の24社 か ら90年6月 末 には96社 と1年 半 で4倍 にな

った。上場企業 は更 に増加 してお り、200社 になるの も時間の問題 とい う見方 も一部 にはある。こ

こも、取引のシステム化 を検討 中で、上場銘柄 の増加 とともに実現の可能性が増大 して きている。

2-9イ ン ド

カルカッタなど各地に証券取引所が点在 してお り、手作業の取引 を行 なっている。取 引所統合

構想や、取引のシステム化構想 もあるよ うだが、詳細 は不明。上場企業数 も定かではない。

2-10中 国

'86年 に落陽
、上海な どに誕生 した株式 ・債券店頭市場 は、88年 には54都 市 に拡大 し、90年 には

米国の店頭株式気配交換 システム(NASDAQ)を モデル にした、証 券取引 自動相場報道 システム

(STAQ)が 稼働 し、国債の店頭取引 に利用 されるようにな った。7都 市の証券会社20社 が取引

に参加 し、91年 中には9都 市30社 に拡大する予定である。

90年 末には41年 ぶ りに上海証券取引所が取引を再開 し、国債、社債、株式な ど30銘 柄が売買 さ

れている。91年 には深ナ川いにも証券取引所 を開設す る計画があるようだ。ただ、取引所 のシステ

ム化の計画は、いまの ところ未定の状態である。

2-11ソ 連 、 東 欧

ソ連 では、 ロシア共和国主導のモスクワ国際証券取引所構想 と連邦主体のモ クスワ中央証券取

引所構想 の2つ が浮上 してい る。国際証券取引所の準備の方が先行 してお り、91年 中 には取引 を

開始す る計画である。 当初 は共和国債 を上場 し、徐々に株式上場 を進めてい く方針。

一方、東欧では、ハ ンガ リーが90年6月 にブタペス ト証券取引所 を開設 した。ブルガ リア、 ポ

ーラ ンドで も証券取引所創設 を検討 している
。
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3.発 展途上国 との協調関係

貿易、産業振興への協力の一環 として、 ジェ トロが発展途上国 との間で行 っている我が国 との

協調関係 を示す事例 として次の ものが挙 げられ ます。

(1)貿 易 統 計 テ ー プ の 相 互 交 換(対 香 港 、 タ イ)

我が国は現在 、香港、タイ との間で貿易統計(輸 出 ・入)磁 気 テープの相互交換 を行 っている。

交換頻度 は各四半期毎の年4回 。

(2)デ ー タベ ー ス の 提 供(対 韓 国 、 バ ン コ ッ ク 、 メ キ シ コ)

我が国の輸入促進 を目的 として開発 したデータベース"日 本で開催 され る見本市"、"日 本 の輸

入業者 リス ト"を 現地 ジェ トロ事務所 を通 じて当該国内の関係者へ広 く提供 してい る。韓国ほか

2カ 国は対 日輸 出促進 に余念がな く、 これ らデータベースは個人か ら企業 レベルに至 る まで幅広

く利用 されている。今後順 次提供 データベースお よび提供先(国)を 増や してい く計画 である。

(3)技 術 指 導

我が国か ら技術専門家 を派遣 し、現地 にて工場訪問、セ ミナー、 ワークシ ョップを実施 し技術

の実地指導に当たっている。 こうした実地指導 は、発展途上国にお ける中小企業の振興 ・育成 を

目的 として行われてお り、各国の工業技術の レベルアップに寄与 している。因に、本年度の実績

例 は次の とお りである。

派遣者数 派遣先 業 種

実地指導 28名
イ ン ドネ シア、マ レー シア、中国

パ キ スタ ン、 タイ、 フ ィリピン

電気機器、金属加工

メッキ、自転車部品、ゴム加工

セ ミナー 35名

イ ン ドネ シア、イ ンド、中国

フ ィ リピ ン、マ レーシア、 チ ェコ

ブル ガ リア、 トル コ、 ペルー

品質管理、電気計測

縫製 ・プリン ト、メッキ

ワー クシ ョップ 15名
タ イ、 フ ィ リピン、パ キス タン

中国
木製家具、金属加工、鋳造技術
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(4)人 の受入れ

発展途上国の政府、貿易振興機関の実務者 を調査員 として受入れ(2カ 月間) 、商品別 に日本市

場の調査や、対 日輸出の在 り方についての研究 に協力する。各国 においては、財政上の問題 もあ

り我 が国の こうした調査員受入れ制度 は大歓迎 され るところであ り、研究効果 も上が ってい る。

本年度の受入れ実績例 は次の とお りである。

受入人数 派 遣 国

10名 トル コ、 イ ラン、 エ ジプ ト、チ ュニ ジア、ザ イール、 ジンバ ブエ

韓国、 シンガ ポール、 ブラ ジル、 中国

(5)情 報協力

日本の制度、商品、貿易動向な どの情報 を取 りまとめ、発展途上 国政府、貿易振興機関、在 日

大使館な どに提供。 これ らの情報協力は発展途上国の輸出振興 に寄与す ることを目的 としている。

具体的な提供情報の内容 は次 の通 り。

●日本 国内にお ける商品別市場動 向

● 〃 需要動 向

● 〃 輸入動 向

● 〃 流通事情

● 〃 輸入規則

●日本市場へのアクセス方法

●最近の売れ筋商品の紹介

(6)展 示回の開催

東京 の展示場 および地方都市 において発展途上国の展示会 を実施 し、同諸 国の対 日輸出促進 に

貢献 している。年間数回の開催 を計画 しているが、現在十数 力国が ウエイテ ィングの状況 にあ り、

こうした展示会への参加希望 は極 めて強い。

昨年度 に実施 された展示会 は次 の とお り。

東京開催分:ト ル コ展、中国展、チ ュニ ジア展、エ ジプ ト展、イラン展

地方都市分:ト ル コ展(仙 台)
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第III章 情報機器の整備状況

1.ソ 連

2.東 欧 諸 国

3.ア ジ ア



、

介



1.ソ 連

ソ連 ・東欧諸国の情報機器 すなわ ちコンピュー タについて述べ る場合、1970年 か ら始 まった

COMECOM(コ メコン)の 新型 コンピュータ開発計画(RIAD計 画)に 言及 しない訳 にはいかな

いが、本計画の概要 については、JETRO技 術情報一300号 一 に詳細 に報 告 されてい るので、ここ

では省略す る。

(1)コ ンピュー タの設置状況

ソ連 の コ ン ピ ュー タ市 場 は、1980年 か ら'85年 まで は、年 間平均12%の 成 長 を遂 げ て きたが 、経

済、 貿 易 の悪 化 、 外貨 不 足 等か ら、 その後 は成 長率 が落 ちて い る もの と思 われ る。

設 置 台数 に つ いて は、 公表 され た数 字 はな いが、1989年 末 推定 で、 汎用 お よび ミニ コ ン ピュー

タが10,000台 、PCが300,000万 台(う ち、20万 台 は学校教 育 用)と 推 定 され る。 また、設 置 台数

の70%程 度 は、 国産 コ ン ピュー タで残 りが コメ コ ン諸 国、西 側諸 国か らの輸 入機 と推 定 され る。

西 側 メー カ の コ ン ピュー タ につ いて は、COCOM規 制、外 貨不 足 等 の 問題 か らそ れ ほ ど多 きい

シ ェア はな い と思 わ れ るが、IBM、CDC、UNISYS、ICL、Siemens等 の コ ン ピ ュー タが 多 い。

シ ェア につ い て は、1985年 の時点 で全体 の市 場規 模1兆8,600億 円 の うち、0.9%と な ってい る。

(2)コ ンピュー タの生産 ・輸 出入状況

ソ連 の コ ン ピュー タ生産 額 は、1980年 に は、東 欧 全体 の生産 額(1兆3,700億 円)の71%を 占 め

て いた が、 ブル ガ リア、 旧東独 の追 い上 げ に よ り、'85年(2兆1,200億 円)に は、66%と 減 少 し

た。

ソ連 は、 第12次5カ 年計 画('86～'90)で は、 この 間 にコ ン ピュー タ生産 を2.4倍 にす るほ か、

PCを100万 台 生 産 す る予 定 とい われ て いた が、 その結果 は分 か って いな い。

【参 考 】

表1ソ 連 に お けるパ ソコ ン生産 台 数 の内 訳

機 種 名 台数 主要 メー カ 備 考
ISKRA-1030 1万3000 MINPRIBOR cpu:K1810VM86,0S:alpha-DOS他

ELECTRONIKA-85 8000 MEP cpu:K1811,0S:PROS

ES-1840/41 3000 MINRADIOPROM cpu:K1810VM86,0S:MIKROS-86

(alpha-DOS)
NEIRON-19.66 3000 MINPROMSVYAZ cpu:K1810VM86,0SNEIRON-

DOS1,2

(CP/M-86)
DVKs 2000 MEP cpu:K1801VM1,2,0SlDVK

(DECRT-11)
合計 2万9000

その他教育用他 4万5000 MINRADIOPROM

他

AGAT(6502,AppleII)等

総計 7.4万
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○生産台数('85)中 央 処理装置2,500台 生 産制 御用 マ イク ロプロセ ッサ200個 パ ソ コン 数 千台

('90見 込)〃10,700台 〃2,000個 パ ソ コン数十 万台

なお、 ソ連 の コ ン ピ ュー タ輸 出入動 向 は、 つ ぎの とお りで あ る。

○ 輸出('85):東 欧 諸 国へ

西欧 諸国へ

○輸入'82

東 欧 か ら186.6

西 欧 か ら30.5

その 他か ら34.9

合 計252.0

124.4(単 位:百 万 ル ー ブ ル)

21.5

'83'84'85(単 位:百 万 ル ー ブ ル)

19.938.613.4

27.124.121.5

40.350.154.9

87.3115.889.8

(3)そ の 他

現在 、欧米 の コ ン ピュー タな らびに関連 機 器 メ ー カ は、 東 欧諸 国 、 と りわ け ソ連 の コ ン ピ ュー

タ市場 の潜在 成 長 力 に 目 をつ け、 種 々の ア プ ロー チ を開始 してい る。 最 近 の主 要事 項 を挙 げれ ば、

つ ぎの とお りで あ る。

●IBMは 、 ソ連 の学 校用 にPCを13,000台 出荷 した。

●米 国 のパ ソ コン ・ソフ トメー カで あ るSoftwareProductsIntemational社 は、 ソ連 科 学 ア

カデ ミー との合 弁会 社Intersoft社 を通 じて ソフ ト(オ ー プ ンア ク セ ス ・ソ フ ト)を 輸 出 し

た。(数 カ月 で1,000件 を受 注)

●ソ連 の外 国貿 易機 関(Elektronorg-tekhnika)と シ ンガ ポール の国 営貿 易会 社(Intraco社)

は、会 弁会 社Intelorg社 を設立 、 ソ連 市 場 への コ ン ピ ュー タ販売 を計 画 。

●米 国CDC社 が ソ連 科学 アカ デ ミー と技 術 協 力 協 定 を締 結 し、CDC4000シ リー ズ シス テ ム で、

原子力 平和 利 用 、石 油探 査 、発 電/送 電制 御 分 野 への協 力活 動 を行 う予定 。

●旧西独 ジー メ ンス社 は、 ソ連 との30万 台 のPC納 入契 約 を締 結(現 在 未納)

●ソ連 は、IBM互 換機 の路 線 を とる こ と とし、 その 互換 機 はIBMOS/2ベ ー スのPS/2シ ス テ

ムにな る と予 想 され る。

●ソ連 は、1989年 後 半 に、IBM互 換 機PCを 生産 。
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2.東 欧 諸 国

2-1ハ ン ガ リー

(1)コ ン ピ ュー タの設 置 状 況

ハ ンガ リー の コ ン ピ ュー タ市場 は、1985年 に187億 円 とな ってお り、それ ほ ど大 き くは ない。設

置台 数 につ い て は、'88年 現在 約65,000台 程度 とい われ て い る。この うち、汎用機 は2,000台 程 度 で

あ る。

使 用 コ ン ピ ュー タの 多 くは、IBM、DECお よび それ らの ク ロー ン・マ シ ンで あ る。 現在 、汎 用

大型 で はIBM-4381、 ミニ コ ンで はDECのVAXIIで ある。

ハ ンガ リー に お いて は、 学校教 育 、技 術者 教 育 に コ ンピュー タ を多 く利 用 して お り、 この分 野

の設 置 台 数 は、1988年 末 でつ ぎの とお りであ る。

小 学校 一 半 数 の学 校 で コン ピュー タ使 用

中学校 一10,000台

高 校 一5,000

専 門学 校 一30,000

大 学 一4,000

【参 考 】

コンピュータの設置台数
'80'85'86

大 型3819

中 型194249260

小 型(ミ ニコンを含む)7752,9523,400

パソコン30016,58721,321

合 計1,27219,79625,000

(2)コ ン ピ ュー タの生 産 ・輸 出入 状 況

ハ ンガ リーの コ ン ピ ュー タ生産 は、1969年 か ら始 ま り、 これ まで 主 に、 マ イ ク ロ、小 型 お よび

メガ ミニ コ ン、 ソ フ トを中心 に生産 して きて い る。

ちな み に、1988年 の コン ピュー タ生 産額 は150億 フ ォ リン ト(US$220M)で 、 電 子 工業 全生 産

額 の18%を 占 めて い る。

1986年 か らは、IBM互 換PCも 生 産 を開始 し、'88年 には20,000台 を生産 した。 また、1988年 か

らは、ハ ンガ リー企 業7社 が イ ンテル80386に よる32Bマ シン も生 産 を開 始 した。 この他 に は、 ビ

デオ ター ミナ ル、FDD、UNIX-WS等 も生産 して い る。

一19一



コ ンピ ュ ー タ 関 連 サ ー ビス(ソ フ トウ ェ ア も含 む)の 生 産 額 は、'88年 に200億 フ ォ リン ト

(US$290M)に 達 し、1,600社 が あ る。 技術 者数 も30,000人 とな ってい る。

コ ンピュー タ の輸 出入 につ いて は、輸 出 の ほ とん どが コ メ コ ン諸 国 向 け('85年 で 約183億 円) 、

輸 入 は、汎用 機 で は、IBM、DEc、oLIv、Philipsが 多 く、Pcは 、 台湾 、 香港 、 シ ンガ ポー ル、

中国等 か らの ものが 大部 分 で あ る。

(3)そ の 他

●ハ ンガ リー の情 報産 業 全体 で の就業 人 員 は、 約31 ,000人 、 コ ン ピュー タ関連 メー カ の就 業人

員 は、 約15,000人 。

●ハ ンガ リー の情 報処 理 学会(IFIPに 加 盟 －JohnVonNeumannSocity)の 会 員 数 は、 個人

6,000人 、 法 人300社 。

●HangarianAcademyofScience-Computer&AutomationInstituteに お いて は、 つ ぎの

項 目につ いて研 究 開発 を実施 中で あ る。

※ 基 礎 的研 究 開発 分 野

デ シ ジ ョン ・サ ポー ト ・シス テ ム、 マ ン/マ シー ン、 イ ンタ ラ ク シ ョン、LAN/WAN、

エキ スパ ー ト ・シス テム、 グ ラ フ ィ ック等

※ 応 用 研 究 分野

CAD/CAM、CIM、OA、 プ ロセ ス ・コ ン トロ ール、 ロボ ッ ト等

●TechnicalUniversityofBudapestに お い て は、 つ ぎの項 目 につい て研 究 中 で あ る。

ネ ッ トワー ク ・シ ミュレー シ ョン、 メ トロポ リタ ン ・ネ ッ トワー ク、 ス ピーチ ・プ ロセ ッシ

ング ・シス テ ム、 コ ンピ ュー タ ・ネ ッ トワー ク、 フ レキ シブル ・マ ニ ュ フ ァクチ ャ リング ・

システム

●米 国DEC社 は、1990年 末 にハ ンガ リー最 大 の シス テム ・ハ ウ スSZAMALK社 とDEC製 品

販 売 のた め の合 弁会 社 を設 立 した。(DEC75%、SZAMALK25%)

●仏 国Bull社 が ハ ンガ リー政府 向 けに、1,400万 ドル のEWSの 納 入契 約 調 印。

●1989年 末 か ら、 ハ ンガ リーの 多 くの銀行 が業 務 の コ ン ピュー タ化 に着 手 。

●IBM社 が ブ タペ ス ト工 科大 学 に対 し、大 型 コ ン ピ ュー タに よ る協 力。

●ハ ンガ リー のVIDEOTRON社 が 仏 国Bull社 とJV(HungarianFrenchComputerCom-

pany)を 設立 。

●米 国TI社 がハ ンガ リー に進 出。

2-2チ ェコス ロバ キア

(1)コ ン ピ ュー タの設 置状 況

チ ェコの コ ン ピュー タ設 置状 況 につ い て は、 統計 が不 明 で あ るが、 汎用 コ ン ピ ュー タ な らび に
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ミニ コ ンは、1984年 の時 点 で約2,400台 とな ってお り、毎年100台 位 増加 して い る と言 われ て い る。

設置 機種 につ い て は、 チ ェ コの 国産 機 お よび ソ連 、 旧東独 、ハ ンガ リーの ものが 多 い。 また、PC

につ いて は、1986年 末 で推 定60,000台 で、毎 年1万 台つ つ増 加 予定 。設 置機 種 につ い て は、大 部

分 が西側 製 品 で あ り、 中南 米 の ペ ルー か らも輸入 して い る。

コ ンピ ュー タの市場 規 模 は、1985年 で932億 で、東欧 諸 国 で は、ソ連 、旧東独 に次 ぐ3番 目 にラ

ン クされ て い る。 と くに、PCに つ いて は、 チ ェ コの各 分野 で コ ンピ ュー タ化 を推進 す るた め に

は、約2百 万台 のPCが 必 要 と言 わ れ てお り、PCの 生 産増 強 に努 めて い る。 また、 コメ コ ン域 内

で は、 生産 して も自国 で全 部 使 用 す る こ とが で きな いた め、 チ ェ コで は、 コ ン ピュー タ の市場 規

模 に比 して、 生産 が追 い つ かず 、 ルー マニ ア とな らんで常 に コン ピ ュー タ輸 入超 過 国 とな って い

る。

(2)コ ン ピ ュー タの生 産 ・輸 出入 状 況

チ ェコの コ ン ピ ュー タ生 産 は、 中型汎 用 コ ンピ ュー タ、 ミニ コ ン、 マ イ ク ロ、 周 辺機 器 用 部 品、

CAD/CAM関 連 周辺 機 器 が 中心 で、1985年 には、645億 円 とな って い る。 と くに、CAD/CAMお

よび プ ロセ ス制御 用 ミニ コ ンの 開発 生産 が 注 目 され る。 な お、 大手 の コ ン ピュー タ ・メ ー カ は、

10社 程度 で あ る。

しか し、 今 般 の東 欧改 革 の影 響 は、 チ ェ コの コ ンピ ュー タ産 業 に とって も例 外 で はなか った よ

うで、対 ソ貿 易 の不振 、 旧東 独 市場 の変 化等 に よ り、生産 が かな り落 ち込 んで お り、 チ ェ コの メ

ー カ は、 自国 マ ー ケ ッ トの た め に、 西側 メー カか らの新技 術 導 入、 ア ッセ ンブル 生産 を希 望 して

い る。また 、PCの 生産 増 強計 画 は、1986年 か ら始 め てお り、1988年 か ら'90年 まで に計30万 台 を生

産 す る予定 で あ る。

1988年 の チ ェ コの コ ン ピ ュー タ輸 出状 況 は、東 欧 向 けが419億 円(う ち、 ソ連267億 円、 旧東独

80億 円、 ポー ラ ン ド49億 円)と な って お り、 ソ連 お よび東欧 向 けが ほ とん どで あ る。 輸 入 につ い

て は、 汎用 ・ミニ コン ピ ュー タ は、 ソ連 、 旧東独 か ら、PCは 一 部 を西 側 メー カ、 途 上 国(ペ ル

ー、 他)か ら輸 入 して い る。

(3)そ の 他

●フ ラ ンス政 府 か ら教 育 分 野 の情報 化 につ いて援助 を受 け てい る。

●チ ェ コの電 子 機 器 な らび に コ ンピ ュー タ メー カ は、西 側 諸 国 とハ ー ドウエ アのJV(特 に、加

工 、 ア ッセ ンブ リ)を 希 望 してい る。

● ドイ ツ は、 チ ェコの テ レコム/シ ス テム のた め、1,000万DMを 援助 して い る。

●チ ェ コの コ ン ピュー タ メー カ のZPACAKOVICE社 は、 米 国IBMと 協 力 関係 を構 築 中。

●独 ジー メ ンス社 が、 チ ェコの テス ラ ・カル リン社(戦 前 に は ジー メ ンス グル ー プ に属 して い

た)と 合 弁 で デ ジタ ル電 話 シス テムの建 設 を行 う予 定。

●米UNISYS社 が、 バ ン キ ング、 テ レコム、 トラ ンス ポー トの分野 で チ ェコ とJVを 計 画 中。
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●マ レー シアのPCメ ー カで あ るAccent社 は、チ ェコにPCを 輸 出す る と と もに、1993年 まで

に、 チ ェ コに生 産 工場 を建 設 す る予 定 。

2--3ポ ー ラ ン ド

(1)コ ン ピ ュ ー タ の 設 置 状 況

ポーラン ドの汎用・ミニコンピュータ設置台数 は、1983年 の時点で約2,600台 となってお り、現

在は4,000台 程度 と推定 される。PCに ついては、学校 を中心に数万台使用 されてい るが、数字は

定かでない。使用PCの 大部分 は8ビ ッ トマ シンである。

使用 コンピュータの機種 については、 自国製のほか、西側 メーカのIBM、PDP、HP、ICL等

を使用 している。PCに ついて教育用 を中心 には安価 な韓国製 の三星社の ものが多 く使 用され て

いるようである。

PCは 、工場、事務用が中心で、ATARIベ ースが90%を 占める。ポーラン ドではATARIPCが

10～15万 台設置 されている。 また、 プ リンターは日本のスター機器、沖電気、エプ ソン、入出力

機器 は、日本 のNEC、 韓 国、台湾製 を使用。

一方
、コンピュータの市場規模 については、1985年 の時点で、296億 円 となってお り、同時点で

の供給能力559億 円(生 産額)に 比 べ、著 しく小 さいのが注目され る。 この原因 としては、経済状

態の悪化な らびにコンピュータ産業 を輸 出産業 として とらえているため と思われ る。

(2)コ ン ビ ュ タの 生 産 ・輸 出 入 状 況

ポーランドにお けるコンピュー タ生産 は、中型汎用 コンピュータを中心 に行 われてお り、1980

年か ら'85年 までは、毎年500億 円強の生産が行われ、ソ連、旧東独、ブルガ リアに次 ぐ生産国であ

ったが、その後の成長率はそう高 くない と思われる。

輸 出については、ソ連、チェコ、旧東独に1988年 時点で295億 円が輸 出されているが、EC、 米国

向けは3.3億 円 とまだ まだである。 したが って、現在 、政府 においては、国産化にあっては西側諸

国の支援、 ならびに外貨獲得のた めの ソフ ト輸出を計画 している。 また、輸入は旧東独、 ソ連、

ブルガ リアがほ とん どである。

(3)そ の 他

●仏 国Bu11社 がポーラン ド財務省向 けに数億 ドルのUNIXベ ース ・OPX-2シ ステムEWSの

納入 を契約。

●米 国CDC社 が コンピュータ事業 について協定書締結

●韓 国の現代電子がポーランドの コンピュータメーカのセルコ社 と合弁で、 コンピュータ周辺

機器 を生産予定。

●ドイツ、韓国、米国のコンピュータ会社が合弁 を計画中。
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● ソフ トの輸 出 は、 ア メ リカ、 ソ連 、 東 欧 の順 で50%を 占 め る。

2-4ブ ルガ リア

(1)コ ン ピ ュー タの設 置 状 況

ブル ガ リアは、 コン ピ ュー タ の生産 にお いて は、後 述 す る とお りソ連 、 旧東 独 とな らん で一 大

生 産 国 で あ るが 、設 置台 数 は1988年 推 定 で約3,000台(汎 用+ミ ニ コ ン)と 少 な い。 うち、西 側 ブ

ラ ン ドは、IBM、 ジー メ ンス、 ア ップル、 ゼ ロ ックス等 で あ る。

ブ ルガ リアの コ ン ピュー タ市場 規模 は、1985年 時点 で325億 円 であ り、 ポ ー ラ ン ドとな らんで、

その供給 能 力 に比 べ著 し く小 さい状 態 で あ る。

コ ン ピュー タの 主要 設 置業種 としては、 銀行 、航 空 会社 、化 学 工業 、土 木 、農 業 等 で あ る。 ま

た、PCに つ い て は設 置 台 数 は不 明 で あ るが 、設置 台 数 の50%以 上 が教 育 用 で、機 種 別 で は、80%

が 国産PCで 、 ア ップル(8ビ ッ ト)IBMPC/XTコ ンパ チ機 で 占 め られ て い る模 様 。

(2)コ ン ピュー タの生 産 ・輸 出入状 況

1980年 か ら'85年 にか け、 ブル ガ リアの コ ンピ ュー タ生産 は、RJAD-2シ リー ズ の本 格 的生産 と

相 まっ て、旧東独 と ともに大 きな成 長 を とげた。そ して、その生産 額 も1980年 の1,410億 円 か ら'85

年 に は、3,280億 円 と急速 に拡大 した。 この よ うに コ ンピュー タ産 業 が発 展 した原 因 として は、以

前 は農 業 国 で あ り、 目だ った産業 が なか った こ と、RJAD計 画 の生産 分 担 と して 、汎 用 中型機 の

ほか、 磁 気 デ ィス ク装 置 等 の記憶 装 置 が分 担 で あ ったた め、東 欧 各 国の コ ン ピュー タ化 の進 展 と

相 い まって需 要 が 拡大 した こ と等 が挙 げ られ よ う。

コ ン ピュー タ の生産 体 制 におい て も、32の 工場 、10開 発 セ ンター、5研 究 機 関 、従 業 員 数22,000

とか な りの体 制 とな ってい る。生産 品 目につ いて も、汎用機 、 ミニ コ ン、磁 気 デ ィス ク、PCと 多

岐 にわ た って お り、 すで に1988年 か らは32ビ ッ トPCも 生産 して い る。

輸 出 につ い て は、1985年 には、 ソ連 ・東 欧 向 け を中心 に、 その 年 の生産 額3,280億 円 の90%に あ

た る2,960億 円 に達 した。 また 、輸 出品 目の80%は 、磁 気 デ ィス ク ドラ イブ、MTド ライ ブ、フ ロ

ッピー デ ィス ク等 の記 憶 装 置 で あ る。 また、輸 入 につ いて は、使 用 汎用機 お よび ミニ コ ンの50%

は輸 入 とな って お り、 うち、約70%は コメ コン諸 国 か ら、 その他 は西 側諸 国 か ら とな って い る。

(3)そ の 他

●ブ ル ガ リア の ソフ トウ エア生 産 に も力 を注 いで お り、 ソフ トウエ ア企 業 は20社 、 コ ンピ ュー

タ セ ンター が200～300カ 所 あ る。

●コ ン ピュー タ ソフ ト要 員 は、約3,500人 、37カ 所 の訓練 所 が あ る。 また、5つ の 大学 で コ ン ピ

ュー タ教 育 を実施 して い る。

●研究 開発 機 関 として は、電 子 工 業省 の下 にIZOT(stateEconomicAssociation)が 設 立 さ
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れ てお り、 その 中に次 の4つ の セ ンター を もって コ ン ピュー タの研 究 開発 を行 って い る。

① エ レク トロニ カル ・エ ンジニ ア リング研 究 セ ンター

② 自動化 研 究 セ ンター

③ エ レク トロニ カル ・シス テ ム研 究 セ ンター

④ コ ンピ ュー タ ・サ イエ ンス お よび コン ピ ュー タ ・シス テム研 究 セ ンター

2-5ル ー マ ニ ア

(1)コ ン ビ ュ ー"pt－夕 の 設 置 状 況

ルー マニ ア の コ ン ピュー タ に関 す る統 計 は、 ほ とん どな く、1982年 に汎用 コン ピ ュー タが300

台、 ミニ コ ンお よびPCが300台 とな って お り、 そ の後 の統 計 もわか らない状 態 で あ る。

(2)コ ン ピ ュ ー タ の 生 産 ・輸 出 入 状 況

ルー マニ ア にお ける コ ン ピュー タの生 産 は、1960年 代 当初 か ら始 まった の が、1970年 代 か らの

RJAD計 画 に は参加 せ ず、当時 の仏 国CII-HBの ラ イセ ンス に よ り、大 型 コ ン ピュー タ を生 産 し

て い た。 その後 ミニ コン ピ ュー タの 生産 をDECのPDP-11を モ デル に生産 して い る。

生産 規模 につ い て も、 発表 され た数字 は な く、1985年 時点 で79億 円 とな って い る。

2-6旧 東 独

(1)コ ン ピ ュ ー タ の 設 置 状 況

昨年 の10月3日 に、東 西両 ドイ ツが統 一 され たた め、 まだ、 統 一 ドイツ としての統 計 等 は発 表

され て いな いの で、 旧東 独 の状況 につ い て述 べ る こ ととす る。

東独 の1990年 時点 で の コ ン ピュー タ設 置 台 数 は、大 型 コ ン ピュー タが620台 、PCお よび ター ミ

ナル が85,000台 とな ってお り、以外 と少 な い。大型 機 の ほ とん どは、ソ連 製 で1970年 代 後 半 のIBM

マ シ ン と同水 準 の もの で あ り、西 側 か らの輸 入 は67台 といわ れ て い る。PCの 設 置 台 数 の うち、

24,000台 が金 属 加 工、10,000台 が建 設 、 交通 分 野 で使 用 されて い る。

また、PCの 機種 につ いて は、35,000台 が8ビ ッ トマ シ ンで 、'89年 以 降徐 々 に16ビ ッ トマ シ ンに

代 わ りつ つあ る。

東 独 の コン ピ ュー タ市場 につ い ては、1980年 か ら'85年 まで は、年率15%近 い伸 び を示 し、'85の

市 場規 模 は、1,790億 円 に達 した。 これ は ソ連 に次 い で大 き く、東 欧市 場全 体 の8%に 相 当 して い

る。

(2)コ ン ピ ュ ー タの 生 産 ・輸 出 入 状 況

東独の コンピュータ生産 は、RJAD計 画 の中では、汎用大型 コンピュータの生産 を担当 してお
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り、有名 なROBOTRON社 を 中心 に生産 して いた。1985年 の生産 額 は、2,450億 円で、 ソ連 、 ブ

ルガ リア に次 いで 、 コ ン ピ ュー タの一 大生産 国で あ った。

ROBOTRON社 は、当時65,000人 の従 業 員 を持 ち、15カ 所 の工 場 で生 産 して いた。 そ して、そ

の ほ とん どは ソ連 に輸 出 され て いた。1989年 には、汎用大 型 機 の ほ か、PCを62,000台 、タ イ プ ラ

イ タ50万 台、 そ して プ リンタ を15万 台 生産 して い る。

現在 、ROBOTRON社 は、他 の国 営企 業 同様 、民 間企業 として再 編 成 の途 上 にあ り、PC、 コ ン

パ ク ト・デ ィス クプ リンタ、ECR、FAX、 ソ フ トウエ ア等 の分 野 で 西側 企業 との 間で 、 それ ぞ れ

JV事 業 を行 う こ とと して い る。

輸 出 入 につ い て は、 東独 か らは東 独 内 で生産 した ものの うち、 約30%を ソ連 をは じめ、 チ ェ コ、

ルー マ ニ ア を中心 に輸 出 して いた が、 その数字 はは っ き りしない 。

(3)そ の 他

●独IBM社 は、旧東 独 に対 して教育 お よび販 売 ・据付 けの た めの コ ンピ ュー タの イ ン フラ整備

投 資 に力 を注 い でい る。

●独 ジー メ ンス社 は、 旧東 独 で30以 上 の事 業 プ ロジ ェク トを推 進 中 で、 この中 に は、通 信機 器 、

コ ン ピュー タ も含 まれ て い る。 なお、 旧ROBOTRON社 、SPA社 と提 携 済 み。

●米DEC社 は、 ベ ル リ ン・オ フ ィス を開設、 研修 セ ンタ ー も設 置 予定 。 また、VAX-WS販 売

の た めの合 弁事 業 も検 討 中、他 に 旧東独 の2社 と販 売分 野 で提 携 。

●米IBM社 は、 ハ ー ドとソ フ ト販 売 のた め、合 弁会社 の設立 契 約 、 また、3社 と提 携 予定 。

●米CDC社 、HP社 もコ ン ピ ュー タ事業 で 提携 予定 。

●旧ROBOTRON・SOMMERDA工 場(現 在 は、SOEMTRONと 改 称)は 、 台湾 のAquarius

ComputerCompanyとPCを 、 米NCR社 とECRをJVで 生 産 予 定。

●旧ROBOTRON社 は、上 記 の ほか、 日本 のMEIJapanとNisseiOptoとJVでFAXマ シ

ンを生産 予 定。 また、 ソ フ トウエ ア につ いて も旧西独 ジー メ ンス社 とJV予 定 。

●独SNI社(SiemensNixdorfInformationsSystem)は 、 旧東 独地 区 にお いて情 報処 理 技

術 者 の育 成 を行 うと と もに、 コン ビ ュー タ工場設 置 も予 定。
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3.ア ジ ア

3--1中 国

(1)コ ン ピュー タの設 置 状況

中国の コンピュータの設置状況については、1988年 末の時点で小型以上 の汎用 コン ピュータの

設置台数 は、約9,000台 と推定 され、そのうち、外 国機 は約3,500台 で40%程 度 を占めていると推

定 される。マイ クロコンピュータについては、約30万 台程度 と思われる。

なお、1990年 末現在 では、汎用機が、10,000台 、 うち、 ミニコンが8,000台 、 中型以上が2,000

台 となってい る。PCに ついては、40万 台が設置 されている。

中国においては、第7次 五 ヵ年計画の期間中に以下に挙げる全国的情報処理 システムが開発 さ

れた。

●郵電部通信 システム

●国家経済情報 システム

●鉄道業務処理 システム

●電 力網監視 システム

●エ レク トロニ ックバ ンキ ングシステム

●気 象情報 システム

●民航 ・乗客管理 システム

●科学技術情報検索 システム

●財政税務 情報 システム

また、1991年 か らはじまった。第8次 五 ヵ年計画では、 コンピュータ技術 の開発 な らびにアプ

リケーシ ョン ・ソフ トの充実に重点がおかれている模様。

(2)コ ン ピ ュー タの生 産 ・輸 出入 状 況

1987年 に コ ン ピ ュー タ産 業 の生産 高 は、20億 元(5億3,700万 米 ドル)を 超 え、1988年 には22億

元 に達 した。1989年 、電 子産 業上 位100社 に は、 コ ン ピュータ産 業 か ら7社 が ラン ク され る まで に

成 長 して い る。

コ ン ピュー タ産 業 の1988年 の売 上高 は、第1位 の 中国長城 計算 機集 団公 司 が7億4,192(2億 米

ドル 弱)万 元 で トップ、 売 上高1億 元 以上 が8社 、1億 元未満 ～1,000万 元 以上31社 、 また、 生産

高 で は や は り中 国 長 城 計 算機 集 団 公 司 の5億9,894万 元 を筆 頭 に1億 円 以 上10社 、1億 元 未 満

～1 ,000万 元 以 上28社 とな ってい る。

次 に、 コ ン ピ ュー タ販 売 ・サー ビス業 で は、第1位 が北京 四通 集 団公 司 の10億2,635万 元 で、 売
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上高1億 元以上6社 、1億 元未満～1,000万 元以上が13社 となっている。

中国機械電子工業部の発表 によれば、中国 には現在、コンピュータの生産企業は538社 、アセ ン

ブ リライン85、 従業者17万 人が コンピュータ産業 に従事 してお り、 ワンボー ドマイコンか ら汎用

大型機 まで生産 している。

第6次 五 ヵ年計画の初年度 の1985年 か ら1988年 までの機種別 の生産台数 を示せ ば、表1の とお

りである。

表1中 国にお けるコンピュー タ生産台数の推移

機 械 1985 1986 1987 1988

大 中 型

小 型

NA

NA

NA

NA

NA

NA

3

366

計 数 型 コ ン ピ ュ ー タ

ア ナ ロ グ コ ン ピ ュ ー タ

212

74

196

44

NA

NA

369

一

コ ン ピ ュ ー タ 小 計 286 240 335 369

マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ

ワ ン ボ ー ド マ イ コ ン

周 辺 機 器

35,715

NA

68,228

32,600

NA

86,965

70,996

13,360

156,195

91,600

NA

130,148

(注)一 部推定を含む

〈資料〉中国機械電子工業部

1988年 の マイ クロ コ ン ピュー タ生産 台 数9万1,600万 台 の 内訳 は、 一般 の マ イ コ ン6万1 ,737台 、

中華学 習機(教 育 用 コ ン ピュー タ)2万9,863台 とな って い る。

また、最 近発 表 され た数字 で は、1989年 上 期(1～6月)の コン ピュー タ産 業 の 生産 状 況 は、

前 年比18%の 増 加 で 、1989年 度計 画 の3分 の1に 達 して い る。 品 目別 で は、 中 ・小型 機149台 、 マ

イ クロ コ ンピ ュー タ2万1,900台 、 中華 学習機3万 台 、 周辺 装 置12万5,400台 とな って い る。

また、1988年 の コ ン ピュー タの売上 高 は、約42～44億 元(11億 米 ドル超)で 、1987年 に比 べ、

5億 元増 とな ってい る。 特 に、 マ イ クロ コ ン ピュー タ の需 要 が大 き く伸 びて い る。 そ して、 ミニ

コ ン、 工業用 コ ンピ ュー タ、 中華 学 習機 の伸 び も著 しい。1985年 か ら1988年 までの 売上 高 の推移

を示せ ば、表 の とお りで あ る。

表2中 国 の コ ン ピ ュー タ売上 高 の推 移

年 売上高(百 万元) 国産比率(%)

1981 520 73

1982 590 7L2

1983 860 75.6

1984 3,585 49.7

1985 4,634 24.4

1986 4,000 50

1987 4,000-4,200 60

1988 4,200-4,400 65

〈資料〉中国機械電子工業部

中国は、汎用 の中 ・大型 コンピュータの大部分お よびマイ コンの高級機な どは、従来か ら輪人
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に依存 してお り、公式の発 表はないが、 その状況は、表の ように推計 される。

表3中 国におけるコンピュー タ輪入台数の推移(推 定)(単 位 台)

区 分 1985 1986 1987 1988

大 中 小 型 機

マ イ コ ン

751

23,600

410

20,400

297

14,000

380

19,500

〈資料〉中国機械電子工業部

(3)そ の 他

●中国のコンピュータ産業 は点在す る数百の工場 から成立 ってい るが,政 府 はこれ を特定地域

の特定 の国営10工 場 に集約する考 えである。 このため9億 元の補助金が支 出され る予定。な

お、ハ ー ド、 ソフ トを含 めた総生産 の75%は 、 この国営10工 場が占める見込み。

●コンピュータに関す るJVの 例 としては、IBM、HP、WANG社 がそれぞれ中国の公司 と実

施 している。

●中国では、現在全国バ ンキング ・ネ ッ トワーク ・システムを構築中で、200都 市 を結 ぶ予定。

●ソフ トウエア要員 については、現在30万 人 であるが、今後倍増す る計画 をもっている。

3-2韓 国

(1)コ ン ピュー タ の設 置状 況

1989年 未 に お け る韓 国 の コン ピ ュー タ設置 台数 は、表 に み る とお り、 計9,422台 で 前年 の7,780

台 に比 べ て21.1%の 伸 び を示 して い る。

まず 、機 種 別 の利 用状 況 をみ る と、汎 用 コン ピ ュー タ はCrayResearch社 の スーパ ー コ ン ピュ

ー タ1台 を含 め、超 大型 が194台 、大型 が297台 、中型 が778台 、小 型 が1,688台 、超 小 型 が6,464台

とな って お り、 中型 機 を中心 に伸 び を示 してお り、過 去5年 間 の平 均伸 び率 は約40%と な って い

る。 また 、 これ ら汎用機 の他 にパ ー ソナル コン ピュー タ(PC)が 約80万 台 設 置 され て い る。

表1コ ン ピュー タの設 置状 況

区 分
'88 前年対比

増 加 率
'89

比 重

汎 用 コ ン ピ ュ ー タ 計 7,780 9,422 100 15.5

ス ー パ ー コ ン ピ ュ ー タ 1 1 一 一

超 大 型 179 194 2.1 8.4

大 型 245 297 3.1 21.2

中 型 579 778 8.3 34.4

小 型 1,494 1,688 17.9 13.0

超 小 型 5,282 6,464 68.6 22.4

事 務 用PC(千 台) 320 760 137.5
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つぎに業種別利用状況 をみ ると、一般企業が最 も多 く6,559台 で全体の70%を 占め、続 いては金

融 ・保険機関が12%、 教育 ・研究機関が10%、 政府機関が8%を 占めている。

(2)コ ン ピュー タの 生産 ・輸 出入 状 況

韓国は、アジアでは 日本 ・中国 ・台湾 ・イ ン ドと並 んで、近年、PC、 周辺機器の生産、輸出 を

中心 に成長を遂 げて きてい る。

1989年 末のコンピュータの生産額は、約32億 米 ドル と対前年比20%増 の伸び率 を示 している。

うち20億 米 ドルが輸 出 となってお り、 日本 より輸出率が非常 に高 い。一方輪入については、9億

米 ドルで前年比20%増 で、補助記憶装置 については輸入 に依存 している。

PCの 動向をみ ると、生産額 は17億3,200万 米 ドルで前年比52%の 高成長、輸出は9億4,200万 米

ドルで1%増 、内需は4億9,700万 米 ドルで175%増 とな ってお り、約3倍 となっている。

表2韓 国の情報産業 ・需給動向

増加率
区 分

'86 '88 '89

'89/'88 '89/'86

生
情報産業計 8,589 19,909 24,734 24.2 188.0

H/W産 業 7,580 17,743 21,335 20.2 41.2

産 S/W産 業 1,009 2,166 3,399 56.9 236.9

輪
情報産業計 495 831 1,002 20.6 102.4

H/W産 業 473 784 932 18.9 25.4

入 S/W産 業 22 47 70 48.9 218.1

輪 情報産業計
729 1,873 2,042 9.0 180.1

HソW産 業 723 1,866 2,026 8.6 41.0

出 S/W産 業 6 7 16 128.6 166.7

国 情報産業計 6,574 12,296 17,752 44.4 170.0

霞 H/W産 業 5,427 9,839 13,990 42.2 37.1

売 S/W産 業 1,147 2,458 3,762 53.1 228.0

注)単 位 生産 ・国 内販売:億 ウ ォン、輸出 ・輪 入:百 万$、

換 率1988年=730.57ウ ォ ン/$、1989年=671.38ウ ォ ン/$

また、 韓 国 には約1,500社 の情 報 サー ビス関連 会 社 が あ り、1989年 の生 産額 は約5億600万 米 ド

ル とな って い る。 これ を構 成比 で み る と、 ソ フ ト開発 が70%、 情 報処 理 サ ー ビスが21%、 情 報 通

信 が9%と な って い る。ソフ トウエ アの 輪入 は7,800万 米 ドル で、前 年比77.2%の 伸 び とな って い

る。 また、1989年 の売 上 額 は、5億7百 万 米 ドル(3,399億 ウ ォン)で 年 平均60%の 伸 び 率 を示

し、 高 成長 を持 続 してい る。 情報 産 業 の うち、 ソフ ト産 業 が 占 め る割合 も増大 してい る。 内訳 を

み る と、輸 出 ・輸 入販 売 、情 報 通 信部 の伸 び が著 しい。
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表3ソ フ ト売上額の推移 (単位 億 ウ ォ ン、%)

区分
'87 '88 '89

年平均増加率

89/84 89/88

情報産業売上額

S/W売 上 額

18,091

1,336

(236)

32,582

2,166

(229)

34,240

3,399

(366)

68.6

60.1

(一)

5.1

56.9

(59.8)

S/W比 重 7.4 6.6 9.9 一 一

注)・()内 外国人企業 売上額(外 資比率50%以 上の企業)

3-3台 湾

(1)コ ン ピュー タの設 置 状 況

1990年6月 末の コンピュータ設置台数 は、表 にみるとお り10,267台 で前年 よ り2,304台(28%)

の増加 を示 した。

表1台 湾 における利用者別コンピュータ設置台数推移

(毎年6月 末、単位:台)

年
度
民営企業

情報処理サ
ービス企業 政府機関 公営事業 教育研究 合 計

85 1,031 186 316 353 412 2,298

86 1,385 229 405 438 497 2,954

87 2,377 360 640 594 573 、4
,544

88 3,538 384 853 993 599 6,367

89 4,710 458 937 1,221 637 7,963

90 6,458 531 1,123 1,437 718 10,267

設 置 台数10,267台 の うち、 大型 は86台 、 中型 は1,869台 、小 型 は8,312台 とな って お り、小 型 の

割合 が80%を 占め てい る。 大 型以 上 の シ ステ ムは全体 の1%に も満 た な い。

メ ー カ別 導 入状 況 で は、1,000台 以 上 はIBM、HP、WANG、DECの み で 以 下NCR727台 、

NEC717台 と続 い て い る。 この6メ ー カで6,856台 と全 体 の67%を 占 め て い る。 また 全 機 種 と も

IBM社 が 首位 で多 数 を 占 めて い る。

ユ ーザ を分野 別 にみ る と、10,267台 の うち、民間企 業 が最 も多 い6,458台 を使用 して お り、全体

の63%を 占め て い る。 以 下 公営 企 業(1,437台 、14%)、 政 府機 関(1,123台 、11%)、 教育 ・研 究

機 関(718台 、7%)、 お よ び情 報 業者(531台 、5%)と な ってい る。

各 タイ プの コ ン ピュー タ シス テ ムの 中で、 大型 以上 の コン ピュー タは多 くが公 営事 業 体 が使 用

してお り、86台 の うち35台(44%)が それ で あ る。 中型 コ ン ピュー タ は、 大規 模 な民 間企 業 が全

体(1,869台)の54%に 当た る1,010台 を 占め てい る。 小型 コ ンピ ュー タは、 や は り民 間企 業 で の

設置 が 多 く、 全体(8,312台)の うち5,427台 で65%を 占 めて い る。

一方 、コ ン ピュー タの 業種 別 内訳 の利用 状況 をみ る と、金 融 が最 も多 く386台 設 置 し、次 が政 府
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行政機関の362台 、電機 ・電子 ・精密機械製造業の342台 となっている。 これ以外 に100台 以上設置

してい る業種 は、食品製造業、繊維製造 業、石油化学工業、金属工業、批発、零官業、国際貿易

業、運輸 ・倉庫業、通信業、情報サー ビス業、学校 および社会 サー ビス業である。

1989年 のPC産 業 は激 しい競争下 にあ り、生産額は1,398百 万米 ドル と前年比8%の 低い成長率

である。生産台数 も2,228千 台で2%の 低成長であるが、世界市場規模(21,147千 台)の10.5%を

占める。

また、台湾 には1988年250社 の情報 サー ビス会社が あ り、1989年 の情報 サー ビス産業 の総営業額

は、154億7千 百万元(5億9,113万 米 ドル)に 達 し、1988年 の111億8千8百 万元 に対 して38%の

成長率 を呈 した。

3-4香 港

(1)コ ン ピュー タの設 置 状 況

香 港 にお け る1988年 末 の コン ピュー タ設 置台 数 は、 表1に み る とお り、 大型29台 、 中型750台 、

小 型3,450台 、パ ソ コ ン10万 台 の計10万4,229台 で、設置 金額 の合計 は、5億6,000万 米 ドル とな っ

て い る。

表1香 港 にお け る コ ン ピュー タの設 置 状 況(1988年)

型別 台 数 主 な メ ー カ

大型 29 UNISYS、ICL、IBM、NAS

中型 750 IBM、WANG、DEC、NCR

小型 3,450 WANG、IBM、DEC、NCR

PC 100,000 IBM、APPLE

機 種 別 の動 向 は、次 の とお りと予 測 され る。

① メ イ ンフ レー ム

売上 高 で市場 の30～40%を 占めて お り、 設置 増 大 の サ イ クル が4年 ご とに来 て い る。1984年 、

1988年 に好 調 で あ った の で、 次 は1992年 頃 と思 わ れ る。 ち な み に1989年 の 売 上 高 は、前 年比

14～15%増 と見込 まれ て いる。

② スーパ ー ミニ コ ンピ ュー タ

既 存 のユ ーザ の買 替 え、高級 化 が 主体 で あ り、1989年 は13～14%の 販 売増加 、1990年 に6～7

%増 に鈍 化 、1990年 代 全体 で は10～15%増 と見 込 まれ る。台数 で は、今後5年 間 に、年 率22～35

%の 増加 が 予想 され る。

③ ミニ コ ンピ ュータ

1989年 は10～12%増 、1990年 は5%以 下 の伸 びで 、1993年 まで13～14%増 のペ ー ス に次 第 に

回復 しよ う。 なお、 ミニ コ ンの 需要 の60～80%が 買 い替 え需要 で あ る。
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④ マ イ ク ロ コ ン ピュー タ

今 後5年 間 に年 平均14～21%で 増 加 しよ う。

⑤ ソ フ トウエ ア サー ビス

今後5年 間 に年 平 均16～22%の 販 売 増 が見 込 まれ る。 また 、 ソ フ トの価 格 は年15%の 割 合 で

上 昇 し、5年 間 で ソス ト ・サ ー ビスの全 売上 に 占め るシ ェア は、現 在 の30%か ら50%に 拡 大 す

る と予想 され る。

1988年 末 の産 業別 ユ ー ザの シ ェア は、 次 の とお りで あ る。

銀行 ・金融

製造業

貿易 ・流通

卸 ・小売 り

輸送

教育

政庁 ・公共

その他

%

%

%

%

%

%

%

%

6

0

0

8

5

3

7

1

り
0

9
白

1

1
⊥

(2)コ ン ピ ュー タの生 産 ・輸 出入 状 況

香港 は貿易立地 の良好 な条件 を反映 して、 コンピュータ関連製品の輸 出入、再輸出 とも非常 に

好調 で、最近 の動 きを示せ ば、表2の とお りである。 また、生産品 目 としては、 コンパ ク トデ ィ

スク、PC、 周辺端末装置、CAD、 テス トマシン、PCB、 セ ミコンダクタ等 とな っている。

表2香 港 におけるコンピュー タ輸出入、再輸出の状況

年
輸出入

1986 1987 1988
1989

(1～7月)

輸 出(億 ドル)

伸び率(%)

56.1

7

68.8

23

107.4

56

63.9

再輸出(億 ドル)

伸び率(%)

23.0

10

37.6

64

45.1

20

輸 入(億 ドル)

伸び率(%)

49.4

4

70.4

43

105.7

50

(3)そ の 他

● 香 港政 庁 に よ り発表 され た数 字 に よれ ば、1988年 度 には、4万2,000人 が香 港 か ら海外 へ と脱

出 して お り、1990年 度 に は、7万 人 に な ろ う と予想 され て い る。 この 中 に は、 相 当数 の情 報 処

理 技術 者 も含 まれ てい る。

● 香 港 政庁 は1988年4月 に 「科 学 ・技術 委 員会 」 を設置 し、 下 部 に小 委 員 会 を設 けて、EDIシ

ス テ ム(ElectronicDataInterchange)の 開発 、人 材の育 成 、頭 脳 流 出の 阻止 、 ス ーパ ー コン
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ピ ュー タ ・セ ンター、 情 報化 政 策、 業 界 、ユ ー ザの保 護 な どに取 り組 ん で い る。 また、 大 手 民

間企 業(銀 行 、業 界 団体 、 フ レー トフ ォワー ダ、 コ ンテナ タ ー ミナル関 係者 な ど)の 間 で、 「ト

レー ドリンク」と呼 ばれ るEDIシ ス テ ムの全 域 的実 施 が検 討 され 、1990年 には、 その青 写 真 が

完成 す る予定 で あ る。

● キ ャセ イが米 ドル25百 万 にの ぼ るメ ー ンフ レー ム(UNISYS)を 発 注 した。

● 香港Bankが 米 ドル55百 万 にの ぼ るIBM機 を発 注 した。

3-5フ ィ リ ピ ン

'

(1)コ ン ピ ュー タの設 置 状 況

ITAPの1989年10月 度の調査 によれ ばフィリピン国内の政府お よび教育機関を含む全産業分野

にお けるパー ソナルコンピュー タを除 くハー ドウェアの設置 台数(CPU[中 央演算処理装置]の

台数 による換算)は1,025台 となっている。 また、民間の調査機関であるSGVの1988年 度調査 は

ハ ー ドウェアの設置台数 を850台 、金額ベースに換算す ると24億5,000万 ペ ソ(約147億 円)と 推定

してい る。ITAPとSGVの 統計 データの差 は調査実施時期 とハ ー ドウェアの分類定義 に違 いが

ある もの と思われるが、いずれにして もハー ドウ ェアの設置台数は1,000±100台 程度 と推測 され

る。

パーソナルコンピュータの設置台数 について は統計 データが存在せず、明 らかではないが、各

種情報か ら約10万 台 と推測 される。

ITAPの 調査 によれば汎用 コンピュータのメーカ別市場 占有率は、表 の通 りである。

表 フィリピンの汎用コンピュー タメー カー別市場占有率

(単位:%)

メ ー カ ー メイ ンフレーム ミニ コ ンピュー タ

AT&T

DATAPREP

DEC

FUJITSU

HP

IBM

IBM(CEC供 給 の中古機)

NCR

TI

UNISYS

そ の他

1

一

一

10

一

46

23

2

一

18

2

3

9

5

7

58

7

5

3

一

1

合計 100 100

また、 フィ リ ピンのパ ー ソナル コ ンピ ュー タ を除 く汎用 機 の産 業 分 野別 利 用状 況 は次 の とお り

で あ る。

製 造業 での コ ン ピュー タの適 用 業務(Application)は 様 々 な分 野 にわ た って い る。 一般 従 業 員
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の出退勤管理 システム、給与支払い システム等の総合的な人事管理 システムから、在庫調整管理

システム、 プロセス制御 シス テムにまで及 んでいる。 ただ し、総合 的な製造工程管理 システム

(CIM)の レベルまで到達 している例 は見 られない。

政府部門にお ける主要 な適用業務で はデータベースの管理 システム、特 に多大な量 に及ぶ人別

台帳 ファイルの構築が主 たる ものである。職員の人事、給与管理のための業務 も行 われている。

これ らの適用業務 を行 うための ソフ トウェア開発は政府部門で独 自に行われたものではな く、 す

でに開発 され市販 されていた流通 ソフ トウェア上 にデータベース として構築 されたものであ る。

流通業の場合、代表的な適用業務 は、販売品 目の在庫管理 システム と売 り上 げ明細 を含む総合

店舗管理 システムである。 しか しホス トコンピュータ と各売 り場 のレジスターお よび端末がオ ン

ライ ンで直結 されたPOS(販 売時点管理)シ ステムにまで展開 しているところは見 られず、業務

終 了後 に各 データをホス トコンピュー タにアップロー ドする方式 が主 として使われてい る。

全産業分野の中で、オンライ ンによるネ ットワーク化が最 も進 んだ形で行われているのが銀行

を主体 とした金融機関である。 ここで はホス トコンピュータを含 め システム全体の規模が大 きく

な っている。適用業務 は銀行の窓 口業務 に連結 した総合管理 システムに始 まり、顧客台帳 のフ ァ

イル作成、受渡 し業務、ロー ン管理 システム、ATMネ ッ トワー クシステム等の幅広い業務 がシス

テム化 され包含 されている。ネ ッ トワー ク回線の質の向上、応答 時間の短縮、市街地以外 のシス

テム化 の促進 など解決を迫 られ る様々の問題を抱えているものの、今後 ともフィリピンのコンピ

ュータ化 において全産業 を リー ドして ゆ く分野であると言える。

大学 を含む教育機関にお いては、主要な2大 適用業務 として、1)学 生の授業登録管理お よび

職員の総合管理業務 と、2)学 生 のコンピュータ教育 とがある。 コンピュータメーカ等がハー ド

ウェアを寄付 することによ り、大学 を含む教育機関における大型機 を含むハー ドウェアの設置 は

進 んでいるものの、保守の問題 、機種更新 など多 くの問題 を抱 えている。

その他の産業分野の中で最 も重要 な汎用 コンピュータのユーザー シェアを占めているのが ソフ

トウェア開発会社である。適用業務 は開発専用 マシンとして、従業員の教育/訓 練用 マシンとし

て、 また社員 の人事 ・給与管理等のシステム環境 としてなどである。 ただ し、汎用機 を保持 して

いるソフ トウェア開発会社 はむしろまれであ り、多 くはパー ソナル コンピュータをベースに した

開発環境 を利用 している。

1988年 の コンピュータ ソフ トウェアの国内市場規模は、約1,000万 米 ドル を推定 されている。こ

の うち65%が パ ッケージソフ トウェア、残 り35%が カスタマイズ ・ソフ トウェアである。発注元

は政府 お よび政府機関、地 方 自治体、金融機関、流通業等多岐 にわた っている。

最 も多いのは、会計、財務、販売 ・在庫管理、給与 ・人事管理等の ソフ トウェア開発 である。

比較的規模の大 きな受注例 としては、次の ような ものがある。

① 電力料金収納 ソフ トウェア

② 病院の患者記録、治療費記録 システム

③ 製紙会社用生産管理 ソフ トウエア
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④ 陸運局の運転免許登録お よびその統計の ソフ トウェア、土地 の登録、地方 自治体の税収管

理 ソフ トウェア

(2)コ ン ピュー タの生 産 ・輸 出入 状 況

フィリピンではコンピュータハー ドウェア と関連周辺機器 の現地生産 は行われてお らず、その

ほ とん どが輸入 によって賄 われてい る。一部の 日本企業 または米国お よびヨーロッパのメーカに

よりフロッピーディスク ドライブ、プ リン ト回路基盤への部品実装、IC/LSIの 一部実装工程等が

製造 ライン化されてはいるが全て輸出 を目的 とする もので、 コンピュータ機器の最終生産工程 は

ほとんど現地化 されていない。

(3)そ の 他

● フィ リピン政府 は、現在、国家IT計 画 を策定 中であ り、今後、他のアセアン諸国 と同様、IT

産業 に力を入れてい く予定。

● フィ リピンの情報処理業界、 とくにソフ トウェア分野で は、 日本 とのJVを 強 く希望 してい

る。

3--6夕 イ

(1)コ ン ピュー タの設 置 状 況

タイ に お ける コ ンピュー タ設 置台 数 は、約13万2,000台(1989年)で あ る。 その 内訳 は メイ ンフ

レー ム441台 、 ミニ コ ン ピュー タ1,860台 、 ワー クス テー シ ョン92台 、パ ー ソナル コン ピ ュー タ約

13万 台 とな って い る。 特 にパ ー ソナ ル コン ピュー タは、 タイ経 済 の 急速 な発 展 に よ り台数 が著 し

く伸 び て い る。民 間 で は金融 機 関 が最 大 の ユー ザー で あ り、一 般 の 企業 ・政府機 関 もコ ン ピュー

タ導 入 を進 め てい る。 コ ン ピュー タの 供 給 の ほ とん どは 輸 入 で あ り、 メイ ン フ レー ム の7割 が

IBMに よって供給 され て い る。 また ミニ コ ン ピュー タで はNEC、 パ ー ソナ ル コ ン ピュー タで は

APPLE、NEC、EPSON等 も健 闘 して い る。

コ ンピ ュー タの普及 と と もに ソフ トウ ェアの市場 規模 も急速 に拡 大 して い る。 ソ フ トウ ェア会

社 は約100社 あ り、 最大規 模 の会社 は従 業 員が600名 程 だ が、 一般 的 に は零 細 企業 が 多 い。 そ の他

の会 社 も社 内の シス テム部 門 を持 って お り、 そ こで ソフ トウ ェア の 開発 だ けで な く機 器 の販 売 も

行 って い る。ソフ トウ ェア市場 は、PC向 け市場 と ミニ コ ン ピ ュー タ とメ イ ンフ レーム 向 け市場 に

分 け られ る。特 にPC向 け ソフ トウ ェア にお いて は、PCベ ンダー が顧 客 に対 して無 料 で ソ フ トウ

ェア を供 給 してい る。 この 背景 に はタ イ に知 的財 産 の保 護 に関す る法律 が な い こ とが挙 げ られ る。

政 府機 関 には コ ンピ ュー タ要員 が2,000人 お り、何 年 か政 府機 関 で 働 い た あ とに民 間 に移 る こ と

が 多 い。 コ ンピュー タ技 術 者 は約2万7,000人 で、 うち プ ログ ラマ ー は1万1,000人 、 シス テ ムア

ナ リス トは約2,000人 で あ る。需 要 が大 きいた め に、賃 金 の上 昇 の テ ンポ は速 い。プ ログ ラマ ーの
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給 与水 準 は250～600米 ドル で 、 システ ム アナ リス トは500～800米 ドル(1989年)で あ る。

(2)コ ン ピュー タの 生産 ・輸 出入 状 況

タイは、 フィリピン同様 コンピュニタの生産 はまだ行 っていないが、エレク トロニ クスを中心

とした製品の輸 出拡大 を背景 に、外資系 を中心に、周辺機器等の生産 を開始 している。

その例 としては、米 国Seagate社 がデ ィスク ドライブ、韓 国の会社がPCB、 台湾の会社がメタ

ル、香港 はマグネチックヘ ッ ドを、 また、HP社 も生産 を開始 した といわれている。

一方
、 ソフ トウェアの輸 出について も、力 を入れ始 めてお り、既 にい くつかの大手 ソフ トウェ

ア会社 によって行われてい る。 これ らの企業 はこれか らの輸 出先に米国、 日本、欧州 を考 えてい

る。 しか し国内需要の高 ま り、技術者 の不足、賃金の上昇、言葉の問題等、本格的 に輸 出す るに

は克服 しなければならない問題が多い。

(3)そ の 他

● ハ ー ド分野 の振興 策 と して は、 マ イ ク ロコ ンピ ュー タの 国産 化 を めざ して い る。 エ レク トロ

ニ クス産業 の育 成 の た め に、外 資 導入優 遇 策 と と もに輸 入税 、法 人税 、 輸 出税 の減税 な どの投

資優 遇 策 を導入 して い る。

● ア プ リケ ー シ ョン ソフ トウ ェアに つ いて は国 内供 給化 を 図 って い る。特 に タ イ語 の ア プ リケ

ー シ ョンの 国産 化 をめ ざ して い る
。また政府 機 関 が、ソ フ トウ ェア産 業 に資金 をNationalElec・

tronicsandComputerCenterとTechnologyDevelopmentBoardを 通 じて供 給 して い る。

タイ にお い て もソ フ トウ ェア産 業 を輸 出産業 に育成 しよ う としてお り、BOIに よ って コ ン ピ ュ

ー タの 輸入 関 税 減税 等 の イ ンセ ンテ ィブが与 え られ てい る。海 外 の 政府 や企 業 の批 判 を受 け、

政府 は知 的財 産 権 の保 護 に関 す る法 律 を整備 す る方 向 に向 か って い る。

3--7シ ン ガ ポ ー ル

(1)コ ン ピュー タの設 置 状 況

1989年 時 点 で の コ ン ピ ュー タ設 置 台 数 は、 メイ ン フ レー ム/ミ ニ コ ン ピ ュー タ が 約6,000台

(1987年 時点 の約3,400台 と比 べ て、75%増)、 マ イ クロ コ ン ピュー タが約90,000台(1987年 時点

の約56,000台 と比 べ て、60%増)と 推 定 され る。

業種 別 メイ ンフ レー ム/ミ ニ コ ンピュー タの設 置 台数 は、多 い ものか ら順 に商 業(2,220台)、

製 造業(1,760台)、 金 融 業(1,043台)、 運 輸 業(652台)、 公 共 サ ー ビス(240台)、 建 設 業(85台)

とな って お り、 従 業員10人 以 上 の事業 所 の うち、 約70%の 事 業 所 が コン ピュー タ を利 用 してい る。

一 方、1989年 にお け る情 報 産業 の総 売 上高 は、 前 年比39%の 伸 び で、14.8億Sド ル(7億7,895

万 米 ドル)と な って い る。 これ はシ ンガ ポール の各 分野 にお ける コ ンピ ュー タ化 が 急速 に進 ん で

い るた め で、年 平 均29%と い う極 めて高 い伸 び率 で成 長 を続 けて い る。
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また 、 国内市 場 、輸 出 と も好 調 で、 機 種 別 に み る と、 マ イ ク ロコ ン ピ ュー タお よび ミニ コン ピ

ュー タの伸 び が著 しい。

総 売 上高14.8億Sド ル の約76%に 当 た る11億2,300万Sド ル(5億9,105万 米 ドル)が 国 内市場

であ り、前 年比35%の 伸 び で あった 。 これ は、好 調 な シ ンガポー ル経 済 お よび 中小企 業 の コ ンピ

ュー タ化計 画 等、 国家 レベ ルで の強 力 な コ ン ピュー タ化促 進策 を反映 して い る もの と考 え られ る。

一方 、 輸 出 も絶 好調 で あ り、前 年 比50%増 の3億5,700万Sド ル(1億8,789万 米 ドル)を 記 録

した。 主 な輸 出先 は、 ヨー ロ ッパ(25、20%)、 マ レー シア(19.19%)、 香 港(11.09%)の 順 で、

この3ヵ 国 で55%に 達 してい る。 またASEAN諸 国で34%を 占 めて い る。

総 売上 高 をハ ー ド、 ソフ ト別 にみ る と、71%に あた る10億5,907万Sド ル(5億5,740万 米 ドル)

がハ ー ドウ ェアの 売上額 で、残 りの29%に あた る4億2,441万Sド ル(2億2,337万 米 ドル)が ソ

フ トウ ェアお よび情 報 サ ー ビスの 売上 額 で あ る。

なお 、ハ ー ドウ ェアの売 上額 を機 種 別 に み る と、 マイ ク ロ コン ピュー タが全 体 の46%を 占め る

4億9,147万Sド ル(2億5,867万 米 ドル)で 、前 年 比48%の 伸 び率 を呈 して い る。 ミニ コン ピ ュ

ータ も43 .7%増 で顕著 な伸 び を示 して い る。 その結 果、 機 種別 構成 比 で は、前 年 度 の ミニ コ ン ピ

ュー タ を抜 き、 マ イ ク ロコ ンピ ュー タ の 占め る割 合 が 最 も大 きい。

(2)コ ン ピ ュー タの生産 ・輸 出 入状 況

シ ンガ ポー ルの コン ピュー タ産 業 の 出 荷額 は、1988年 に42.5億 ドル とな って お り,1990年 には

推 定50億 ドル に達 す る と予想 され る。

コン ピュー タお よび コ ンピ ュー タ関 連 の 生産 で の 、シ ンガポ ール の特 長 は、何 とい っ て もHDD

の生産 で あ り、生産 会社 数 もSeagate社 を は じめ13社 にのぼ って い る。 その他 の 生産 品 目 と して

は、PC(6社)、 モニ ター(3社)、 プ リ ンタ(5社)、 キ ー ボー ド(2社)と な っ て い る。 ただ、

生産 品 の ほ とん どは輸 出 され て い る。

一 方
、輸 出 は、1990年 上 半期 の時点 で 、52.2億Sド ル で前年 同期 比42.3%増 とな って い る。 品

目別 で は、 デ ィス ク装 置 が34.1億Sド ル で全体 の65%を 占め 、従来 どお り1位 とな って い る。 後

は順 に その他 周辺装 置 、 マ イ コ ン、 プ リンタ、MT装 置 と続 いて い る。

輸 入 は、1990年 上 半期 の時 点 で、15.7億Sド ル で、 前年 比60.6%増 加 とな って い る。 輸 入先 国

の トップは米 国 で6.38億Sド ル 、第2位 が 日本 で3.25億Sド ル とな って い る。また、ア ジアの 国 々

か らの輸 入 も増加 して い るのが 注 目 され る。

(3)そ の 他

● 情 報 化 プ ラン を積極 的 に推 進 して い る シ ンガ ポー ル政府 は、 マ ンパ ワー の重 要 性 を十 分認識

し、 レベ ル の高 い専 門技 術者 の育 成 に努 めて い る。

1980年 に は850名 で あ った技 術者 も1989年 の前 期 には、 目標 の1万 名 を突破 した。

● 現在 、 シ ンガ ポー ル におい て は、 テ レ コ ミュニ ケー シ ョン ソフ トウ ェア、人 工 知 能 、 ビジネ
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ス アプ リケ ー シ ョン、 プ ロジ ェク ト管 理、 オ ン/リ アル タ イム ソフ トウ ェア、 デー タベ ー ス管

理 シス テム 等 の分 野 に お け る専 門 技術 者 の育 成 に焦 点 を合 わ せ て い る。

3-8マ レー シ ア

(1)コ ン ピ ュー タの設 置 状 況

マ レー シア に お け る汎 用 コ ン ピ ュー タの設 置状 況 は、1985年 に706台 で あ った が 、1989年 に は

1,486台 と倍 増 して い る。 そ して、1,486台 の うち、公 共 部 門が393台 、 民 間部 門が1,093台 とな っ

て い る。 と くに、 公共 部 門 で は、 サ ー ビス分 野 の利 用 が全体 の6.8%を 占め最 も大 き い。 これ は、

合 理 化 を促 進 す るた めに、政 府 が サー ビス産 業 にお いて、OA、 経営 管 理等 に コン ピ ュー タ化 を推

進 して きた成 果 とい え る。

使 用 コ ン ピ ュ ー タ に つ い て は、IBMが50%以 上 と最 も多 く、 次 い でNCR、ICL、DEC、

WANG、Prime、NEC、DGと 続 いて い る。PCに つ い て は、正 式 な統 計 はな いが 、年 間3万 台程

度 が設 置 され て い る と予 想 され る。

一 方
、情 報 産 業全 体 と しての成長 も著 じる し く、1989年 の 売上 げ高 は、10億Mド ル に達 した 。

これ は他 の産 業 に比 べ 成 長 が非 常 に速 く、1985年 か ら'89年 にか けて、民 間部 門 で は22.3%、 公 共

部 門 で は17.5%の 伸 び とな って い る。

(2)コ ン ピュー タの生 産 ・輸 出入状 況

マ レー シア の コ ン ピ ュー タ生 産規 模 は、 まだ小 さ く、 マ イ コ ン、 デ ィス ク ドラ イ ブ部 品、 デ ィ

スケ ッ ト、FDD、 キー ボ ー ド等が 主 な もので 、1988年 で は、1,7億 ドル とな って い る。 しか しなが

ら、PCに つ いて は、政府 も国産 メーカ と して7社 を認 可 し、アセ ンブル を中心 に生 産 を行 ってい

る。

輸 出 に つい て は、 コ ン ピ ュー タ ・関 連機 器 を合 わせ て も、1988年 で125万 ドル にす ぎず、非 常 に

小 さい。 しか し、 半 導体 分 野 で は、世 界 第3位 の輸 出 国で あ る。

3-9イ ン ドネシ ア

(1)コ ン ピ ュー タの設置 状 況

1990年 現 在 、 イ ン ドネ シア の コ ンピ ュー タ設 置状 況 は、 スーパ ー コン5台 を含 め、 大型 コ ン ピ

ュー タ64台 、 ミニ コ ン2,634台 、PC20万 台 とな って お り、PC(20万 台 の うち、13万 台)を 除 い て

は、 全 べ て外 国機 とな って い る。

設 置 コ ン ピ ュー タ の メー カ別 状況 を見 る と、 スーバ コ ンは、CONVEX、IBM、NEC、 大 型機

は、IBM、DEC、UNISYS、NCR、BULL、 ミニ コ ン は、IBM、DEC、WANG、HP、NEC、

ICL他 とな って い る。 また 、PCに つ い て は、IBM、NEC、ACER、APPLE、 その他 韓 国 のPC
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も入 っ てお り、 イ ン ドネ シア 国産PC(ア ッセ ン ブル)のGARUDA、ELCOMも 急成 長 して い

る。

コン ピュー タ のマ ー ケ ッ ト規 模 は、1990年 にお い て は合 計US$424Mで 、 この うち、ハ ー ドウ

ェアが313.5、 ソフ トウェアが50.5、 そ の他60.0と な ってお り、ハ ー ドの比 重 が 大 きい。いず れ に

して も、 イ ン ドネ シアの コ ンピ ュー タ市 場 は、経 済 の発 展 に と もな って これ か ら急速 に成 長 す る

と予 想 され る。

(2)コ ン ピ ュー タの 生産 ・輸 出入 状 況

イ ン ドネシアにおけるコンピュータお よび関連機器の生産 は、 まだ始 まったばか りであ り、外

国産部品に よるア ッセ ンブル生産が中心である。現在 の生産品 目もPC、 ミニコンな らびにマイ ク

ロの部品、PCB、 その他 の周辺機器が ほ とん どである。

しか しなが ら、イン ドネ シアはその豊富 な労働力 と低賃金 のた め、PCを 中心に生産が活発 にな

る もの と予想 される。 また、 イン ドネ シア政府 においては、国産品の保護 について も、輸入税の

改正、 ソフ トウェア保護法の成立等熱心 に努 めている。

3-10イ ン ド

(1)コ ン ピュー タの設 置 状 況

イ ン ドの コ ン ピュータ設 置状 況 につい て は、1985年 時点 で 汎用 コ ン ピュー タが約3,000台 設 置 さ

れ てい たが、 その後 は発 表 され てい ない 。 しか し、 ここ2～3年 急成 長 して お り、1988年 に は、

汎 用機135台 、ミニ コ ン2,200台 、PC52,000台 、'89年 に は汎 用機170台 、ミニ コ ン3,200台 、PC75,000

台 と大 き く伸 びて い る。

イ ン ドにお いて は、PC、 小型 機 は、国 産機 保護 の立 場 か ら輸 入 は され てい ない た め、国産 機 の

伸 びが 著 しい と思 われ る。

設置 コン ピ ュー タ のメー カ別 状況 につ い て は、 国産 機 の ほか、IBM、DEC、UNISYS、DG、

WANG、Prime、NECな どが主 な もので あ る。

一 方、1988年 のイ ン ドに お ける コ ンピ ュー タ関連 の総 売上 げ高 は、98億 ル ピー(約7億USド ル)

とな ってお り、 その 内訳 は、 コ ン ピュー タ販 売 が50億1,000万 ル ピー(3億6,000万USド ル)、 ハ

ー ドウ ェアベ ンダの 売上 げが17億3 ,000万 ル ピー(1億2,400万USド ル)、 そ して ソ フ トウ ェア関

連 が30億6,000万 ル ピー(2億2,000万USド ル)と な って い る。

と くに、ハ ー ドウ ェア関連 の進展 は、表1に み る とお り、1982年 度 には9億5,000万 ル ピー で あ

った が、'88年 度 は67億4,000万 ル ピー と伸長 し、6年 間 で7倍 の規模 とな って い る。
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表1イ ン ドの情報産業の売上推移

年 売上高(百 万ルピー)

1982 950

1983 1,250

1984 1,380

1985 2,340

1986 3,470

1987 5,100

1988 6,740

〈資料〉インドコンピュータ協会(CSI)

次 に コ ン ピ ュー タの ク ラ ス別 売上 げ をみ る と、表2の とお りで、1986年 度 と'87年 度 を比 較 す る

と、 大 型 コ ン ピ ュー タ は4%の 伸 びで しか なか った が、 ミニ コ ン、 マイ コ ンは39%も 伸 びて い る。

1987年 度 の総 売 上 げ額37億5,000万 ル ピー か らみ る と、この ミニ コン、マ イ コ ンの伸 び が、産業 の

伸 長 を支 えた要 因 とい え よ う。

表2イ ン ドにおけるコンピュータのクラス別売上高

年

クラス
1986 1987 伸び率

大 型 コ ン ピ ュ ー タ 328 340 4%

ミニ/マ イ クロ コンピュータ 1,948 2,710 39

デ ー タ 収 集 シ ス テ ム 58 51 12

会 計 ・イ ンボ イ ス用 機 器 111 19 83

そ の他 マ イクロプ ロセ ッサを 41 85 107
ベ ー ス とした システム

周 辺 機 器 314 545 74

合 計 2,800 3,750 34

〈資 料〉 イ ン ドコ ンピュー タ協会(CSI)

(2)コ ン ピ ュー タの 生産 ・輸 出入 状 況

イ ン ドに お け る コ ン ピ ュー タ ・ハ ー ドの生 産 は、 主 として ミニ コ ン、PC、 周 辺 機 器(プ リン

タ、 タ ー ミナル 、 その他)を 中心 に行 な われ て お り、2000年 に は、500億 ル ピー に達 す る と予 想 さ

れ て い る。

イ ン ドは、 ハ ー ドの ほか、優 秀 な マ ンパ ワー の活 用 に よる、 ソフ トウ ェア産 業 の発 展 を目指 し

てお り、一 大 輸 出産業 に育成 しよ う と努 力 して い る。1984年 の ソフ トウ ェ アの生 産額 は、2億5,000

万 ル ピーで あ ったが 、1989年 は30億 ル ピー、 また、 今後 の計 画 として は、1994年 に500億 ル ピー、

1999年 に は2,000億 ル ピー と予 測 して お り、 ソフ トウ ェアの一 大 生産 国 を 目指 してい る。 この う

ち、輸 出 は16億 ル ピーか ら150億 ル ピーへ と拡大 を見 込 んでい る。ちな み に1989年 の ソフ トの輸 出

は、対 前 年 比105%の 伸 び とな って い る。
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(3)そ の 他

● インド政府の ここ5年 間の革新的政策 によって、同国の電子産業は コンピュータのソフ トウ

ェアの生産が最大 の外貨獲得源 となるほどの成長 をとげている。 そしてイン ド政府 は、今後 も

更にコンピュータや半導体等のハー ド面で産業振興 を目指 しているほか、低価格 コンピュータ

の開発や各種現地語の使用 を可能 とす るGISの 普及 な どによって、一般国民の間 にコンピュー

タを浸透 させ てい くこととしている。

● イ ンドにおいては、 日本 とのソフ トウェア面でのJV、 技術提携 を求めてい る。
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第IV章 調 査 事 例

1.ソ 連における経済基盤 と情報サー ビスの動向

2.東 欧諸国における経済基盤 と情報サービスの動向

3.ア ジア諸国におけるデータベース と通信事情

4.中 南 米 の 通 信 事 情





1.ソ 連 における経済基盤 と情報サー ビスの動向

1-1転 換期のソ連経済

(1)は じめ に

ゴルバ チ ョフが政権についてか ら既 に6年 を経過 した。 チェルネンコ書記長の死去 にともない、

ゴルバ チ ョフが後任書記長 に就任 したのは1985年3月 のことであった。 この間、1986年2月 には

ペ レス トロイカ(再 構築)路 線 を表明 してお り、 またグラスノスチ(情 報公開)の 推進 を図った。

国際緊張 の緩和 などの面で は新 しい時代 を画す成果 をあげたが、経済面につ いては成果 をあげる

どころかむ しろ混乱の度 を強めているといって も過言ではない。

1991年 のソ連経済は、停滞 どころか前年比10パ ーセ ン トを超 えるマイナス成長 になる と見 られ

る。財政赤字は1991年 全体 として見込 まれた額 を既 に第1四 半期で突破 した と伝 えられる。品不

足の中で小売 り価格 の引 き上げが行われたが、 これを不満 とするス トライキが頻発 している。特

に1991年3月 初 めに始 まったウクライナやシベ リアにおける炭坑 労働者のス トライキは既に不足

してい るエネルギー供給 をさらに減少 させ ることにな り、経済への打撃 が懸念 され る。政府 は労

働者 の賃上 げ要求 をのみ、 また小売 り価格の引 き上 げで受 ける打撃 を軽減す るため、社会保障の

引 き上げな どを行わざるをえな くなっている。 しか しこうした措置がイ ンフレーション傾 向を強

めることはいうまで もない。

先 に述べた炭坑労働者の ス トライキは、賃金要求 のみならず、 ゴルバチ ョフ政権の退陣 とい う

政治的要求 をかかげている ことが特徴であることも、問題の深刻 さを物語 っている。政治面では

また、連邦政府 と共和国政府 との関係が この1年 の間に悪化 した ことも重大 である。政策実施主

体が不在の状態を招 くことにな り、経済的混乱 からの脱 出は困難の度 を加 えよう。

(2)ソ 連経済の現況

ソ連経済 は第2次 世界大戦後、 かな り高い成長率 を維持 して きた時期があった。 しか しこれ も

1960年 代 までであ って、60年 後半 ばか ら成長率が低下 しは じめる。 これ は基本的には農業部門の

余剰労働力 を工業部門に移転す ることで成 り立って きた成長パ ター ンが終わ らざるを得な くな っ

た ことの反映であ る。その ような段階 に至 ると、経済成長 は効率の向上 によって行 なわなければ

な らない。市場経済 においては経済が新 しい段 階に入った ことは、資本 と労働の相対的希少性の

変化 を反映 した相対価格 の変化 として自動的に明 らかになる。 しか し、 ソ連経済 においては、市

場 に よらず、指令経済体制 をとっていたため、 こうした シグナルを感知す ることがで きなかった。

1965年 頃 には経済改革の試 みがな され た ものの、実施 は不徹底におわ った。 この ことが今 日再び

よ り深刻 なかたちで表面化 してい るのである。
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第1図 はソ連の経済成長率の推移 を示 した ものであるが、近年 における低落傾 向が明 らかであ

る。 こうした傾向は西側 の推計 によってばか りでな く、 ソ連 の公表統計 によって も確 かめること

がで きる。

供給側の不調 に対す るに、需要側で は中央計画の もとで支 出パ ター ンが硬直化 してお り、 その

結果 ソ連経済 は極端な物不足 に見舞われている。赤字財政に よる安易な経済運営によ り、軍事支

出、農業 ・消費財 に対する補助金 などをまかな ってきた。第1表 はソ連財政収支の推移 を示 して

い る。1980年 代 の末か ら財政収支が悪化 したことがあ きらかである。すなわち1989年 当初予算 に

おいては1200億 ルーブルの赤字が見込 まれた。この うち350億 ルーブルについては借 り入れな ど財

源のめ どがない もので あった。ここに至 って政府は赤字 削減 につ とめ、決算見込みでは918億 ルー

ブルの赤字 に持 ち込 んだ。1990年 予算 については赤字額 は600億 ルーブルの見込みであった。1991

年 については予算が連邦 と共和国に分離 された。第1表 の数値 は連邦予算 を示すが、当初見込 み

では約300億 ルーブルの赤字である。 この間、取引税 を売上 に比例 させ るよう税制 を改 めるな ど、

歳入面での対策 もうたれた。 しか し、年度の第1・ 四半期 において、すでに年間に相 当す る赤字

が出ていると伝 え られ る。

財政 によるルーブルのたれ流 しは過剰流動性 をまね き、 インフレ圧力の一因 となってい る。 イ

ンフレ圧力の顕在化 を恐れ る政府 は、公定価格 を低 く押 さえた まま、補助金 を増額するこ とで表

面 を とりつ くろってきた。1991年 に入 ると政府 は公定価格の引 き上 げなどの政策 を実施 し、 それ

だけみる と財政赤字 を縮小 しイ ンフレを収束する方向の努力 とみ られるが、他方では国民の不満

を押 さえるため賃金の引 き上げを行な ってお り、む しろ賃金 と物価 のスパイラルを招 く恐れが強

まった といえよう。

第1図 ソ連のGNP成 長率の推移(対 前年度 単位:%)
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第1表 ソ連の財政収支の推移(ソ 連統計、予算ベース) (単 位:10億 ル ー ブル)

1970年 1975 1980 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991

歳入総額 156.7 218.8 302.7 390.6 419.5 435.5 469.0 374.0 429.9 ※250.2

歳出総額 154.6 214.5 294.6 386.5 417.1 430.9 459.5 494.8 489.9 ※278.8

収 支 2.1 4.3 8.1 4.1 2.4 4.6 9.5 ▲120.8 ▲60.0 ▲28.6

1991年 の予算は、連邦 と共和国が別建てとなった。表示 された数値は、連邦予算の額。

出所:外 務省 「日本 とソ連」

(3)経 済改革の歩み

ゴルバ チ ョフがペ レス トロイカを唱 えてか ら直 ちに経済改革に着手 したわけではない。 当初 は

機械産業 を中心 としての技術革新 に多 くの期待がか けられた。産業用 ロボ ッ トやNC工 作機 の導

入が生産性 を飛躍的に高 めるもの と信 じられたのである。 これは西側にけるエ レク トロニ クス革

命 を目の当た りにして、同 じことをソ連で も行 なお うとした ものである。 しか し、指令経済の も

とでは、導入 された新技術 は思 ったほどの効果 をあげず、 さ らに深刻な ことには他の企業 に新技

術が伝播す ることがなか ったのである。古 い技術の もとで容易に生産計画 を達成 して きた企業 に

とっては、新 しい技術 を採用 してうまくいかなか った り、 あるいは生産計画 自体が引 き上 げられ

た りしたのでは困 る。

ソ連の政策 当局 として も経済 システム 自体 に問題 があるこ とに気づか ざるをえな くなった。 こ

うして改革派 に政策案の立案が ゆだね られたのは1989年6月 である。

1989年 秋、 当時 ゴルバチ ョフ大統領 の経済顧問であったシャタ リンは、次 のように述べている。

「基本的問題 は効率 の低 さにある。 これは広範 にみ られ、われわれが今経験 してい る物不足 の原

因 となっている。 この低効率 は、成果の尺度 として効率や品質よ りも成長 や物量 を重視す る経済

体制 の固有の論理にね ざす ものである。何年 に もわたって、 ソ連経済 は生産 目標 を達成す るため

にます ます多量の資源(石 炭、石油、ガス、鉄鋼石 といった基本的な原材料)を 用いてきた。 こ

うした資源 を一層効率 よ く利用する とい う誘 因はなかったのである。大量 の資源 を供給す ること

が困難 になると、既に非効率 な生産部門に一層多 くの利用可能 な資源 を割 く政策が とられた。量

を重視す るという経済体制 の論理が建 設に も適用 された ことも原因である。過大な数 のプロジェ

ク トに着手 し、利用可能な投資原資が余 りに薄 くばらまかれたために、工場建設が完成 に至 る時

間は平均8年 ない し10年 とい うことにな ったので ある。投資へ資源をふ り向けた ことによ り、消

費財生産の割合が減 り、基本的 な社会的インフラス トラクチャー、すなわち住宅、保健、教育、

輸送 な どへの投資の割合 を減 らす ことになったのである。社会的部門への投資 の比率 は1975年 か

ら85年 の間に10ポ イ ン ト減少 している。今や こうした基本的問題の上 に、 もう一つの問題が生 じ

た。財政赤字 である。」

改革への シナ リオについてシャタ リンは次のように述べ ている。「財政赤字 削減のため、生産部

門 における投資 を減 らし、効率向上 に集中す る。社会的領域の投資は少な くとも今の比率 を維持
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する。防衛費 は大幅 に削減 され よう。防衛産業 は消費財生産 に転換 する。 い くつかの利益 のでな

い企業 は閉鎖 され よう。」

ソ連の改革派はこうして市場経済への移行 をめざして改革案の準備 に取 りかかる と同時に、西

側の専門家に検討 を依頼する。そのi舞台 となったのが ウイー ン郊外 にある国際機関IIASA(Inter-

nationalInstituteforAppliedSystemsAnalysis、 国際応用 システム研究所)で ある。 これには

西側主要国の専門家が協力 してお り、1990年8月 初旬 には政策 シナ リオがで きあが り、 これ をも

とにシャタ リン案 が経済改革委員会 の手で同年9月 公表 された。 したがってシャタ リン案 は国際

的に受 け入れ られやすい もの となっている。

1989年 末の状況では、 ソ連 において経済改革が実施 される見込 みはかな り高 かった とい える。

シャタ リン案作成 にあた った多数の ソ連専門家が その後政府 内の地位 についた ことか らもこれ は

いえよう。

改革案の骨子 はつ ぎの とお りである。

●ゴスバ ンクを改組 して、 中央銀行機 能を明確 に し金融政策 を担当させ ると同時 に、建設、住

宅、農業 を担 当してきた特殊銀行 を改組 して市 中銀行 を創設す る。

●大企業約400を 株式会社 に移行 させ る。中小企業、流通 ・サー ビスな どは設備の リースや共 同

組合 による経営 に移行 させる。

●価格 を自由化する。注意すべ き点 は これは価格設定 を企業 に任せ ることであって、政府が公

定価格 を引 き上 げることではない。 また市場経済の もとにおける価格 はこれ までの ような平

均費用 によってではな く、限界費用 によって決 まる ことになる。

●財政赤字がルーブル ・オーバーハ ング といわれ る過剰流動性の根本原因であることに鑑 みて、

財政収支の均衡 をめざす。 そのため政府補助金や軍備費 の削減 を行な う。

●ルーブル に交換性 を もたせ開放経 済 をめざす。

逆に避けるべ きこととして、政府 による価格 の引 き上 げ、貯蓄銀行への預金の一般会計への流

用、預金の凍結、消費者物価 の上昇 に ともな う賃金や社会保 障の自動的引 き上げ、などが指摘 さ

れた。 また、 ソ連経済 を一体 として運用す るべ きであるとして、共和 国ご とに中央銀行 をつ くっ

た り経済政策 を実施 した りす ることも避 けるべ きであるとされた。

しか し、「500日計画」として提出された改革案 はソ連最高会議 によって採用 されなかった。 「国

民経済の安定化及び市場経済への移行 に関す る基本 的方向」 として採択 された案 は、経済改革 を

否定 するものではないが、 そこでの規定 は極めて抽 象的であ り、いかなる政策 も容認 され うるほ

どの一般論 にとどまることにな り、 とて も政策案 とよべるもので はない。

1991年4月 に至 り、連邦 と共和 国 との対立、政治ス トの大規模化 と長期化、急速 に悪化す る経

済 情勢のなかで、 ゴルバ チ ョフ政権 は 「危機打開計画」をソ連最高会議 に提 出 した。商品 ・物 資

の流れ を阻害 している行政的 ・経済的障害 を除去することをね らう同計画の要旨は次の通 りで あ

る。

●単一の経済圏 として ソ連内で活動する企業 には最 も有利 な条件 が与 えられ るが、新連邦条約
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に調印 しない共和国 とは国際価格で決済 し、ルーブルの交換 レー トは商業 レー ト(公 定 レー

トの3分 の1)を 適用する。

●連邦予算 の構成 に関連 して、共和国および下級機関による物資や税金の流れ を阻害す る決定

は凍結 される。

●すべての政治 ス トを今年末 まで禁止する。

●下級機関 を上部機 関の決定に従わせる特別立法をする。

●24時 間操業が必要な発電、通信、輸送関係は特別 の取 り扱い とす る。

●協同組合の商業活動 を規制す る全ての制限 を撤廃 する。

●徐 々に私有化 をすすめ、第1段 階では全企業 ・機 関の10%以 上 を私有化する。

●10月1日 か ら段階的 に自由価格制度に移行する。

●通貨流通 に関 しては国立銀行が決定権 を持 つ。

●ルーブルの交換性 回復 を目指す。 そのための措置 はゆるやか に とる。

●輸入を今年末 までに10-15%削 減する。

昨年来検討 され てきた改革案に対 しては、現状維持 をね らう保守派の抵抗が強かったが、 もは

や事態 は改革か保守か といった次元 をこえて危機的段階 にはい った といえよう。 これ までの経過

は国民の合意に基づかない 「上か らの改革」いかに難 しいかを明 らかにした。危機的状況 のなか

で国民的合意が成立す るか否かがソ連 の今後 を決める ことになろ う。

(4)西 側の対ソ支援

西側の東側 に対 する経済支援は、 まず東欧 に対 して開始 された。1989年12月13日 に開催 された

G24閣 僚会議において、改革 に先行 したポーランド・ハ ンガ リー以外の東欧諸国において も改革が

実施 されれば これ を支援す る旨の合意が成立 した。ついで1990年2月5日 の外相理事会 において

ECと して東 ドイツ、チェコス ロヴァキア、ブルガ リア、ルーマニア、ユーゴスラヴィアに支援 を

拡大 する ことが表明 された。

具体的 な金融支援 は1990年 に入 って開始 され、構造調整 ・経済計画 に関す る合意 に基づ いて、

IMF、 世銀、ECな どか ら資金が供与 されている。 また、欧州投資銀行(EBRD)が 発足 した。

支援 に際 しては、投資、職業訓練、環境、食糧援助の4分 野が優先分野 とされてい る。

ソ連 に対する支援 は東欧 に対す るもの と類似の プロセスで行 なわれ ることとな ろう。 まずEC

に関 しては、1990年6月25日 の欧州理事会 において、ソ連の経済改革 に対す る支援 を表明 し、EC

委員会 に対 し短期の信用供与 と長期の構造改革支援 に関 しソ連政府 と協議するよう指示がなされ

た。その際、必要 に応 じIMF等 の国際機関 と協議す ることとされた。同年7月11日 の ヒュース ト

ン ・サ ミッ トにおける経済宣言では、IMF、 世銀、OECD、EBRDの4国 際機関に対 し、 ソ連経

済に関す る調査 と改革への勧告 を年末 までに行 なうよう要請 した。 この合同調査 の結果 は 「ソ連

の経済、要約 と勧告」 として12月 に公表 されている。 またEC委 員会 も同月、「安定化、 自由化、

権限委譲」 と題 してソ連経済 に関する報告書 を発表 した。
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ECに よる具体的な金融支援 も1990年12月 、欧州理事会 において決定 している。その内容 は、緊

急食糧援助(2.5億ECU)、 中期信用供与(3年 程度 をめ どとする食糧購入、5億ECU)、 技術協

力(1991年4億ECU)、 な どとなっている。

(5)ソ 連におけるビジネス環境

ソ連経済は これ まで米国および 日本 につ ぐ世界第3の 規模 を有 し大 きな可能性 を持 つ と考 えら

れてきた。工業水準 に関 して も一定の評価 を受 けてきた といえよう。

他方、ソ連 との経済関係においては従来 か ら、国営企業が当事者 であるこ とか らくる商習慣の

違 いや取引規模の違い、ルーブルに交換性 がない こと、社会的 インフラの不足、 ココムによる一

部製品の輸出規制、な どが障害 として指摘 されて きた。 ところが最近 はこれ に加 えて、 ソ連側 の

資金不足や代金支払い遅延、法令 の頻繁 な改定、連邦 と共和 国の主権争いか ら来 る事業主体 や責

任範囲の不明確 さ、な どが問題 となっている。 さらに経済社会 の安定 とい う最 も基本 的な要因が

損 なわれつつある。東欧諸国において債務 累積が問題 となった際 にも、 ソ連 に関 しては原油 ・天

然 ガスやレアメタルを始 め資源 に恵 まれている ことか ら、問題 とす る声 は出なかった。 しか しこ

れについてもエネルギー生産 の効率が著 し く低下 して きた ことが確認 された ことか ら、ハー ドカ

レンシーを獲 得する能力に不安がでてきている。

同時 にまた、 ゴルバチ ョフ政権の もとでの政治的 ・経済的改革 に ともなってプラス要因 も加 わ

っている。ソ連 がIMFやGATTな どの国際機関への参加の意志 を もち国 内の法令や制度 を国際

的なルールにさや寄せ しようとしている。改革案にはルーブルに交換性 を付与する ことや、直接

投資 の受け入れな ど、開放経済化が うたわれている。西側 との関係の改善 に ともない、 ココム規

制 も緩和 され る方向にある。企業や地方 に自主的な決定が任 される ことも、 これ まで よ り一層経

済 の実態に即 した取引 を可能にす るであろう。

問題 は不安材料が既に現実の もの となっているのに対 して、積極的な要因 はいずれ も将来の可

能性 に とどまることである。今 日の ソ連経 済環境 は、長期的 な可能性 をひめなが ら、短期的 には

現在 の政治的経済的混乱をいかに乗 り切 るかが最大の問題 である。以下 では、 い くつかの課題に

ついて検討す る。

ルーブルの交換性:長 期的 にはソ連が 国際社会のなかで経済活動を行 ってい くためにはルーブ

ルに交換性 を付与 することが必要であ る。 したがって、改革案 はいずれ も開放経済化 を目指す中

でルーブルの交換可能性 を必須条件 としている。 しか しなが ら交換性 の付与 には価格改定が前提

であ り、直ちにこれを実施 することは困難 である。

現状ではルーブルを外貨 に交換 する ことはできない。 ソ連の国 内価格体系 は長年の統制経済 の

もとで国際価格 とは大 き くか け離れた もの となって しまった。 ソ連国内にお いてす ら価格体系は

希少性 を反映する指標ではない。価格決定が希少性 を反映する限界価格 ではな く産業毎の平均価

格 に基づ くことと、社会的観点か ら種々 の補助金が導入 されている ことに よる。国内価格 と国際

価格 をつな ぐため、品目毎に定め られた外貨係数が用いられてきた。すなわち、外貨建て価格 に

一48一



公定ルー トを乗 じ、 さらに外貨係数 を乗 じた ものが、ルーブル価格 となる。 この外貨係数は1990

年11月 に商業 レー トが導入 され ると同時に廃止 された。商業 レー トは公定 レー トの3分 の1程 度

に定め られている。 また、1989年11月 か らは外貨オークシ ョンが導入 された。 これ は外貨 を有す

る企業 とこれ を必要 とす る企業が入札 によ りレー トを きめるものであ り、ルーブル はさらに弱 い。

最近で は合弁企業 も外貨 オー クションに参加す ることが認 め られたため、利益 を外貨 に交換す

る道 が開 けた。 しか し、 この方法ではルー ブルが弱 く不利なため、ルー ブル を再投資 した り、外

貨 を獲得で きる分野に用いた りすることが一般的である。外 国企業 は外貨建 て ・外貨払いの契約

を行 った り、バーター取引 を行 うことが一般的である。

外資政策:ソ 連は国内の資金不足 を補い、 また技術導入 を図るため、国内直接投資の受 け入れ

に熱心である。 これ までの経過 をみると、1987年1月 には既 に合弁企業 に関する規則が制定 され

ている。1988年12月 には、外国企業の出資比率制限の撤廃、役員 の国籍 に対す る制限の撤廃、な

どを行ない、一層の外資導入 を図った。改革案はいずれも外資受 け入れの積極化 をうた っている。

1990年 には約2,000件 の合弁企業が設立 されていたが、その大部分は ヨーロッパ地域 にある。こ

の うち実際 に事業活動 を行 っているものは小数に とどまると伝 えられる。

インフラス トラクチ ャー:社 会的インフラ として現代経済 において特 に重要な ものはコ ミュニ

ケー ション ・ネ ッ トワークである。 もう一つの典型的なインフラである輸送 について も、今 日で

は生産工場、倉庫、需要先へのオ ンタイムの配送、保険、な どを包含 した ロジスティック ・シス

テムの一環 となってお り、その機能 はコミュニケーシ ョン ・システムを抜 きに してはな りたたな

い。事務処理 の面 において も、経理や生産管理 ・在庫管理は もとより、卸売 ・小売、金融 ・保険

等 を始 め とす るアクティビティーが コミュニケーシ ョン ・システムによって一体 として機能 して

いる。

しかし、西側 におけるこうした技術動向 と対比 して、 ソ連 におけるコ ミュニケーシ ョン ・ネ ッ

トワー クの形成は非常 に立 ち遅 れている。 またネ ッ トワークの上 に形成 され るべ き各種 のデータ

ベースについても見 るべ き発展がない。制度的硬直性 と相 まって、 こうした面での立ち遅れが ソ

連経済の低能率 を招いた ということがで きよう。

デジタル通信に限 らず、通常 の音声 による通信 にしても、主要都市相互間で も回線数が極 めて

限 られている。そのためあ らか じめ通話 の申込 を行い、その上 かな り待 たされるのが一般的な状

況 となっている。

したが って ソ連経済 の再生が軌道 にのればコミュニケーシ ョン ・ネ ッ トワークの整備が前提 と

なろう。 コンピュータ、 フ ァクシ ミリ、交換機、通信回線 などの機器 その ものを始め、 これ らに

かかわるソフ トウエア、 データベース技術な どが対象 となる。他方、 コミュニケー ション ・ネ ッ

トワークの存在 を前提 とす る業務 は当面かな りの苦労 を強い られ ることは避 け られない。
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1-2デ ー タベ ースの動 向

(1)代 表的な情報サービス機関

ペ レス トロイ カ とグ ラス ノ スチの進 行 の中で 、次 第 に明 らか に な って来 た ソ連 にお け るデー タ

ベ ー ス ・サー ビスの現 状 につ き、 基本 的環 境 を調査 した 。

①lnternationalCenterforScientificandTechnicallnformation(ICSTI)

ICSTIは いわ ゆ る コメ コ ン加 盟 国 を主 体 として1969年 に設 立 され た、 国際 的 な情 報 機 関 で あ

る。 特 に科学 技術 情 報 を扱 い、 当初 チ ェ コス ロバ キ ア、 東 ドイ ツ、ハ ンガ リー 、 モ ン ゴル 、 ポ ー

ラ ン ド、ル ー マニ ア、 ソ連 が メ ンバ ーで あ ったが、1973年 に キ ュー バ、1979年 にベ トナ ム、1987

年 に北 朝鮮 が加 わ った。

各加 盟 国 よ り選 出 され た代 表委 員 に よって予 算 、運 営 計画 な どを決 定 してい る。基 本 的 に は コ

メ コ ン諸 国 で それ ぞれ運 営 され て い る情 報 シス テム の ゲー トウェ イの 役割 を果 た して いた が、 最

近 にお け る体 制変 化 に よ り東独 、ポー ラ ン ドが脱退 、更 にICSTIに ア クセ ス して利 用可 能 で あ っ

た 多 くのデ ー タベ ース が提 供 メニ ューか ら消 えた。現在 は ソ連 のVINITIデ ータベ ー ス主 体 にな

った よ うで あ る。

これ は、 サ ー ビスの 採算 性 お よびプ ロデ ュー サ ー機 関 が独 自に販 売面 に も進 出 し、 外貨 獲 得 に

乗 り出 そ う としてい るた めで あ ろ う。

ICSTIはRadioAustria、RadioFinlandを 経 由 して,海 外 の デー タ ベー ス ・ホ ス トを利 用 す

る途 を もっ てい る。 この 形 式 は1979年 頃 か ら開始 さ れ た。 また 西 側 で 構 築 され た デ ー タベ ー ス

INSPEC、COMPENDEX、EMBASE、PTS、PROMTと か、国際 協 力 の下 に構 築 され て い るINIS

な どを磁 気 テー プ で輸 入 し、 自か らホ ス トとしてオ ン ライ ン提 供 を行 って い る。 但 し、 通 信 回線

上 の 問題 か ら全 国 ど こか らで もア クセ ス出来 る状 態 には な って いな い。

②AllUnionlnstituteforScientificandTechnicallnformation(VINITI)

VINITIは1952年 設 立 され た ソ連 最大 の科学 技術 情 報 セ ンター で、海 外130ヶ 国66種 の言語 に よ

る定期 刊行 物 を査 読 し、 重 要論文 ・記 事 の抄 録 を作 成 して い る。 年 間120万 件 の ア ブス トラ ク トは

分 野 別 に28種 の シ リー ズ と して刊 行 され る と共 に、約100種 類 の コ ン ピュー タ可読 磁 気 テー プ と し

て も発 売 され て い る。

これ がい わ ゆ るVINITIデ ー タベー スで、基本 的 に ロ シア語 で あ る。英 国のMaxwellInforma・

tion社 との合 併 に よ る翻 訳作 業 の成 果 として1991年 末 に は一部 の デ ー タベ ー ス が英 語 で提 供 開

始 の予 定 で ある。Maxwell社 は これ に3,500万 ドル を投 資 す る と見 られ て い る。

③ その他

TheInstituteforSociologicallnformation(INION)は 人 文 科学 分 野 で12種 のデ ー タベ ー ス

を構 築 して い る。 またGPNTBが コ ン ピュー タ ・プ ロ グ ラム、 図書 館情 報提 供 を行 って い るが 、
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詳細 はまだ判 っていない。特許 と商標 はPOISKが サー ビスを行 っている。

前述 したソ連 のデータベ ース・サー ビス機関は、DIALOG(米)、QUESTEL(仏)の ように総

合的なメニューを揃 え、海外 にもひろ く提供す る形は とっていない。言語 あるいは社会構造上の

制約 もあろうが、基本 的 には情報 サー ビス事業 その ものが未発達であるということであろう。

(2)ソ 連の情報政策

欧米および 日本 に比較 してソ連の情報市場 は大幅に遅れてお り、規模 は末だ小 さい。そ して実

際にサー ビスはされているが一般 に利用不可能、すなわち、限定 された範囲の利用 に とどまって

いる例が多い。

これ らの問題点解決 をめ ざし、 ソ連科学技術委員会(GKNT)と ソ連 国家 コンピュータお よび

情報委員会(GKVTI)が 、 ソビエ ト最高会議 との連携の もとで、紀元2005年 までに情報 に関す る

各種 基盤整備 と振興政策 を行 な うことを決 め、1,000億 ルーブルの投資がなされ ることにな った。

それで もこれは実際 に必要 とする金額の25%で あるといわれている。

基本的な情報政策 は次の通 り;

① 競争力 を持つアプロー チで コンピュータ、通信、 そして電子情報産業全般の技術 レベルを引

き上 げる。

②国際的な会議 ・セ ミナーにおいて、企業あるいは大学間の情報分野 における国境 を越 えた協

力の奨励。

③国際的な規格(ISO、CCITTな ど)を ソ連的 に手 を加 えることな く、その まま国際標準規格

として認める。

④電気通信がすべてのイ ンフラス トラクチャーの中で、極 めて重要であると認識 する。

(3)ソ 連 のデ ー タベ ー ス構 成

現在、 ソ連が主に磁気 テープで市場 に提供出来るのは、比較的少数の科学、産業 そして通商 に

関す るデータベースであ る。

その中ではVINITIの 構築 した科学技術情報が圧倒 的多数 を占め、 この他にフル テキス ト・数

値 などのソース情報 デー タベースがあるといわれている。
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表1ソ 連の数値デー タベースの例

プ ロ デ ュ ーサ
デ ー タ量

(メ ガ バ イ ト) 内 容 年 代

VMCMV 200 材料と物資 1990

VNICMV 100 新材料 1989-1990

VNICMV 100 ガスと液体の熱物理学データ 1985-1990

IVTAN 200 材料と物資と熱力学データ 1975-1990

MOSCOWUNIV. 100 気体力学の物理化学データ 1988-1990

VINITl 4,000,000 化学物質の構造データ 1975-1990

出所:デ ー タベース白書1991

表2ソ 連 の主要科学技術デー タベ ース

プ ロデ ュー サ デ ー タベ ー ス 数 主要分野 レコー ド件数(概 算)

VINITI 230 農業,医 学.建 設を除く科学技術全般 10,000,000

VNTICentre 4 科学技術 1,800,000

VNTICentre 1 研究機関 30,000

INION 14 人文科学,社 会学,歴 史 1,000,000

VNHKI 4 規格 300,000

VCP 1 翻訳出版物 300,000

GPNTB 8 科学技術 150,000

VNIIPI 6 特許,発 明 10,000,000

出所:デ ータベ ース白書1991

表1お よび2に あるデータベースは、言語 ・通信回線上 の問題点 は残 しなが らも、一部が ドイ

ツのGBI社 との協力関係成立で海外提供 を開始 した との情報が ある。

一 方、新聞通信社系データベースは、政府の公式記録、新聞発表な どを中心に構築が進み、表

3に 見 られる如 く限 られた数の端末ではあるが、接続 されオンラインサー ビスが行われている。

表3ソ 連の公式ニ ュース ・デー タベース

プ ロデ ュ ーサ
デ ータ 収録量(メガ 接続オンライ

ペース数 バイト) ン端末数

TASS 12 2,500 400

APN 3 1,500 100

GOSTELERADIO 2 1,200 50

PRAVDA 1 200 20

IZVESTIA 1 400 20

出所:デ ー タベ ー ス 白書1991

新 聞 情報 に関 しては、 ソ連 にお い て も フ ァク シ ミ リを利 用 した速報 サ ー ビス事 業 を開始 す る動

きが あ り、既 に米 国で ス ター トしてい るTimesFax、FaxfromWashington同 様 立 ち上 りが早 い

と予 想 され る。但 し、 ここで も通 信 回線 問題 が解 決 しない 限 り、 国際 的 な提 供 に障 害 が立 ちは だ

か る こ とにな る。

な お ソ連 で利 用 され てい るFAX機 器 は殆 ん どすべ て 日本 製 で あ る。
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(4)通 信 の イ ンフ ラス トラ クチ ャー

これ まで数 ヶ所で指摘 した通 りソ連の通信 回線 は、品質 ・サー ビス共 に良 いとは言 えない。事

実、わが 国か らモスクワにFAX送 信 しようにも、時には一 日中不可能な場合 もある。

日ソ両 国だけの問題でな く、社会基盤 として整備の必要を認識 した ソ連側 は、最近 になって通

商法の改正 を行い、通信回線分野で西側企業 ・投資家たちの進出する路 を開いた。

しか し、データベース ・サー ビスに不可欠の公衆網 によるパケ ッ ト・データ通信サー ビスは未

だ一般的 ではない。殆ん どが省庁 ・機関 による専用回線ネ ッ トワークが利用 されている。

(例)SYRENA民 間航空省

EXPRESS鉄 道輸送省

ACADEM-NETソ 連科学アカデ ミー

IASNETソ 連 国家 コンピュータお よび情報委員会

西側の データベース ・ホス ト、DIALOG、InfoLine、Data-Starな どはVINIPAS回 線 を通 じ

て も利用出来 ると言われているが、 ソ連側 に交換可能外貨 の手持 ちが無い ことが最大 のネ ック と

な り、海外のデータベースに対する根 強いニーズがある割 には利用が進 んでいない。

海外か らアクセス出来 る電子メイル ・サービスは、全 ソ応用 自動化 システム研究所が実験的 に

1990年 よ り開始 してお り、約400機 関 ・個人が参加 している。 この他、大学 ・官公庁が結ばれてい

る国際的なBITNETに 若干の ソ連側機 関が参加 しているが、 その数 は明確でない。

(5)CD-ROM

通信 回線 にオ ンライ ン・サー ビス上 問題がある地域では、CD-ROMの 利用が望 まれる。事実 ・

中国、中近東 をはじめ、い くつかの途上国 においてデータベース系CD-ROMの 活発 な利用が始 ま

ってお り、データベース、プロデューサーの中にはオンライ ンを先進 国、CD-ROMは 途上国向け

として販売戦略 を立 ててい る所 もある(例 、CAB)。

ソ連 ではまだCD-ROMの 採用 は始 まっていな。極 く一部実験 的な もの はあるが、本格化 は当分

見込 めない と思われる。第 一にソフ トの制作が未だ行 なわれていない こと。次いでハー ド輸入 に

必要な外貨の不足が理由である。反面、 この2点 が解決 した場合 のニーズは非常 に高いであろう

ことは容易 に想像がつ く。

(6)ソ 連 の デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス今後の動 向

外 貨 獲 得 に向 け各機 関 が独 自に外 国 の諸機 関 ・企業 と直接 交渉 が 出来 る よにな った た め、 ソ連

の デ ー タベ ー ス ・サー ビス機 関 もペ ー ス は遅 いが海 外提 供 を開 始 しは じめ た。VINITIとMax・

wellInformation社(英)と の合1井、GBI社(独)と の提供 で あ る。

しか し諸 般 のイ ンフ ラス トラ クチ ャー、例 えば デー タ通信 、ハ ー ドウ ェア、 ビジネ ス感 覚 な ど、

西側 諸 国 との相 違 が大 き く、加 えて交 換 可能 通貨 不足 は、 ソ連 の デ ー タベ ー ス ・サー ビス を、 か
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ってわが国が辿 ったような急速 な発展 と同一の軌跡の上 に置 くことを不可能 としている。

デー タベースのメニ ューについては、既に米国を中心 に英 ・仏な どにより、競争力のあるベ ン

ダーが、高品質のデー タベ ースを、高水準のサポー トとマーケティングで提供 している。 い ます

ぐソ連のデータベースが、 これ らと対抗す ることは これ また不可能である。

ただ、 ここで注意 しておかなければな らない ことは、 ソ連が もつ科学技術分野における潜在力

である。 この領域では、全世界 の40%の 研究者が ソ連 によって占め られていることである。 ここ

か ら生産 される科学技術情報は、今後 ソ連 内部の諸問題の解決が情報サー ビスにかかわる分野に

も及 んだ とき、海外か らも歓迎 される質 と量 をもったデータベース となって輸出され るようにな

ろう。

これを見越 して西側の大型ベ ンダーの 中には、 ソ連のデータベ ース製作機関 との コンタク トを

強 めたい とする動 きもある。 この面では、か ってICSTIそ の他で密接な関係 を持 っていた、旧・

東 ドイツの情報スペ シャリス トを抱 えた ドイツの今後が注目され るところである。

1-3通 信 のイ ンフ ラス トラクチ ャ

(1)概 況

ソ連 はその広大な国土 と厳 しい自然環境のため、 また、徹底 した中央集権 のため、大都市 とシ

ベ リアなどの辺境地域 とで は電気通信設備の設置状況 に非常 に差が ある。例 えば、人 口100人 当 り

の電話端末数 は全国 レベルでみる と13端 末だが、モスクワ、 レニ ングラー ドなどの大都市では60

端末であるのに対 し、 シベ リアでは1端 末 であ り、中央集権の弊害が他 の東欧諸国同様、現われ

ている。

また、ネ ットワークの老朽化に基づ く劣悪 な回線 品質や極度 に低 い接続率が指摘 され る一方、

国際通信料金の高 さが挙 げ られ る。

(2)現 状

① ネ ッ トワー ク

光 ファイバー ・ケーブル は、幹線 としては ミンスク とレニ ングラー ド間のみで後 はアクセス ・

ラインとして使われているにす ぎず、一部のネ ットワークはい まだに1907年 にEricsson社 によっ

て敷設 された銅線 であ る。交換設備 は1960年 代に開発 された クロスバー交換機が主力 となってお

り、究 めて老朽化 している。国際ダイヤル通話の接続率 は27%に す ぎず、 これ まで情報セキ ュリ

ティの点か ら電話番号管理 がほ とん ど行 われていない。

老朽化 した電話ネ ッ トワー クの代わ りに電報 に対す る需要 は多 く、テ レックスも利用 されてい

る。

② データ通信市場

ソ連のデータ通信市場 は他の先進諸 国 と比較する とまだ創世期の段階である。 データ通信端末
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機器市場は1990年 の6億8,500万 ドル ら45.3%増 加 して1995年 には9億9,500万 ドルが見込 まれ、

2000年 には12億4,000万 ドル、2005年 には15億4,200万 ドル と予想 されている。

③組織体 系

監督官庁は ソ連郵電省(MinistryofPostsandTelecommunicationsoftheUSSR)、 運営体

は各共和 国PTTが 共和 国内におけるすべての電気通信政策、ネ ッ トワークの調達、設置、運用 に

関 して名 目上の責任 を負 っている。また、共和国PTTは 共和国内における電話機やPBXを 含 む

すべての機器提供 について完全独 占権 を有 しているが、電気通信政策全般 と長距離通信 に関す る

共通政策は ソ連郵電省の承認事項 となってお り、実際上電気通信 に関す ることはすべて連邦政府

レベルでコン トロールされている。

連邦 と共和 国の権限の切 り分 けについては、バル ト3国 を初 め とする共和 国の独立運動に伴 な

い、共和国独 自の積極的 な動 きが現われ始めている。 これ まで連邦の責任 とされて きた国際通信

について もアルメニア共和 国を筆頭にモスクワの老朽化 した国際交換機 を経由 しない独 自のルー

トを設置 する傾 向が現われてきてお り、 これは設備ベースにおける西側企業 との ビジネス展開や

移動体通信 など共和国内の通信イ ンフラ改善 における西側企業 とのJV事 業 の開始等 にその傾 向

が見受 けられ る。

(3)整 備計画

①電話端末機 を4,000万(現 行)か ら6,000万(2005年)ま で増設。

②ネ ッ トワー クのデジタル化 を推進。

③91年 末に新国際交換機 をモスクワに導入。(国 際回線数 は現在の2倍 へ)

④91年 末にフ ァクシ ミリ端末の国内生産 を開始。

⑤TSL(ソ 連横断光 ケーブル)の 建設。
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2.東 欧諸国における経済基盤 と情報サービスの動向

2-1東 欧諸国の経済基盤

(1)は じめ に

'89年後半 に劇的 に加速 した東欧 にお ける政治の民主化への動 きは
、'90年 に入 り、 自由選挙実

施、非共産党政権樹立、独統一達成 を経 て落 ち着 きを見せ、'90年 後半になる と経済改革の成否 に

東欧 内外の関心 は移 って きている。

東欧諸 国では、戦後40年 間の東西冷戦 による経済疲弊は著 し く、加 えて、計画経済か ら市場経

済への体制転換 とい う近代社会がかつて経験 した ことのない変革 を伴 うため、改革 はきわめてゆ

るやか との印象 は免 れ得 ない。 しか しなが ら、独統一により一 日にして西側経済 システムに組 み

込 まれた旧東独 を始 め、東欧 における経済改革 の先駆者ハ ンガ リー、'89年 に急激 な改革 を実施 し

たポー ラン ド、'90年 に入 り新政権の もとで改革への一歩 を踏み出 したチ ェコスロバ キア等、改革

の進展等に程度の差 はあるものの、各国民 のコンセ ンサスを得た市場経済下 での経済再建 が始 め

られている。同時に、ECを 中心 とした西側支援 も活発化 している。

表1'90年 における東欧諸 国の政治動向

国 月 動 向

3 ・自由選挙。CDU政 権樹立

旧 東 独 7 ・東西両独通貨同盟

10 ・独 統一

6 ・自由選挙。市民 フォーラム政権樹立

チ ェコス ロバ キア 7 ・消費財価格一部改定実施

10 ・民営化法案可決

ポ ー ラ ン ド
1 ・経済安定化計画実施

7 ・民営化法案可決

3 ・自由選挙。民主フォーラム政権樹立

ハ ン ガ リ ー 5 ・国家再生プログラム発表

9 ・民営化計画発表

5 ・自由選挙。救国戦線評議会政権樹立

ル ー マ ニ ア 6 ・市場原理導入政策発表

9 ・民営化法案可決

ブ ル ガ リ ア
6 ・自由選挙。社会党政権樹立

10 ・経済改革計画発表

ユ ー ゴ ス ラ ビ ア
4 ・スロベニア共和国にて自由選挙実施

7 ・複数政党制移行

ソ 連
3 ・共産党一党独裁、党の指導制放棄

10 ・経済再建計画可決
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表2東 欧諸国の主要経済指標

国
項 目

旧東独 チェコスロバキア ポー ラ ンド ハ ンガ リー ルーマ ニア ブルガリア ユーゴスラビア ソ 連 米 国 日 本

人 口(脇 百 万 人) 16.7 15.6 37.8 10.6 22.9 9.0 23.6 286.4 246.3 122.6

面 積(千 ㎞) 108 128 313 93 238 111 256 22,402 9,373 378

GDP(88,10億 ド ル) 155 119 207 69 95 51 62 1,590 4,847 2,849

一 人 当 りGDP(千 ド ル) 9.3 7.6 5.5 6.5 4.1 5.7 2.6 5.6 19.7 23.2

1日 本 一…
40 33 24 28 18 25 11 24 85 100

貿 易

('89,億 ドル)

輸 出 173 145 132 96 113 160 134 1,092 3,644 2,752

輸 入 173 143 101 88 84 149 148 1,146 4,729 2,108

貿易収支 0 2 31 8 29 11 ▲14 ▲54 ▲1,085 643

対 外 債 務('89,10億 ドル) 2L2 6.9 41.0 20.6 1.0 9.5 18.2 48.0 一 一

産 業 構 成 比

('88,%)

鉱 工 業 63.7 60.6 48.2 50.1 62.1 59.2 45.2 42.7 34.0 40.5

農 林 業 10.4 7.1 14.0 13.8 18.3 13.1 11.2 22.8 23 2.8

そ の 他 25.9 32.3 37.8 36.1 19.6 26.7 43.6 34.5 63.7 56.7

鉱工業 生産指 数

(前年同期比%)

'89
3.7 1.0 ▲2.8 ▲2.0

一 L1 1.0 L7 2.6 6.1

'90 ▲48.1

(7～9)

▲2.0

(1～6)

▲3L2

(4～6)

▲9.6

(1～6)

▲22.0

(1～7)

▲9.7

(1～8)

▲2.0

(4～6)

▲0.9

(1～9)

2.2

(7～9)

3.4

(4～6)

電話加 入者数(人/百 人) 9.8 12.5 7.0 7.2 6.4 15.1 1L7 10.5 50.3 38.1

乗用車生産台数(台/千 人) 13 11 8 0 6 2 9 5 29 65

民 族 狐
チェ コ人

スロバ キア人
ポーラン ド人 マジャール人 ルーマニア人 ブルガリア人

セルビア人
ロシア人

スロベニア人他

宗 教 プロテスタント他 カトリック他 カトリック他 カ トリック他 ルーマニア正馳 ブルガリア正教他ギリシャ正教他 ロシア正教他

(2)潜 在的マーケ ットとしての東欧

表3は 東欧 ・ソ連 の 市場 規模 を人 口、GDPで 見 て い る。 東欧7か 国(旧 東独 、 ポ ー ラ ン ド、 チ

ェコ ス ロバ キ ア、 ハ ンガ リー、 ルー マ ニ ア、 ブル ガ リア、 ユ ー ゴ ス ラ ビア)の 人 口 は、合 計 で ほ

ぼ 日本 に匹敵 し、 ソ連 を含 め る と約4億 人 とい う大市 場 で あ る。 また西 側 推定 に よる東欧7か 国

のGDP合 計額 は ア ジア と肩 を並 べ、ソ連 を含 め る とECの2分 の1に 相 当 し、潜在 的 マ ー ケ ッ ト

として期待 は大 きい。

表3人 口 ・GDPに み る東 欧 ・ソ連 の位 置('88年)

地域
項目

東 欧
7か 国

ソ 連 EC 米 国 ア ジ ア 日 本

人口

(百万人)
⑪

136.3

⑳

286.4

⑯

324.7

⑳

246.3

⑩

376.0

⑪

122.6

GDP

(10億 ドル)

⑳
757

⑯

1,590

⑩

4,774

⑩

4,847

⑳
586

⑩

2,849

注:1.ア ジ アは韓 国 ・台湾 ・香港 ・シンガポ ール ・マ レー シア ・タイ ・フ ィ リピン ・イ ン ドネ シ

アの8か 国合 計

2.東 欧 ・ソ連GDPは 公 定 レー ト、 西側GDPは 年 平均 レー トに よ り算 出

3.○ 内 は、 日本 を100と した時 の、各地 域の比率

資料:CIA、OECD、IMF
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(3)欧 州政治体制のうね り

まず政治経済改革上の着眼点 として、東西冷戦体制崩壊後 の欧州政治動向 について現状 と注目

点 を見てみた い。

1)諸 国間の統合 と構造変化

図1は 、'89年 以降急激 に進展 しつつある東西欧州 の経済 ・政治的統合動 向をまとめた もので あ

る。西欧 においては、①EC市 場統合、②欧州経済地域、西欧・東欧にまたがる もの としては、③

独統一、④欧州協定、⑤ ドナウ ・ア ドリア経済圏構想 、全欧規模の政治改革 として、⑥全欧安保

協力会議(CSCE)等 が実施 、 または計画 される等、'90年 代には新たな経済圏が形成 される動 きが

見 える。 この うち西欧 において着実な進 展 をみせてい る動 きが'92年 末 目標のEC市 場統合で あ

る。ECで は通貨同盟、政治統合へ とます ます加盟国間の結束は強 まる方向にあ り、今後共欧州 に

おけるECの 政治、経済の中心的役割は大 きい。また西欧では、EC、EFTA諸 国を含 む形 で欧州

経済地域創設 への動 きが進 んでお り、西欧内の経済的結びつ きは強 まる方向 にある。

②欧州経済地域(EEA}

③独統一

①EC市 場統合

=
L

統一(亘[i動

壁L」 〔三㌃'

〕
匿竺ぎ'

ノ

'

ソ連

一
r

⊂∋l
i
'

ルーマ ニア

ブル ガ リア
,,・

働 」嵩'慧 讐 蹴 i

」

コ メ コ ン

'

,1!一 ラ ン ド

ー 〔、(準加 盟協定)

◎
③

⑥全欧安保協力会議

分類 動 向 参 加 国 今 後 の 見 通 し
EC市 場統合 EC加 盟12か 国 ・通貨同盟を創設するとともに、政治統合 に

西
①
('92年 末 まで) 向けて前進
欧州経済地域 EC加 盟12か 国 ・基本的合意はなされるものの交渉は難行中

② (EEA) EFTA加 盟6か 国 ・オース トリア等EFTA加 盟 国が単独 で

欧 ('92年 末 まで) リ ヒテ ンシュタ イ ン ECに 接近する動 きもある。

独統一 旧西独、旧東独 ・短期的には旧東独中心に混乱

西 ③ ('90.10.3)
・長期的には欧州政治、経済でのプレゼンス
拡大

欧 欧州協定 EC一
'チ
ェ コ ・長期的(西 側システムと同質化 し、西側 と

('91年 交 渉 開始、 ポーラ ン ド 経済力が接近 した時点)に は、EC加 盟の可
● ④

'92年 末 まで に締結)
、ハ ン ガ リー 能性有り

・他東欧は、西側 と同様の政治、経済 システ

東 ムを確立した時点で交渉開始

ドナ ウ ・ア ドリア イタ リア、オー ス トリア ・旧ハプスブルグ帝国の復活
欧

経済圏構想 チ ェ コ 、 ハ ン ガ リー ・毎年サ ミッ トを開催 し、大規模 プ ロジェク
⑤ ユ ー ゴ トの検討を行 うものの、将来的には発展解

消

全 全欧安保協力会議 欧州32か 国 ・'90.11.21パ リ憲章採 択一軍縮 推進 、城内紛

⑥ (CSCE) 米 国、 カナ ダ 争調停
欧 ・「欧州共通の家」構想の実現

注:1.① ～⑥ は上図①～⑥ に対応

2.① 、③、⑥は、実施済み、もしくは具体的スケジュールが決 まっているもの

図1.欧 州 諸 国間 の統 合 と構 造変 化
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西欧 ・東欧間の動 きで特筆すべ き動向は、'90年10月3日 に達成 した独統一で ある。当面、旧東独

の経済再建の過程 で混乱 も予想 されるが、統一 によ り独 はECに おける政治的、経済 的地位 がさら

に高 まり、加 えて独 は従来 よ り、東欧 との関係が深 い国であ り、今後独 を中心 にEC－ 東欧間の関

係 は緊密化 する と考 え られる。さらに、ECは 東欧 のチェコス ロバキア、ポーラン ド、ハ ンガ リー

との間で経済、文化面での交流を高 める目的で欧州協定締結 を計画中であ り、この面か らもEC－

東欧間の貿易拡大、経済支援強化が進展す るもの と考 え られる。将来的 には、 これ ら東欧諸 国の

EC加 盟 も検討項 目に挙 げられる可能性 はあるが、現状では経済格差 が大 きく加 盟 は当面考 えに

くい。 さらに、東欧の過去の位置付けを象徴する動 きとしては、旧ハプスブルグ帝国所属国によ

る経済圏創設の動 きがある。

全欧 においては、 ソ連 ゴルバチ ョフ大統領に よる 「欧州共通の家」構想の実現 とも言 うべ き、

パ リ憲章'90年11月21日 全欧安保協力会議(CSCE)に てが採択 された。 これ によ り、欧州にお ける

軍事面の東西対立 は解消 された。

2)コ メコン体制の崩壊 と混乱

次 に、従来の東欧 ・ソ連諸国間の通商 ・産業関係 の基本的体制であるコメコン(COMECON:

共産 圏経済相互援助会議)の 動向について見てみたい(表4)。

'49年に発足 したコメコン体制は
、'90年1月 第45回 総会 にて従来の貿易体制 の原則 を変革 し、市

場原理を基礎 とした自由貿易体制に向 け始動 した。

まず決済方法面では、従来 より東欧 ・ソ連諸国間の貿易は帳簿上だけの通貨である振替ルーブ

ルによる決済 を していたが、'91年1月 を目処 に段 階的にハー ドカ レンシーによる決済 を導入 す

る。価格、貿易量の面では、従来は、各 国の5か 年計画 に基づ き2国 間協定 によ り公定価格、貿

易量 を毎年調整 していたが、今後、ハー ドカレンシーによる決済が導入 されるに従 い、価格 は国

際市場価格 に移行 し、貿易量 も各国各企業 の自主計画 に基本的に依存す ることになる。 この様な

コメコン体制の変革 によ り、東欧諸国の貿易 システムの調整が急がれる。

表4コ メコン体制の変革内容

従 来 の 体 制 め ざ す 方 向

決済方法

・振替ルーブルによる決済

(貿易収支を台帳にルーブルで記入 し、

年末に帳尻 を合わせる方法)

・ハ ー ドカ レンシーに よる決済

('91年1月 よ り、段 階的 に実施)

価 格
・ルーブルによる公定価格を毎年調整 ・ハ ー ドカ レン シー による国際市場価 格

('91年1月 よ り段 階的 に実施)

貿 易 量
・各国5か 年計画に基づ き、2国 間協定

により毎年調整

・各国、各企業の自主計画に依存
・事前調整なし

注:コ メコンーCOMECON:共 産圏経済相互援助会議
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3)東 欧企業の西側への期待 の高 まり

コメコン体制 の崩壊 は、東欧企業の活動 にも測 り知れない影響 を与 えてい る。

従来は、 コメコン諸国内の分業体制に より、 コメ コン諸 国への貿易供給量が計画 され、表5に

示すように、Videoton社 では売上高の51%、Tungsram社 では21%が コメコン諸国 に輸出 されて

いた。 しか し今後、 コメコン体制の崩壊 によ り、 これ ら企業 に代表 される東欧企業は コメコン諸

国に対 して も西側 に対 して と同様 に、ハー ドカレンシーによる国際市場価格 での事業が必要 とさ

れ るため、ハー ドカレンシーが得やす く、市場が大 きな西側への輸出に期待が高 まると考 えられ

る。 また、海外市場参入 に際 しても、従来、マーケティング、営業活動 の経験が ほとんどない東

欧企業は、 その手法 を得 るために西側企業 との結びつきを強め ると考 えられる。

表5東 欧企業の西側 との関係('88年)

ぎ Videoton(ハ ン ガ リ ー) Tungsram(ハ ン ガ リ ー)

売 上 高 21,563百 万 フ ォ リン ト(411百 万 ドル) 15,647百 万 フォ リン ト(298百 万 ドル)

輸 出 比 率 66% 75%

コメコン内

輸 出 比 率 ⑪% ⑪%

取 扱 い製 品 家電、コンピュータ、業務用エレク トロニクス機器 電球、真空機器、電子製品

資料:各 社 アニ ュアル レポー ト

(4)市 場経済への転換下での経済再建

東欧 では、戦後40年 間続 いた東西冷戦 によ り、経済 は疲弊 し再建 に向 け模 索中である。 それは

同時に、共産党主導の中央計画経済か ら、市場経済への移行 を伴 う、大作業である。

1)東 欧 における市場経済移行上の課題

東欧諸国は、従来 中央計画経済体制 を とって きたため、市場経済移行過程で抱 えている課題 は

ほぼ各 国共通であ る。す なわ ち、計画経済か ら市場経済への移行 の主た る変化は、経済活動 にイ

ンセ ンティブを持たせ るた めの生産手段の全面的な国有化放棄、企業活力の向上 を目指 した、企

業活動 の自主独立 と自主権 拡大、需給バ ランスの調整 を図 る価格統制の廃止の3点 である。東欧

諸国では程度の差 はある ものの、国営企業の分割 ・民営化、企業への直接貿易権の付与、価格 自

由化等政策が具体化 しつつ ある(表6)。 その うち、東欧国民の市場経済移行 の実感 を喚起す るの

が価格 自由化の動 きである。例 えばチェコスロバキアでは、'90年5月 の西側 か らの輸入製品 を価

格面か ら購入 しやす くした 自由化か ら始 まり、'90年7月 には食 料品に対す る補助金が廃止 され、

同年9月 以降 には補助金の削減 によって公共料金の値上げが実施 されている。補助金は、社会主

義政権の基盤 とも言え、国民の生活安定に寄与 して きた こともあ り、 この廃止、削減 は東欧国民

の市場経済へのいわば脱 皮 を意味する。同時に これはインフレ問題 を生 む ものであ り、経済運営

の手腕 にかかわ らず経済の混乱 は当面不可避であろう。要するに、東欧諸国に とって市場経済移

行 は、頭では理解 し長期的 には意義を認めていて も、ふ ところでは痛みを感 じ、短期的 に発熱を

伴 うものである。
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表6東 欧における市場経済移行の概要

計
画
経
済

労働力、資金、財供給等生

産手段の国有化
国家計画に基づく企業活動 価 格 統 制

イ ンセ ンテ ィブ 申 需 給 バ ラ ンス

市
場
経
済

生産手段の全面的国有化放

棄

企業活動の自主独立と自主

権拡大
価格統制の廃止

具
体
的
政策

例

・資産、土地の私有化
・国営企業の分割、民営化
・証券市場の創設

・銀行制度改革

・企業の独立採算制の導入

・企業への直接貿易権付与

・外資の導入

・自由貿易地区の設置

・価格補助金撤廃

・価格自由化

・輸入規制緩和

・通貨交換性の導入

(5)東 欧諸国の対外債務状況

東欧諸国が経済改革を進 めなが ら、返済遅延 を生 じることな く対外債務支払 いを継続す るには、

多大 の困難 が伴 う。東欧ではポーラン ド、ハ ンガ リー、 ブルガ リア等の国の債務負担度が ブラジ

ル、アルゼ ンチン等の中南米諸国並み に高 くなってお り、 これ らの国の支払い能力 は非常 に低 い。

一方、ルーマニア、チ ェコスロバキアは比較的債務 負担度が低い(表7)。

表7東 欧諸国の対外債務状況('89年)

国 ポー ラン ド ハ ンガ リー
チ ェコスロ

バ キ ア
ブルガ リア ルー マニ ア ソ 連

対 外 債 務 410億 ドル 206 69 95 10 480

純債務/対 西側輸出 532%△ 326△ 95◎ 263△ ▲1◎ 1130

注:純 債務/対 西側輸出一△:200%以 上

○:100～200%

◎:100%以 下

重債務国(例:ブ ラジル、アルゼンチン)

中債務国(例:ギ リシャ、ウルグアイ)

軽債務国(例:韓 国、中国)

資料:OECD、 世 銀
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(6)国 際金融機関の東欧債務問題への対応

東欧諸国 は現在巨額の債務 を抱 えてお り、 さらに今後の経済改革の途上で多額の資金 も必要で

ある。 こうした状況に対 し、IMF、 世銀等の国際金融機関、 そして西側各 国か らの資金援助、債

務の繰延 といった措置が講 じられてい る(表8)。

しか しなが ら、旧東独のみ取上げて見て も、今後経済改革には10年 間で6,300億 ドルの資金が必

要 と見込 まれてお り、東欧経済改革 に要する資金量 は先進国間で見積 り途上 にあるが、現時点 で

示 されている資金援助は未 だ不充分であ る。

表8国 際金融機 関の東欧債務問題への対応('90年)

機 関 対 象 国 金 額

資
金
援
助

IMF

ポ ー ラ ン ド 723百 万 ドル

ハ ン ガ リ ー 260

ユ ー ゴスラ ビア 598

世 銀 ポ ー ラ ン ド 360

債務繰延 西側主要債権国 ポ ー ラ ン ド 9,400

注:1.東 欧 市場経 済移行 に要 す る資金額 は、先進 国間で見 積 り途上 にあ る

2.旧 東 独 の同必要費 金額 は1兆 マル ク(6,300億 ドル/10年)と 見込 まれ てい る

資料:独 フ リー ドリヒ ・エーベ ル ト財 団、 日興 リサーチ。
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2-2デ ー タベ ースの動向

(1)情 報化の概況

1949年 、 ブルガ リア、チ ェコス ロバキア、ハ ンガ リー、ポー ラン ド、ルーマニア、およびソ連

によ り社会主義諸国間の相互経 済援助 に関 する協定が発効 した。 いわ ゆるコメコン体制である。

その後アルバニア(1949年)、 東 ドイツ(1950年)、 モ ンゴル(1962年)が これに加盟 したが、東

欧諸国の情報化はコメコン体制 と共 に進行 した と言われる程、密接 な関係 を持ちつつ、 ソ連主導

下 で展開された。

1950年 までは、戦後政治体制が未だ確立 の基盤 も弱 く、科学技術情報 分野の協力 に関 しては見

るべ きものはなかった。

1951年 に初 めてハ ンガ リー とブルガ リアの間で、科学技術文献 に関す る国際協定が成立 した こ

とでスター トした情報交流 は、1956年 に至 って、チ ェコスロバ キア、東独、ハ ンガ リー、ポーラ

ンド、 ルーマニア5ヶ 国 による 「ドクメ ンテー ションおよび情報 に関す る共同活動計画に関する

協定」に発展 した。

1961年 に至 り、チ ェコスmバ キア、東独、ハ ンガ リー、ポー ラン ド、 ソ連 に加 え中国が参加 し

プラハで会議が もたれ、次の通 り決議 した。

①現存の ドクメンテーシ ョン と情報 に関する協力体制の更 なる発展 を、科学技術 および経済の

社会主義国 における発達 とあわせて実現 する。

② このために ドクメンテーションと情報 の、方法論 および技術 的側面の諸問題 を解決促進 する

努力 と調整。

③ ドクメンテーション と情報化 にお ける経済効果の改善。

④専門家の トレーニ ング。

⑤適切な国際機関への参加 による幅広 い国際的活動の展開。

東欧圏にお ける本格的な情報化活動は翌1962年 、情報交流機構設置 に向 けた作業委員会の設置

によ り開始 された と見 るべ きだが、 この討議 にはブルガ リア、チ ェコスロバ キア、東独、ハ ンガ

リー、ポーラン ドとソ連が参加 し次の通 り取 り決 めた。

①参加国は特に科学技術情報の収集、 システム化、加工のための部門設置 に合意 する。

②協定参加国間お よび、他 のコメコン参加国が情報 ソースを必要 とす る場合 これを援助す る。

これには収集 リス トの交換、オ リジナルあるいは複写 による情報提供な どを含み、協定参加 国

はそれぞれ特定分野を分担 して責任 を もつ。

③情報科学研究 とその成果の交換 を通 じて協力関係 を拡大する。特 に情報科学方法論、情報科

学技術、 そして組織に関 して重点 を置 く。

④ コメコン加盟国は、外 国の出版物 に対す る抄録化、 目録作 り、 インデキシングな ど加工 につ

いて適切 な組織 を設 ける。
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こう して前進 した東 欧諸 国 の準 備体 制 は、1964年 の第4回 作 業部 会 で は1966-1970年 にお け る会

議 、 イベ ン ト、 シ ンポ ジ ウム な どの 開催 計画 を討 議 す る まで に至 って い る。

1968年 、 ソ連 は国際 的 な 科学 技 術情 報 セ ンター設立 を提 案 、翌 年加 盟 国 間 で調 印成立 したが、

これ がInternationalCentreforScientficandTechnicalInformation(ICSTI)の ス タ ー トで

あ る。

(2)各 国の情報サー ビス事情

① ブ ル ガ リア

CentralInstituteforScientificandTechnicalInformation(CISTI)に よ り11種 の デ ー タ

ベ ー ス が 提 供 さ れ て い る。

② チ ェ コ ス ロバ キ ア

Scientific,TechnicalandEconomicIrformationCentre(UVTEI)が4種 の デ ー タ ベ ー ス

を提 供 し て い る が 、 オ ン ラ イ ン利 用 時 間 が 限 られ て い る。

(デー タベー ス名)

INFORMATIKA

METAL

MPU(通 産統計)

ASSKP(海 外雑誌 目録)

(レ コ ー ド数)

20,000件

160,000件

25,000件

17,000件

(サー ビス時間/月)

13時 間

13時 間

16時 間

196時 間

モ ス ク ワ とプ ラハ は直 接 回線 で つな が って お り、更 にRadioAustriaの ノー ド経 由、Datex-P

(独)、Tymnet(米)、Transpac(仏)な ど海外 の ネ ッ トワー ク と も接 続 して い るが 、海 外 の大

手ベ ンダ ー の提供 す る諸 デ ー タベ ース へ の アクセ スは、実 際 には殆 ん ど行 な われ て いな い。

③ ハ ンガ リー

約50種 のデ ー タベ ー スが構 築 され、 一部 はオ ンラ イ ン提供 され て い るが詳 細不 明 。

④ ポ ー ラ ン ド

規 格 、農業 、金 属 の3種 の デー タベ ー スが構 築 されて い る。研 究 者 のた めの ネ ッ トワ ー クPFN

は ワル シャ ワ大 学 内 に本 拠 を設 置 しサー ビス提供 して い るが、 オ ンラ イ ン化 して い るか ど うか

は現在 不 明 で あ る。

⑤ ル ー マニ ア

2種 類 の デ ー タベ ー スがOMIKKよ り提供 され てい る。

(3)情 報のソ連依存

特殊 な政治環境 により永い間、東欧諸国の情報活動 は公開 され ることが少なか った。

1989年 モスクワで開催 された第1回 東西オンライ ン ・ミーテ ィングは、 この壁 を大 き く取 り除

く効果があったが、 ここで1960年 代におけるソ連 とその他東欧諸国間の情報流通状況が明 らか に

なった。
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ソ連か ら他 の加盟国へ(件)加 盟国か らソ連へ(件)

1966年5,4561,103

1967年6,1661,109

1968年8,7231,381

西欧先進国における情報産業、特 に情報 サー ビスの飛躍的な発展 を見た1970、1980年 代 にこれ

が どの様 な数字 となっているかは不明であ るが、極 く最近わが国の機関が経験 した検索の分析に

よれ ば、東欧圏のデータベースに西側の研究成果が収録 されてお り、 また その逆のケース も非常

に多 く、一種 の二重投資現象が見受 け られ るとの ことである。

こうなる と外貨問題 もか らみ、東欧諸国の情報に関す るソ連依存 は当分続 くのではなか ろうか。

ICSTIか ら東 ドイツが東西 ドイ ツ統一 によって脱退 し、ポーラン ドも抜 けた以後の動向が注 目さ

れ る。

(4)東 欧 圏 諸 国 へ の デ ー タベ ー ス ・ア ク セ ス

基本 的には利用可能であるが言語、利 用時間帯、その他の理由で利用 されていないのが実態で

ある。

情報の内容 ・水準 に関する評価 も定 まってお らず、現在の ところ米 ・英 ・仏 などデータベース

先進国のサー ビスが世界的規模で利用 されている。

従 って当面、東欧圏のデータベースに関 しては、特色 あるユニー クな もの に対 し、検索代行の

ような形で利用が行 なわれ るもの と思わ れる。

2-3通 信の イ ンフ ラス トラ クチ ャ

(1)概 況

東欧諸国の電気通信の特徴は、 ネッ トワークの老朽化、劣悪な通話接続率、膨大 な電話 申込積

滞、架設工事水準の低 さ といった もの に象徴 される。

東欧諸国の電気通信網施設の大部分 は40年 以上 もた った もので あ り、未だ に手動交換機 が使わ

れている。デ ィジタル化 はほ とん ど行われておらず、東欧ネ ッ トワー ク全体では非常に小 さな比

率に しかならない。ネ ッ トワー クは過負荷 になってお り、市外通話がつなが るだけで も運が良 い、

とい う状況である。

経済活動の水準 と電話普及率 との間に高 い相関関係が ある ことは、 これ までにも多 くのグルー

プが検証 している。下図は国民一人当た りGNPと 電話普及率 との関係 を示 した ものである。この

図か らも、 まだ まだ西側先進国 との間 に大 きな隔た りがある東欧の現状 を垣間見 ることができよ

う。
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図 電話普及率と一人当たりGNP

加入/100人

_50

普

及45

肇
40

35

30

25

0

5

2

1

0

仁
」

グ

ヲ噸
ポー ラ ン ド

/谷 湾

/香 港＼
口 、

/口1

シンガボー㌧

英

o

■ プ ル ガ
.'

リ ア

■ ■ ユ ー ゴ

1

■1

り 一

!

!
ノ

■ ル ーマ ニ ア

■

アジアNIE

ノ　ン

◎ ア1、.アLD・
024

■
東独

≠チ
ェ コ

欧諸国

仏

丞
西独Oo

日
o

'諸 国

国

E

国

国

-

上

き

例
進
卵
罐

凡
先

ア

ア

東

6 8 10 12 14 16182022

(GNP)千 ドル/人

(2)各 国別の現状 と動向

1)旧 東 ドイツ

①現 状

旧東 ドイツの電気通信環境 は、東西 ドイツ統合によ り大 き く変化 をとげ ようとしてい る。90年

7月 か ら、西 ドイツDBPテ レコムの主導の もとに総額550億 マルクを投 じて、7年 以内 に東 ドイ

ツの電気通信 を西側の水準 にまで引 き上げる計画が進 められている。

現状 としては、旧体制下 の1985年 か らスター トした 「国家5ヵ 年計画」の一環 で電話新増設250

万台計画が進行 してお り、電話 の普及 と新 サー ビスの提供 を目指 して順調 に推移 している。1988

年現在で約405万 台の電話機が設置 されてお り、全国自動即時化 も実現されている。ネ ッ トワーク

のディジタル化 も徐々 に進 んでお り、1987年 末で市外回線の約43。7%が ディジタル交換機 に収容

されている。電話以外 の通 信 インフラス トラクチ ャについてい えば、光 ケーブル リングの構築

(1988年6月 に西 ドイツの国内網 に接続)、衛星 を使 ったData-Over-Sateliteリ ングの構築な ど

が行 われている。

②整備計画

先 に述べた5ヵ 年計画 に よれば、1992年 には電話機の設置数ベ ースを600万 台 に乗せ、各戸 に電

話機 を設置す る予定 となってい る。同 じ く1992年 までに ビデオテ ックスサー ビスの導入、電子 メ

ールの速やかな導入 を目指 してい る。 また、国内通信網への光 ケーブル導入 によるディジタル化

の促進 も課題 となっている。国際通信 については、2000年 までに自動化 を行 う予定で ある。移動

体通信 に関 しては未だ萌芽期の状態 であるが、西独 アナログセル ラーを拡張 してい く方向に現在
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進 んでいる。

2)チ ェコス ロバキア

①現 状

チ ェコスロバキアの電気通信網 は、東欧の中で最 も整備 されてい るグループに属 する。電話 サ

ー ビスについては、1989年 現在 で総電話機数約400万 、普及率25%と なってお り、通話品質 も良好

であ る。 自動車電話のシステム も存在 す るが、公衆網 とは連動 していない。

②整備計画

1995年 までに全国自動化 を達成、 また2000年 までには公衆網のデ ィジタル化率30～40%を 目指

してい る。 この他、 自動車電話 、ペー ジャ一等の移動体通信 のサー ビスや、 ビデオテ ックス、電

子 メールなどについて も検討が進 め られてお り、将来的にはISDNサ ー ビスの開始が考 えられて

いる。

3)ポ ーラン ド

①現 状

ポーラン ドの通話品質 ・呼損率は劣悪であ り、接続状況 は日中:1回/20回 、夜間:1回/10

回程度が一般的である。1988年現在で約280万 回線の電話サー ビスが行 われ ているが、引続 き約219

万の積滞 を抱えている。電話の普及率 は約8%で あるが、東欧 の中で もいまだ低 い水準であ り、

ネ ッ トワーク設備の老朽化な ど問題 は非常 に多い。

なお、1988年 現在 で全国の 自動化率 は約42%、 市外 回線のデ ィジタル化 は1.5%で ある。

②整備計画

政府 は今世紀末 までに電話普及率約20%の 確保 を目標 としている。 また、1995年 までに市外 ・

国際通話 の自動化、2010年 までに全 国 自動化 を目指 している。 ポー ラン ドでは、西側の技術力 と

資本の誘致 に積極的であ り、それ に関連 してデ ィジタル交換やCATVの プロジェク トが進行 し

てい る。光通信や衛星技術の開発 も2010年 を目途 に進 められている。

4)ハ ンガ リー

①現 状

ハ ンガ リーにおける公衆通信網の構築 は著 し く遅れている。1989年 現在 で総電話回線数約80万 、

電話機数約168万 、 回線ベースでみた普及率 は約7.6%と 東欧諸国の中で最 も低いグループに属 し

ている。 また、首都 と地方 との設備格差 が著 し く、全国の平均 自動化率 は92.4%と 高 いが、 これ

は電話 回線 のほとんどがブタペス トに集中 しているためである。実際2/3の 家庭 は手動交換局 に属

してい るのが現状 である。

② 整備計画

1980年 代 の終わ りに電気通信の改善 が経済政策 の優先課題 として と りあげ られ、ハ ンガ リー

PTTに よ り電気通信 インフラ整備の10ヶ 年計画が立て られている。目標 は、あらゆる要求に応 え

られるサー ビスを提供する全国的なネ ッ トワー クを構築 し、 ヨーロ ッパ諸 国に追 いつ くことであ

る。具体的には、回線数の増加(2000年 には27回 線/100人 の普及率 を目指す)、 ネ ッ トワークの
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自動化 、(一 部 ディジタル化)、 電話架設の早期化(現 在は12年 かか るもの を1年 以内に短縮)、 ビ

ジネス向けの新 しいサー ビスの提供(パ ケ ッ ト交換、FAX、 自動車電話 な ど)、コンピュータに よ

るネ ッ トワー クの制御な どが あげ られている。

5)ル ーマニア

①現 状

ルーマニアの通話品質 は劣悪であ り、通話完了率 も低い。首都 ・地方間格 差(電 話普及率)も

6倍 と大 きく、地方の無電話地域 は村数で1/4に 及ぶ。国際回線 も発着合計 で487回 線の みであ り、

半 自動の運用形態 のため待 ち合 わせ時 間が非常に長 い。交換機 も、設置以来50年 を経過 した もの

が未だ使 われているなど、 その著 しい老朽化が問題 となっている。

② 整備計画

郵電省 は、 まず西側経済へのルーマニアの統合 をサポー トするた めに、国際通信およびビジネ

ス通信施設の拡充 を目指 している。そのため国際交換施設及 び国際衛星回線 の拡充が進 められて

いる。また、1990年 か ら95年 の間に交換機100万 回線 を設置 し、うち約60万 回線 をデ ィジタル とす

る計画 である。 その他、光 ファイバの導入拡大 や、1995年 までの地方部の 自動化、セル ラ/マ イ

クロによる無電話地域 の解消、140Mb/sの デ ィジタルマイクロの導入な どが計画 されている。

6)ブ ルガ リア

①現 状

ブルガ リアは東欧諸国の中では電話普及率が23%と 高 く、電話 回線数は約210万 台 に及 んでい

る。 しか し、一般家庭 は共同電話であ り、通話 中切 断、雑音、不接続等が多発 し、通話 品質 は非

常に悪 い。その反面、 ブルガ リアの機器 メーカの技術水準 はかな り高 いレベ ルにあ り、通信設備

は殆 ど国産品で まかなわれている。 また、首都 ソフィアを中心 として市外 ・国際回線 の 自動化 が

進んでお り、1989年 末現在 で市外回線の50%にIDD(IntemationalDirectDialing)機 能が付与

されている。

②整備計画

ブル ガ リアは今世紀末 には約800万 台の総電話数 に拡大 してい く予定 である。また、2005年 まで

には1加 入/世 帯(1986年0.4加 入/世 帯)の 達成、国内ディジタル網の構築、140Mb/sの マイ ク

ロ及 び光 ファイバ伝送路の形成 を目指 している。

7)ユ ーゴス ラビア

①現 状

ユー ゴは東欧の中では非常 に進 んだネ ッ トワークをもっている。 また、早期か ら西欧通信機 メ

ーカー との合併 による機器製造 を実施 していることもあって
、他 国に比 して設備的 には良好な状

況にあるが、通話品質面で は問題 がある。電話 回線数ベースでは、1988年 現在 で約300万 回線 に達

してお り、約13%の 普及率 を示 してい る。機器の国産化 については、今 日で はデ ィジタル交換機

の国産化 を行 えるまでに成長 してお り、人材の育成 にも努力 しているが、大卒技術者は供給過剰

気味で あ り、先進諸国への頭脳流 出も発生 して いる。
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②整備計画

ユーゴは1995年 までに国内通信網の完全 自動化 を目指 している。 また、1991年 よりISDN実 験

網 を導入 し、1992年 以降 に商用サー ビスの実施 を予定 してい る。 この他、伝送路の ディジタル化

の推進 も行われてお り、移動体通信に関 しては、900MHz帯 セルラーの導入 を2000年 までに完成

させたい と考えている。
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3.ア ジア諸国におけるデータベース と通信事情

3-1ア ジア地域の情報化の動 き

(1)韓 国

韓国では1990年 、電気通信事業 に対す る規制緩和が行われ、VAN事 業に進出する企業が続々 と

日本の状況視察 を行 ったが、この傾 向は今 日に至 るまで続いている。またデー タベース構築 も着々

進行 してい るな ど環境整備 に も見 るべ きものが ある。

アジア地域 においては、韓国がわが国に続 きデータベースが本格的にビジネス として離陸 しよ

うとしてお り、既 に先進 国による支援は必要 としない段階に来ている。

1)デ ータベ ースの構築 と流通

1982年 、官民共 同で設立 された韓国データ通信㈱(DACOM)が 先導する形で、韓 国の民間デ

ータベース ・サー ビスは開始 された
。

表1韓 国で利用可能な海外デー タベース と提供機関

海 外デ ータベ ース ・サー ビス 国 名 韓国側提供機関(含 代行検索)

DIALOG ア メ リカ DACOM,KIET

BRS 〃 KIET,三 進交 易

ORBIT 〃 KIET,三 屋物 産

CAS-ONLINE 〃 KIET

APTELERATE 〃 聯合通信

REUTERS 〃 聯合通信

DOWJONESNEWSRETRIEVAL 〃 中央日報

DUN'S 〃 DMl

QUESTEL
一

フフ ンス DACOM,KIET

G.CAN " KIET

GSトECO 〃 DACOM,KIRT

FINDSVP カ ナ ダ 中央SVP

SIRLS 〃 KIET

LP.SHARP " KIET,大 宇

lNPADOC オ ー ス トリア KIET

JOIS 日本 DACOM,KIET

NIKKEITEI,ECOM 〃 毎日経済新聞社

PATOLIS 〃 KIET

COSMOS 〃 韓国 デ ー タバ ンク

DIMDI ドイ ツ KIET

INKA " KIET

INFOLINE イギ リス KIET

FINSBURYDATA " KIET

ESRIN イ タ リア KIET

出所 デ ー タベ ース 白書1991
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当初DACOMは 母体 となった韓国科学技術情報 セ ンター(KORSTIC)の 事業 を引 き継 ぎ、

CAS、DIALOGな ど、米国のデータベ ースを自社の もつオ ンライ ン・ネ ッ トワークで提供 してい

たが、 その後QUESTEL(フ ランス)、JOIS(日 本)な ど提供 メニ ュー を拡大 した。ただ最近 の

状 況 を見 る とDACOMは 通 信 回線 事 業 に注 力 し、 デー タベ ー ス事 業 は韓 国 産 業研 究 院

(KIET)、 あ るいは新興 の新聞 ・通信社系企業、財閥 グループ系企業 な どの活動が 目立 って来

た。

これは、韓 国独 自のデータベース構 築がDACOMで な く、他の機関で進行 した結果で もあ り今

後 もこの傾 向は続 くと見 られている。

表2韓 国国産デー タベースの一例

デ ー タベ ー ス プ ロ デ ュ ーサ 提供ホス ト

観光案内 韓国観光公社 千里眼一 皿

農水産物市況 可楽洞卸売市場管理公社 〃

文 化 イ ベ ン ト ・ス ポ ー ツ DACOM 〃

船荷証券 汎亜情報システム

全国不動産相場 月刊不動産バンク KETEL

兵務民願 兵務庁 千里眼－H

商品案内 現代百貨店 KETEL

政府 機関購買 ・入札情報 金星半導体

国内,在 日.在 米,在 欧韓国人科学者名 CITI

出所:デ ー タベー ス 白書1991

2)韓 国にお ける情報サー ビス環境

現在韓国内 で流通 している約50種 類 の海外 データベース ・サー ビスの80%近 くがKIETに よ り

提供 されているが、最近ベ ンチ ャー企業の中に国内 において代行検索 を含む情報提供業 を目指す

動 きがあ り、 わが国の先例 を調査す るケースが見受 けられ る。

韓 国独 自の デー タベースは1990年9月 現在65種 に達 しているが、言語上の制約か らわが国へ の

拡販はなされ ていない。英語化 された一部の ビジネス情報 はさてお き、韓国語 によるデータベ ー

スを代行検索 に よって情報提供 するこ とを考 えた韓国側企業が最近対 日市場調査 を行なっている。

電気通信事業 に関 して韓国電気通信公社 は1996年 まで に4兆9,000億 ウォンを投資 し、デジタル

通信網の整備 をは じめとす る近代化 を計画 してい る。これ と併せDACOMと 共 に2社 独占であっ

た ところに競 争原理 をとり入れ、1990年 よ り新規事業社進 出の途 をひ らいたためVANを めざす

企業 がわが国のVAN業 者 を訪 れ、実態調査 を行 う例 が増 えている。

海外 のデータベース業者が、独 自に韓国内で活動す る目的で法人 を設立す ることが1991年 内に

は認可 され る見通 しで、基本的には情報 サー ビスの自由化 は進んでいると判断され る。

(2)香 港

香港の置かれた特殊性か ら、科学技術分野 のデー タベースは独 自には育 たず、 ビジネス系デー

タベースの利用が活発である。
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香港貿易開発局(HKTDC)の 貿易情報 システム(HORTIS)は 、現在250以 上の契約者 を有

し、毎 日情報UP-dateを 行 な う地元密着型の情報 サー ビスである。内容は海外 の市場情報、香港

のサプライヤー情報、貿易統計 などビジネスに直結す るもので、将来、輸 出する ことも考 え られ

る。

バ ッチ処理 による情報 サー ビスも香港生産性委員会(HKPC)に より行なわれてお り
、主 とし

て金属工業分野対象 にユーザー を組織化 してい る。

特徴的なことはCD-ROMに よるビジネス・ダイレク トリーが逸早 く制作 され、これが北米 の図

書館 ・企業な どに採用 されは じめていることであろう。 これは日本電子 出版協会の調査 プロジェ

ク ト遂行 中に判明 した事実 であるが、新 しいメディアを国情 に適 したデータ収録 に採用 し、簡便

な方策で普及 を企図 した ものであろう。

香港は今後 も引続 きビジネス系 データベース主力 で構築 ・利用が進行する と思 われ る。 そ して

工業所有権問題への関心の高 ま りか ら、特許 ・商標 な どの分野で海外 データベースの利用が若干

上向 くもの と期待 され ている。

また、中国本土 に近い ところか ら、情報受発信基地 として、中国のデータベース構 築 ・加工 も

有望な ビジネスになるとの予想 もあるが、 この点で は香港が現在英語 を公用語 としている ことが

メ リッ トとなろう。

(3)シ ンガ ポ ー ル

国際金融市場 におけるシ ンガポールの位置付 けは、香港同様 にビジネス系 データベース重点市

場 として、 ロイター、 テ レレー ト、クオー トロンな どの売上が情報サービスの大半 を占めている

ことか らも容易 にうなず ける。

一方、 自国で構築 された い くつかのデータベースは英文で、地域に根づいた利用が進 んでいる。

表3シ ンガポールの主要国産データベース ・サー ビス

構 築 ・サー ビス機 関 システ ム 名 内 容

通産省 PATS 国際収支,失 業率,消 費者物価指数,人 口
統計,そ の他

シンガポール港湾委員会 PORTNET 船舶出入港,船 荷明細など

会社事業登録所 会社および事業内容登録シス
テム

シンガポールの全企業の年次報告書および

会計報告

貿易開発庁 GlobalLink 各種 ビジネス情報

シンガポール電信電話局 Teleview ビデ オテ ックス(試 験 中)

教育研究所図書館 東南アジア研究評論および諮
問グループDB

東南アジアにおける教育関係文献および調
査(内 部利用)

シンガポール通貨委員会 MAST 金融 ・財政 ・投資情報(内 部利用)

シンガポール国立大学中央図書館 PERIND ASEAN諸 国の定期刊行物記事索引

国立生産性協議会 PINS 生産 性情 報 サー ビス(非 オ ンラ イ ン)

ス ト レ ー ト ・ク イ ム ズ LASR 新聞情報システム(内 部利用)

出所:デ ー タベ ー ス 白書1991
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シンガポールの情報サービスを見 る とき、他のア ジア諸国 と際立 って手厚 い、各種の助成策が

とられていることに気付 く。情報 分野 にお ける立 ち上 りを急 ぎ、国際 ビジネス市場 としての基盤

確立 をバ ックア ップしようとする、政府 の方針 を反映 していると思われ る。

この ような政策下で、基本的には国家機関の手 によりデータベ ース構築が行 われ、 アジアの先

進水準 にある通信 ネ ッ トワークに よ り、海 外 の諸 デー タベー ス ・システ ムDIALOG、STN、

Medline、Lexis/Nexis、ORBITな どと共 に活発 な利用が進 んでいる。シンガポールはデータベ

ースをめ ぐる諸環境 は恵 まれている と見倣 せる国である。

表4情 報産業 にも適 用 され るシ ンガポールの国内諸助成策

助成制度 内 容

パイオニア・サービス奨励制度 最低5年 か ら最高10年 までの期間,企 業の利益に対

する法人税を控除

投資引当金 固定資産投資額に応じ租税控除。租税控除収益はハー

ドウェア,機 器その他投資額の50%ま で

オ ペ レー シ ョナ ル ・ヘ ッ ド

ク ォー タ奨 励 制 度

政府 に認定された企業は,払 込まれた子会社の配当金

に対 し法人税非課税その他の優遇処置あり

加速減価償却引当金制度 基本的に20%の 減価償却引当金と,機 械設備の資本

支出に対 し5～20%の 償却を,そ れぞれ25%と 年 間

33.33%の 償却を認めるもの

INTECH制 度 最高2年 間,専 門技術者の人件費を30～50%政 府が

援助する

小規模産業技術補助制度 事業の近代化または向上のため専門家を使 う場合,短

期間に限 り費用の一部を援助する

小規模産業財政補助制度 中小企業の事業経営の向上,拡 大を奨励する財政援助

制度で,資 金の貸付けが行なわれる

ソフト開発補助制度 ソフ トウェア開発に関わる助成金

ビジネス開発援助制度 新技術,新 市場の研究,海 外出張,新 しいビジネス ・

コンタクトの確立,ビ ジネス開発ワークシ ョップなど

への参加費用援助

研究開発援助制度 技術開発,地 元の研究員の訓練に重点をお く大規模研

究開発プロジェクトに対する援助

戦略的企業協力プログラム 国立コンピュータ庁による技術上の援助

出所 デー タベ ー ス 白書1991
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(4)台 湾

国家科学委員会 に属 した科学性安全国資訊網路(STICNET)が1987年 よ りオンライ ン・サー ビ

スを開始 し、 国内情報 として大学 の研究 テーマ、論文のサブス トラク トな どを提供 す ると共 に

BIOSISPREVIEWS、CASEARCH、COMPZNDEX、INSPEC、NTISな ど海外データベ ース

も磁気 テー プ導入 して国内サービス している。

デー タベー スには外国出版物 リス トもあ り、更 に、STICNETはDIALOG、ORBIT、BRS、

それ に日本 のJOIS-lllも アクセス出来 るよう、幅広 い集中セ ンター として機能 している。

国内の産業 ・製 品 ・企業 ・技術資料な どの情報蓄積 とサービスが産業科技資訊服務計画(ITIS)

として進行 中である。1988年 より毎年10億 円の資金が投入 され、第1期 は電子 ・機械 ・化学 ・材

料の四分野 についてデータベース構築 を目標 としているが、近 くオ ンライ ン ・サー ビスに入 る と

伝 えられてい る。

文献型でな くビデオテ ックス ・サー ビス も行 われている。 これ は交通部が1989年 よりサー ビス

開始 してお り、交通 ・気象 ・貿易 ・証券 ・観光 ・ニ ュースなど14項 目に亘 っている。電伝視訊資

料庫(CVS)と 呼 ばれているが、残念 なが ら利用は 日本同様、い まひ とつ とな っている。

わが国の 日経 テ レコン型 の情報 サー ビスに工商時報資料庫系統がある。 日本経済新聞社 の協力

の もとで構 築進行 中。

その他、国家機 関で気象 ・観光 ・鉄道関係データベース構築が行 われているが詳細 は不明で あ

る。

CD-ROMに 対 する関心 も高 まってお り、わが国の商工名鑑 に類す るものをCD-ROM化 しよ

うと打診 を受 けた 日本企業 もある。 しか し、 まだ一部外国製品輸入利用 にとどまってお り、国産

CD-ROMは 発表 され ていない と思われる。

(5)タ イ

タ イの情 報 サ ー ビス は郵 政省 のIDAR(lnternationalDirectAccessandRemoteComputing)

サ ー ビス に よ り1983年 開 始 された 。 これ に よ り米 欧 日な ど海 外 の諸 デー タベ ー スが オ ンラ イ ン利

用 され る と共 に、効 果 的 に科学 技術 情 報 を利 用 す コ ン ソー シ アムTIACが1989年 に結 成 され た 。

これ は科学 技 術 エ ネ ル ギー 省 の下 で政 府機 関 ・企 業 な どに よる技 術 情報 ア クセ ス ・セ ンター で あ

る。

ただ 現在 の と ころオ ンラ イ ン ・デ ー タベ ー スが ひ ろ く民 間 で も使 え る状 況 にな く、 大部 分 が 政

府 機 関 ・大 学 な どの利 用 に とど まって い る。 理 由は利 用料金 が 高価 で あ る こ と、情 報 スペ シャ リ

ス ト不 足 、通 信 回線 の 問題 、 な どが挙 げ られ て い る。

この よ うな環 境 に あ って も、 タ イ国産 デー タベ ー ス は、政 府 機 関 ・大学 を 中心 に着 々進 め られ

て お り、 中 に は他 に あ ま り類例 を見 な い ユニ ー クな もの もあ る。
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表5タ イの国産デー タベー スの一例

構築 ・運営機関 デ 一 夕 ベ ー ス

チ ュラ ロ ンコ ン大 学 ACQ,ACQS.BOOK,GIFT,SER,TSER:い

ず れ も図 書 出 版 物 関 連 デ ー タベ ー ス

THES:同 大 学 学 生 の 研 究 論 文

文部省 文部省職員,教 師等のデータベース

国立統計局 COMP:政 府 機関設置 コンピュータ情報

POP:人 口統計

国立教育委員会 教育関係統計

商務省 国内,国 際物価動向,輸 出入統計,農 業生産,工 業生産,

企業活動,輸 出入承認,公 認会計士,商 標など

内務省地方登録局 結婚登録,少 数民族,姓 名.兵 役,銃 火器登録

キ ン グ ・モ ン ク ー ト工 科 大 学 農 業 統 計,研 究 論 文,研 究 プ ロ ジ ェ ク ト,エ ネル ギ ー

な ど

タマ サ ー ト大 学 地 域 デ ー タベ ー ス

港湾局 船舶登録

淡水漁業研究所 THIFIS:淡 水 魚

DTEC 海外からの奨学金

国立エネルギー庁 エネルギー関連研究プロジェク トと研究報告

気象庁 気象データベースおよび天気予報

カ セ ツ ァー ト大 学 農業関係出版物,研 究論文,研 究報告

コ ー ン ・ケ ー ン大 学 濯概と農業,お よび図書館関係データベース

チェンマイ大学 図書館関係データベース

マ ヒ ドー ル大 学 研究出版物(主 に仏教関係)

蚊関係データベース

シル バ コ ー ン大 学 図書館関係データベース

出所 デー タベ ー ス白書1991

一 方 、民 間で はサ イ アム ・セ メ ン ト社 の 自社 内 シス テム とか 、銀 行 が独 自構 築 した デー タベー

ス ・シス テム な どが あ るが、 一般 公 開 は して い な い よ うで あ る。

タイ に於 い て国 産商 用 デ ー タベ ース が オ ンライ ンで一般 に ひ ろ く利用 され る に は、 まだ 相 当の

日時 を要す るので はなか ろ うか 。

【参 考 文 献 】

1.デ ー タベ ー ス国 際 シ ンポ ジ ウム「ア ジア にお ける電 子情 報:そ の傾 向 と問題 点 」

(予稿 集)1990年9月 。(日 本 デー タベ ー ス協 会)

2.デ ー タ ベー ス 白書。1991年 版((財)デ ー タベ ー ス振 興 セ ンター)
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3-2通 信 の イ ンフラス トラクチ ャ

(1)概 況

電気通信の進展 は経済活動の活発化 と密接な関係 を有 してお り、近年 のアジア諸国、特 に、ア

ジアNIES、ASEAN各 国の台頭 による第三の経済 圏の確立は、この地域 にお ける通信イ ンフラ整

備 の推進 を積極的 に促 している。 しか し、アジア各国のイ ンフラ整備状況 には格差が依然大 き く、

日本、香港、 シンガポールの先進 グループ、 これに肉迫する台湾 ・韓国等の第2グ ループか らイ

ン ドネ シア、太平洋島喚諸国 に至 るまで整備状況が未だ十分 といえない諸国 も数多 く存在 してい

る。(図 参照)

(2)各 国別の現状 と動向

1)中 国

①現 状

過去5年 間 における電気通信の改善のた めに、政府投資額 の1/3が 外国製品の購入 に充 てら

れ、これに合わせて1億1,000万USド ルの外国か らの融資が実施 された。しか し、電話回線

は未だ極 めて不足の状態 にあ り、大都市以外の地域 における不足が目立 ち、積滞数は現在50

万台に達 している。現在の電話普及台数 は人 口100人 当た り1台(北 京市で は100人 当た り13

台、全国普及台数1,260台)で あるが、1995年 には普及率2%に 改善 され る見込で ある。

②整備計画

●1991年 は、第8次5ヵ 年計画(91年 ～95年)の 初年度にあた るが、今期計画は前期投資

額(86年 ～90年)の40%増 にあた る350億 元 を見込み、電気通信設備は年率12%の 伸 びが見

込 まれている。

●2000年 に向けた長期計画

一電話機普及台数 を420万 台(1980年)か ら3
,360万 台(8倍)へ 増加。

電話普及率 を2.8～3.0%へ 。

一全 国通信網 の自動化(主 要都市間回線のデジタル化
、光 ファイバ ー、マイクロ、衛星

の積極的採用)。

-TV会 議 システム、TV電 話、高速 ファクシミリ、画像通信サー ビスの導入。

一広帯域 ビデオ伝送の導入
。

2)韓 国

①現 状

韓国の電気通信 は、86年 アジア大会、88年 オ リンピック大会 を契機 に過去10年 間で飛躍的

な発展を遂 げた。87年 に電話1,000万 回線 を突破、全国完全 自動化 と積滞完全解消 を達成 し、

100人 当 り電話普及率 は30台 に達 している。2000年 には、2000万 回線到達 を目標 にネ ッ トワー
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クの設備 を進めてい る。

また、米韓貿易摩擦下 における米韓通信協議の結果、91年7月 か ら情報検索(DB)お よび

情報処理(DP)の 国際間サー ビスが 自由化 される。 また現在外資が排除 されてい るDB、DP

以外のVAN事 業 において も、外資が50%以 下 の合併企業に限 り、来年7月 か ら国内サー ビ

スを解放 し、94年 までに外資規制が撤廃 され ることになっている。

②整備計画

通信基本 インフラ整備 をほぼ完了 した韓 国は、国際競争力の強化、技術水準向上 を目指 した

2000年 までの中長期計画 を策定 し、計画 を3段 階 に分け、次の重点 目標 を策定 している。

一第1段 階(91～93年)

●PC通 信の普及 と活性化

●ISDN網 の構築(93年 までに伝送 および交換施設のデジタル化 を達成。2000年 ま

で に全加入者 を光 フ ァイバーで接続)

一第2段 階(94～96年)

●通信のインテ リジェン ト化 と衛星通信網の構築(2000年 には衛星利用 の移動体通

信 サービス提供)

一第3段 階(97～2006年)

●映像 および未来型PC通 信の提供 と広帯域ISDNの 導入。
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4.中 南 米 通 信 事 業

1.は じ め に

中南米諸国の通信事業の統計表 は表1に 要約 されている。全般的 に開発途上 国並で、都市では、

100人 当た りの電話の普及 率は10台 程度であるが、郊外では非常に少ない。また、殆 どの国では国

営 または半官半民の企業 によって運営 されているが、当世の趨勢に従 って民営化 が進め られてい

る。

各国で独 自の衛星地上局 を持ち、国際通信の大部分を運営 してい る。

一般的に大企業が少ないので、国営の通信企業体が、国家最大の企業 とな り、課税 による政府

の財源 にな ってい る場合が多い。

以下各国の特徴 を記述す る。

(1)メ キ シ コ

国営企業であるTELMEX及 び通信運輸省直営のSCTに よって運営 されてい る。原則 として、

TELMEXは 市内電話 を担 当しSCTは 市外電話 を運営する形 であったが、現在 ではTELMEX

が市 内市外の回線 をもち競 合 している。1985年 の地震以来公衆電話 は無料 となっているようであ

る。

(2)中 米5カ 国(グ ア テマ ラ、 サルバ ドル、 ホ ンジ ュラス、 ニ カラグ ア、 コス タ リカ)

全 て国営企業 によって運営 されてお り、5カ 国共同で建設 したマイクロ回線でつながっている。

(3)コ ロ ン ビ ア

市外、国際回線 はすべて国営企業 であるTELECOMが 運営 している。市 内電話 は各都市の地方

自治体 の電話企業体が運営 してお り、その数26社 の内8社 はTELECOMの 資本傘下 にある。最近

はDIGITAL化 及 びルーラル電話の増設が活発 であ る。

(4)ベ ネ ズ エ ラ

昔 は南米 での唯一の産油輸出国であったので、通信設備の整備 は進 んでい る方であるが、数年

前の石油好景気時代 の設備が多 く、最新式の設備 の更新はあま り進んでいない。

(5)エ ク ア ドル

キ ト、 グアテマラの2大 都市があるた め、交通、通信は比較的発達 している。

特 に産油国 となった時期が遅 く新式の設備が多 く使用、整備 されている。
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(6)ペ ル ー

全人 口の約半数が首都圏 に集 中しているため首都圏以外 の通信サー ビスは非常 に悪 いが、一応

主要都市は、マイクロ回線で結ばれている。 また累積債務問題 のため通信 プロジェク トの実施 が

大幅 に遅れているた め、他の中南米諸 国に比較 して、普及率 は非常 に低い。

(7)チ リ ー

思 い切 った民営化政策が取 られ、国内の電話企業の株式の過半数が電話サービスの向上 を条件

として外国企業 に売 られた。 この結果、市 内電話サー ビスは急速的 に改善 された。 おそら く現在

の中南米諸国で最 も通信サー ビスが良 くなった例で あろう。

(8)ボ ビ リ ア

古 くか ら地方都市 の電話共済組合制度が発達 し、主要都市 は殆 ど電話組合によって運営 されて

いる。市外及 び国際通信 は国営企業であ るENTELが 実施 している。共済組合の形式 を取 ってい

るので、先行投資 は出来ず加入者が払 い込んでか ら機器の調達が開始するので、時間はかか るが、

うま くいっているほうである。

(9)パ ラグ ア イ

公衆通信及 び電波管理 はすべてANTELCOに よって実施 され ている。

円借 による、マイクロ幹線並びに衛星局が建設 され一応通信網 は整備 されている。

表1で 判 るように、電話 の台数は少な く、個人の電話敷設 は簡単ではない6

(10)ア ルゼ ンチ ン

中南米で最 も古 くか ら電話が発達 していた国であ り、最近では設備の近代化が進 んでい る。現

在 では世界 の趨勢に従 い民営化が実施 され、首都 ブエ ノスアイ レスの分割 を含 む南北の2社 に分

割 された。

(11)ブ ラ ジ ル

30年 程前、全国の通信料金 に課税 しこれ を財源 として、通信公社EMBRATELが 設置 され、現

在 まで国内産業 を育成 しなが ら発展 して きた。強度 のイ ンフレに悩 まされなが らも、通信が発 達

し、 データベースの利用な ども先進国並に進みつつある。現在 では民営化の気運 も起 り話が進ん

でいる。
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2.中 南米の特殊事情

データベースの利用 の普及 には国内お よび国際通信の発達が不可欠である、中南米の様 な開発

途上国の場合 にはこの他 に通信サービスの利用 の安易度が重要な要素 となる。

特 に中南米諸国では、 国際通信料金が課税 され る場合が多 く、通信費が高額 にな り、国際通信

の利用は一般的 には容易 でない。

アルゼンチ ンの例 を取 る と、 ここでは大学等の研究機関のためのデータベース を構築 しようと

しているが、国外 の通信の為には、科学技術省が通信企業体 と協議 し、米 国フロリダ州 の大学の

データベースに加入 するた め、衛星による回線 を リースす ることで計画 を進 めている。 これ は国

家計画であるので出来 る ことであ り、一企業、大学の単位、 ましては個人単位 では非常 に高額 に

な り、実現性 は困難 である。

一方では
、最近 のアマチ ュア無線のデータ通信が手軽 に利用で きる様 になったので、通信費無

料の利点をいか して、データベースのために利用 する動 きが種々み られる。現在では通信速度 が

短波で300ボ ー と低 いが、適 当なBBSが 開局すれば、アマチ ュア無線の業務規程 に抵触 しない限

り、十分実用化 出来 るであ ろう。

表1中 南米諸国電話事情

監 督官 庁

メ キ シ コ 通 信 運 輸 省

グア テマ ラ
サル バ ドル 内務 省

ニ カラ グ ア 郵 便 電 気 通 信 省

コ スタ リカ 内 務 省
パ ナ マ 内 務 法 務 省
コ ロ ンビ ア 通信 省
ベ ネ ズエ ラ 通 信省
エ クア ドル 公共 事 業 通 信 省
ペ ルー'運 輸 通 信 省

チ リー 運 輸 通 信 省
ボ リビア 運 輸 通 信 省

ブ ラジ ル 通 信 省
アル ゼ ンチ ン通 信 省
パ ラ グア イ 公 共 事 業 者

ウル グ ア イ 公 共 事 業 省

注

連 常 体

TELMEX

通 信 公 共 事 業 運 輸 省GUATEL

ANTEL

ホ ン ジ ュ ラ ス 通 信 公 共 事 業 運 輸 省HONDUTEL

(*)は 目 標 値

TELCOR

ICE

INTEL

TELECOM&

CANTV

IETEL

ENTELCPTSA

ENTEL

ENTELTASA

TELEBRAS

ANTELCO

ANTEL

合 計

COOP

EMBRAT

TELECOHTELEFON3120000

77134

23918469

電 話 回 線 電 話 台 数 普 及 率

台 数/100首 都

SCT3590000690000087

2700001300001511 .1

1200001100001511 .8

140000120000115

8000060000112.7

3000002800001016.4

3400003100001328

ETH'S26300007.6

17312351466205

771000

4800005

800000(*)

1561007

931300013156000
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